
　
【表紙】 　

【提出書類】 有価証券報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成21年６月29日

【事業年度】 第87期(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

【会社名】 株式会社池田銀行

【英訳名】 The Bank of Ikeda, Ltd.

【代表者の役職氏名】 取締役頭取　　服　部　盛　隆

【本店の所在の場所】 大阪府池田市城南２丁目１番11号

【電話番号】 池田(072)751局3521番(代表)

【事務連絡者氏名】 執行役員　企画部長　　南　地　伸　昭

【最寄りの連絡場所】 東京都千代田区丸の内２丁目２番１号

株式会社池田銀行　東京事務所

【電話番号】 東京(03)3284局1253番(代表)

【事務連絡者氏名】 執行役員　東京支店長兼東京事務所長　鵜　川　　淳

【縦覧に供する場所】 株式会社池田銀行　東京支店

　 　(東京都千代田区丸の内２丁目２番１号)

　 株式会社池田銀行　神戸支店

　 　(神戸市中央区京町71番地)

　 株式会社東京証券取引所

　 　(東京都中央区日本橋兜町２番１号)

　 株式会社大阪証券取引所

　 　(大阪市中央区北浜１丁目８番16号)

（注）上記のうち、株式会社池田銀行東京支店は、金融商品取引法の規定による縦覧に供する場所ではありませんが、　　　

　

　　　投資者の便宜のため縦覧に供する場所としております。

EDINET提出書類

株式会社池田銀行(E03579)

有価証券報告書

  1/142



第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 当連結会計年度の前４連結会計年度及び当連結会計年度に係る次に掲げる主要な経営指標等の推移
　

　 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度

　

(自 平成16年
４月１日

至 平成17年
３月31日)

(自 平成17年
４月１日

至 平成18年
３月31日)

(自 平成18年
４月１日

至 平成19年
３月31日)

(自 平成19年
４月１日

至 平成20年
３月31日)

(自 平成20年
４月１日

至 平成21年
３月31日)

連結経常収益 百万円 72,549 92,661 83,616 88,452 83,201

連結経常利益
(△は連結経常損失)

百万円 6,485 8,824 10,109 △64,118 △34,736

連結当期純利益
(△は連結当期純損失)

百万円 4,577 4,696 5,685 △54,968 △37,453

連結純資産額 百万円 75,884 99,458 110,614 68,272 57,589

連結総資産額 百万円 2,538,4472,720,4072,636,4572,727,8052,550,017

１株当たり純資産額 円 3,683.693,939.234,232.621,437.84 65.99

１株当たり当期
純利益金額
(△は１株当たり当期
純損失金額)

円 223.43 223.08 224.34△2,122.77△1,446.51

潜在株式調整後１株
当たり当期純利益金額

円 202.82 205.56 212.64 ― ―

自己資本比率 ％ ― ― 4.15 2.46 2.22

連結自己資本比率
(国内基準)

％ 9.58 11.74 11.89 10.62 9.39

連結自己資本利益率 ％ 6.04 5.35 5.43 △62.16 △60.43

連結株価収益率 倍 25.06 27.03 24.65 ― ―

営業活動による
キャッシュ・フロー

百万円 304,615 71,527△229,262△150,311△64,195

投資活動による
キャッシュ・フロー

百万円 △222,102△177,172 162,996 101,460 72,671

財務活動による
キャッシュ・フロー

百万円 16,180 6,349 17,585 41,414 17,987

現金及び現金同等物の
期末残高

百万円 199,192 99,914 51,249 43,808 70,269

従業員数
[外、平均臨時従業員数]

人
1,132
[516]

1,132
[521]

1,139
[541]

1,192
[544]

1,294
[531]

(注) １　当行及び連結子会社の消費税及び地方消費税の会計処理は、主として税抜方式によっております。
２　平成19年度及び平成20年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、純損失が計上されている
ので、記載しておりません。

３　連結純資産額及び連結総資産額の算定にあたり、平成18年度から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会
計基準」(企業会計基準第５号)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業
会計基準適用指針第８号)を適用しております。

４　「１株当たり純資産額」、「１株当たり当期純利益金額（又は当期純損失金額）」及び「潜在株式調整後１株
当たり当期純利益金額」(以下、「１株当たり情報」という。)の算定に当たっては、「１株当たり当期純利益に
関する会計基準」(企業会計基準第２号)及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」(企業会
計基準適用指針第４号)を適用しております。１株当たり純資産額は、企業会計基準適用指針第４号が改正され
たことに伴い、平成18年度から繰延ヘッジ損益を含めて算出しております。

　　また、これら１株当たり情報の算定上の基礎は、「第５ 経理の状況」中、１「(1) 連結財務諸表」の「１株当た
り情報」に記載しております。

５　自己資本比率は、（期末純資産の部合計－期末少数株主持分）を期末資産の部の合計で除して算出しておりま
す。

６　連結自己資本比率は、平成18年度末から、銀行法第14条の２の規定に基づく平成18年金融庁告示第19号に定め
られた算式に基づき算出しております。当行は、国内基準を採用しております。なお、平成17年度以前は、銀行法
第14条の２の規定に基づく平成５年大蔵省告示第55号に定められた算式に基づき算出しております。

７　平成19年度及び平成20年度の連結株価収益率については、連結当期純損失が計上されているので記載しており
ません。

８　従業員数には嘱託及び臨時従業員の平均人員数を[　]内に外数で記載しております。
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(2) 当行の当事業年度の前４事業年度及び当事業年度に係る主要な経営指標等の推移
　

回次 第83期 第84期 第85期 第86期 第87期

決算年月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月

経常収益 百万円 65,911 85,521 75,807 81,966 76,682

経常利益
(△は経常損失)

百万円 6,194 8,713 9,851 △64,319 △34,150

当期純利益
(△は当期純損失)

百万円 4,522 5,006 6,033 △55,015 △37,234

資本金 百万円 35,645 47,747 49,364 64,365 76,865

発行済株式総数 千株 20,620 25,276 25,927

　 普通株式 25,927　普通株式 25,927

　 第一種優先株式 6,000　第一種優先株式 6,000

　 　 　 　 第二種優先株式 6,250

純資産額 百万円 74,876 98,789 109,289 66,882 56,567

総資産額 百万円 2,524,6072,708,8352,611,5502,704,9122,529,655

預金残高 百万円 1,927,1002,027,8852,136,9472,191,1282,253,735

貸出金残高 百万円 1,361,5381,424,1451,516,7831,599,4911,665,625

有価証券残高 百万円 863,7391,085,681934,524 357,664 646,566

１株当たり純資産額 円 3,634.773,912.754,220.321,423.87 60.54

１株当たり配当額
(内１株当たり
中間配当額)

円

(円)

50
(―)

50
(―)

65
(―)

　 普通株式 ― 　 普通株式 ―

　 第一種優先株式 2.14　 第一種優先株式 ―

　 　 　 　 第二種優先株式 ―

(普通株式 　―)(普通株式 　―)

(第一種優先株式 ―)(第一種優先株式 ―)

　 　 　 (第二種優先株式 ―)

１株当たり当期
純利益金額
(△は１株当たり当期
純損失金額)

円 220.76 237.82 238.08△2,124.56△1,438.05

潜在株式調整後１株当
たり当期純利益金額

円 200.46 218.88 225.55 ― ―

自己資本比率 ％ ― ― 4.18 2.47 2.23

単体自己資本比率
(国内基準)

％ 9.45 11.75 12.17 10.75 9.55

自己資本利益率 ％ 6.05 5.76 5.79 △62.45 △60.32

株価収益率 倍 25.36 25.35 23.22 ― ―

配当性向 ％ 22.64 21.02 27.30 ― ―

従業員数
[外、平均臨時従業員数]

人
1,083
[504]

1,083
[510]

1,092
[529]

1,137
[532]

1,240
[519]

(注) １　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
２　第86期（平成20年３月）及び第87期（平成21年３月）の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について
は、純損失が計上されているので、記載しておりません。

３　純資産額及び総資産額の算定にあたり、第85期(平成19年３月)から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する
会計基準」(企業会計基準第５号)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企
業会計基準適用指針第８号)を適用しております。

４　１株当たり純資産額は、「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第４
号)が改正されたことに伴い、第85期(平成19年３月)から繰延ヘッジ損益を含めて算出しております。

５　第85期(平成19年３月)の１株当たり配当額のうち15円は55周年記念配当であります。
６　「１株当たり純資産額」、「１株当たり当期純利益金額（又は当期純損失金額）」及び「潜在株式調整後１株
当たり当期純利益金額」(以下、「１株当たり情報」という。)の算定に当たっては、「１株当たり当期純利益に
関する会計基準」(企業会計基準第２号)及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」(企業会
計基準適用指針第４号)を適用しております。

　　また、これら１株当たり情報の算定上の基礎は、「第５　経理の状況」中、２「(1)財務諸表」の「１株当たり情
報」に記載しております。

７　自己資本比率は、期末純資産の部合計を期末資産の部の合計で除して算出しております。
８　単体自己資本比率は、平成19年３月から、銀行法第14条の２の規定に基づく平成18年金融庁告示第19号に定め
られた算式に基づき算出しております。当行は、国内基準を採用しております。

　　なお、平成18年３月以前は、銀行法第14条の２の規定に基づく平成５年大蔵省告示第55号に定められた算式に基
づき算出しております。

９　第86期（平成20年３月）及び第87期（平成21年３月）の株価収益率については、当期純損失が計上されている
ので記載しておりません。

10　従業員数には嘱託及び臨時従業員の平均人員数を[　]内に外数で記載しております。
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２ 【沿革】

昭和26年９月１日 株式会社池田銀行設立

昭和26年10月１日営業開始

昭和27年11月１日池田市城南に本店移転

昭和38年８月22日大阪証券取引所市場第二部に株式上場

昭和46年10月８日東京証券取引所市場第二部に株式上場

昭和46年11月19日東京支店開設

昭和47年２月１日 大阪証券取引所及び東京証券取引所両市場において市場第一部に指定替え

昭和47年８月１日 外国為替業務開始

昭和48年７月20日京阪神総合保証株式会社(現池銀総合保証株式会社、連結子会社)設立

昭和49年６月17日オンラインシステム稼働

昭和57年４月１日 金売買業務開始

昭和58年２月１日 株式会社ジェーアイ(連結子会社)設立

昭和58年４月９日 国債等公共債の窓口販売業務開始

昭和60年６月１日 公共債ディーリング業務開始

昭和61年４月１日 外国為替コルレス業務開始

　 池銀リース株式会社(連結子会社)設立

昭和63年６月９日 担保附社債の受託業務開始

平成元年１月31日 コルレス包括承認銀行に昇格

平成元年３月６日 池銀抵当証券株式会社(現池銀キャピタル株式会社、連結子会社)設立

平成２年５月２日
池田ソフトファイナンス株式会社(現池銀キャピタル株式会社、連結子会社)設
立

平成３年７月８日 日本円短期金利先物オプション取引受託業務開始

平成６年３月22日 新オンラインシステム稼働

平成10年12月１日証券投資信託窓口販売業務開始

平成12年10月１日池銀抵当証券株式会社はアイ・オーファイナンス株式会社に社名変更

平成13年４月２日 損害保険商品窓口販売業務開始

平成14年10月１日生命保険商品窓口販売業務開始

平成15年２月１日
アイ・オーファイナンス株式会社(連結子会社)は池田ソフトファイナンス株
式会社(連結子会社)と合併し、池銀キャピタル株式会社に社名変更

平成16年８月１日 京阪神総合保証株式会社は池銀総合保証株式会社に社名変更

平成16年12月１日証券仲介業務開始

平成17年１月４日 コンピュータの基幹システムをNTTデータ地銀共同センターへ移行

平成19年２月22日大阪梅田池銀ビル竣工、大阪梅田本部開設
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３ 【事業の内容】

当行グループ(当行及び当行の関係会社)は、当行及び子会社21社、関連会社１社で構成されており、銀行

業務を中心にリース業務、カード業務、信用保証業務などの金融サービスに係る事業を行っております。

当行グループの事業に係る位置づけは次のとおりであります。

〔銀行業務〕

当行の本店ほか支店70ヵ店、出張所５ヵ所において、預金業務、貸出業務、商品有価証券売買業務、有価証

券投資業務、内国為替業務、外国為替業務、社債受託及び登録業務等の受託等業務並びに附帯業務(代理業

務、債務の保証、証券投資信託・保険商品の窓口販売業務、証券仲介業務等)を行っております。

〔リース業務〕

子会社の池銀リース株式会社において、産業機械、工作機械、電子計算機・事務用機器等のリース業務を

行っております。

〔信用保証業務〕

子会社の池銀総合保証株式会社において、当行の住宅ローン等の保証業務を行っております。

〔カード業務〕

子会社の株式会社ジェーアイ、株式会社ディーアイ、株式会社ブイアイの３社において、クレジットカー

ド関連業務等を行っております。

〔その他業務〕

上記の業務のほか、子会社・関連会社において、ベンチャーキャピタル業務、投資顧問業務、コンピュータ

ソフトの開発受託・販売業務、情報サービスの提供業務を行っております。また、子会社において、当行の従

属業務(現金精算・印刷業務、人材派遣業務、担保不動産評価・調査業務等)を行っております。

　

以上述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりであります。
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４ 【関係会社の状況】

　

名称 住所
資本金
又は出資金
(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の
所有割合
(％)

当行との関係内容

役員の
兼任等
(人)

資金
援助

営業上
の取引

設備の
賃貸借

業務
提携

(連結子会社) 　 　 　 　 　 　 　 　 　

池銀総合保証
株式会社

大阪府池田市 180信用保証業務
54.25
(41.11)
〔　 ―〕

5 ―
預金取引関係
保証取引関係

当行より本
社事務所の
貸与を受け
ておりま
す。

―

株式会社
ジェーアイ

大阪府池田市 30
クレジット
カード業務

74.68
(62.02)
〔　 ―〕

5
(2)

―
預金取引関係
金銭貸借関係
保証取引関係

― ―

池銀リース
株式会社

大阪市北区 50リース業務
72.85
(65.71)
〔　 ―〕

6
(2)

―
預金取引関係
金銭貸借関係
リース取引

当行より本
社事務所の
貸与を受け
ておりま
す。

―

池銀キャピタル
株式会社

大阪市北区 426
ベンチャー
キャピタル
業務

65.91
(60.91)
〔　 ―〕

 
4

―
預金取引関係
金銭貸借関係

当行より本
社事務所の
貸与を受け
ておりま
す。

―

(注) １　上記関係会社のうち、特定子会社に該当する会社はありません。

２　上記関係会社のうち、有価証券報告書又は有価証券届出書を提出している会社はありません。

３　「議決権の所有割合」欄の(　)内は子会社による間接所有の割合(内書き)、〔　〕内は「自己と出資、人事、資

金、技術、取引等において緊密な関係があることにより自己の意思と同一の内容の議決権を行使すると認められ

る者」又は「自己の意思と同一の内容の議決権を行使することに同意している者」による所有割合(外書き)で

あります。

４　「当行との関係内容」の「役員の兼任等」欄の(　)内は、当行の役員(内書き)であります。

　

５ 【従業員の状況】

(1) 連結会社における従業員数

平成21年３月31日現在

　 銀行業務 リース業務 カード業務 信用保証業務 その他 合計

従業員数(人)
1,240
[519]

17
[4]

18
[―]

13
[4]

6
[4]

1,294
[531]

(注) １　従業員数は、嘱託及び臨時従業員523人を含んでおりません。

２　嘱託及び臨時従業員数は、[　]内に年間の平均人員を外書きで記載しております。

　

(2) 当行の従業員数

平成21年３月31日現在

従業員数(人) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

1,240
[519]

35.00 12.03 6,560

(注) １　従業員数は、嘱託及び臨時従業員511人を含んでおりません。

２　嘱託及び臨時従業員数は、[　]内に年間の平均人員を外書きで記載しております。

３　平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

４　当行の従業員組合は、池田銀行従業員組合と称し、組合員数は1,037人であります。労使間においては特記すべ

き事項はありません。

５　従業員数は、執行役員10人を含んでおりません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

・業績

当連結会計年度におけるわが国経済は、世界的な金融市場の混乱による景気減速から、大幅に悪化して

おります。

輸出は昨秋から、海外経済の悪化などを背景に大幅に減少しており、このため設備投資も大幅に減少し

ております。また、雇用・所得環境が厳しさを増す中で個人消費は力強さを欠き、住宅投資も低迷してお

ります。この間、公共投資は低調に推移しております。以上のような内外需要環境及び在庫調整圧力を背

景に、生産は大幅に減少しました。

物価情勢につきましては、国際商品市況の下落に伴い、国内企業物価は下落基調にあります。消費者物

価につきましては、石油製品価格の下落や食料品価格の落ち着きなどを背景に、前年度比ゼロ％近辺で推

移しております。

金融面につきましては、政策金利である無担保コールレート（翌日物）の誘導目標が0.5％前後から２

回の利下げにより、12月には0.1％前後まで引き下げられました。長期金利は、年度前半は一時1.8％台後

半まで上昇しましたが、世界的な景況感の悪化から、期末におきましては1.3％台半ばとなりました。

株価につきましては、年度前半は円安などの後押し材料もあり、米欧より比較的堅調に推移しました。

しかし年度後半は、米大手投資銀行の破綻による世界的な金融不安の高まり、わが国の実体経済や企業業

績の急速な悪化などから、日経平均株価は一時７千円台前半まで下落しましたが、期末には８千円台前半

で終えました。

以上のような金融経済情勢のもと、当連結会計年度の業績は、以下のとおりとなりました。 

預金の当連結会計年度末残高は、主に銀行業務において個人預金・法人預金とも順調に増加し、前連結

会計年度末比618億25百万円増加し、２兆2,487億84百万円となりました。

貸出金の当連結会計年度末残高は、銀行業務において事業性貸出を中心に増加し、前連結会計年度末比

651億54百万円増加して、１兆6,572億59百万円となりました。

有価証券の当連結会計年度末残高は、有価証券運用の効率的な運用を心掛け、前連結会計年度末比

2,888億78百万円増加して、6,471億８百万円となりました。

預かり資産残高については、年金保険等を中心に増加し、前連結会計年度末比49億91百万円増加して、

当連結会計年度末残高は3,304億47百万円となりました。

純資産の当連結会計年度末残高は、優先株式250億円の発行により増加しましたが、有価証券関係損失

384億20百万円を主因に当期純損失374億53百万円を計上したことを中心に、前連結会計年度末比106億83

百万円減少し、575億89百万円となりました。

次に、損益につきましては、米国での景気不安を契機に、世界の金融市場が未曾有の大混乱となったこ

とが影響し、当行の保有有価証券も甚大な影響を受けたため、健全性を重視した厳しい基準による保有有

価証券の減損処理353億82百万円を行い、また更なる景気悪化に備えて予防的な不良債権の引当処理を実

施しました。

　その結果、連結経常損失347億36百万円、連結当期純損失374億53百万円を計上することとなりました。

当連結会計年度の業務別の業績については、以下のとおりとなりました。

（銀行業務）

経常収益は前連結会計年度比52億83百万円減少し766億82百万円となり、経常費用は前連結会計年度比

354億53百万円減少し1,108億32百万円となりました。その結果、経常損失は前連結会計年度比301億69百

万円減少し、341億50百万円となりました。当期純損失は、法人税等調整額が前連結会計年度比108億17百

万円増加し19億83百万円となったことから、前連結会計年度比177億80百万円減少し、372億34百万円とな

りました。

　

（リース業務）

経常収益は前連結会計年度比25百万円減少して57億26百万円となり、経常利益は前結会計年度比４億

68百万円の減益となりました。
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（信用保証業務）

経常収益は前連結会計年度比42百万円増加し11億17百万円となり、経常利益も前連結会計年度比73百

万円の増益となりました。
　
（カード業務）

経常収益は前連結会計年度比８百万円減少して６億18百万円となり、経常利益も前連結会計年度比32

百万円の減益となりました。

　

（その他業務）

経常収益は前連結会計年度比１億65百万円減少して４億85百万円となりましたが、経常利益は前連結

会計年度比38百万円の増益となりました。

　

当行の営業の概要及び方針等については、以下のとおりであります。

①商品・サービス

当行は、“地域社会との共生”を目指し、「＜池銀＞“地域起こし”制度」を推進しております。本制

度は優秀なビジネスプランを応援する「＜池銀＞ニュービジネス助成金」と、産学官連携などによる中

小企業の“事業多角化”や“第二の創業”を応援する「＜池銀＞コンソーシアム研究開発助成金」を中

心としたものです。

「＜池銀＞ニュービジネス助成金」と「＜池銀＞コンソーシアム研究開発助成金」は、創設以来の応

募累計が1,000件以上にもなり、助成金の総額は２億1,000万円を超える規模となりました。

また、地元有力大学との産学連携にも積極的に取組んでおり、平成20年５月には大阪府立大学・大阪市

立大学と「産学連携基本協定」を締結しました。10月には同志社大学の「同志社ベンチャーファンド」

に出資、さらに11月より全４回の「同志社大学＆池田銀行コラボレーションセミナー」を実施しました。

11月には関西学院大学と共催で、一昨年より引き続き学内の起業文化の創出を図るため、「ＫＧビジネス

プランコンテスト」を実施しました。

その他の地域貢献の取り組みとしましては、平成20年７月と本年２月に当行と関連会社の自然総研が

主催、日本政策投資銀行関西支店が後援で、地元自治体向けにセミナーを開催しました。

平成20年10月には、第５回「チャリティフェスタ」を開催し、地元自治体である西宮市の自然環境保護

や、緑化事業にお役立ていただけるよう寄付を行いました。

また、地元関西の文化の発展を願い、なかでも芸術を志す大学生の活動を応援するため、昨年に引き続

き、2009年の当行のカレンダーデザインを公募しました。

さらに、当行はビジネスマッチング活動を積極的に展開しております。平成20年10月には「第９回＜池

田銀行＞ＴＯＹＲＯビジネスマッチングフェア2008」を、本年４月には「第６回＜池銀＞ビジネス交流

会」を開催し、“ビジネスの創造”と“ビジネスパートナーとの出会い”に取り組みました。

　これからも、“関西のビジネスを強く、新しく”をテーマに、地元経済活性化のお役に立つようさまざま

な施策に取り組んでまいります。

現在、“安心”と“便利”の両機能を備え持つＩＣキャッシュカードを発行しておりますが、本カード

は全国初となる手のひら静脈、指静脈両方の生体認証方式に対応した交通乗車機能付きＩＣキャッシュ

カードです。このカード１枚で、生体認証機能付キャッシュカード、クレジットカード、乗車券としてご利

用いただけます。さらに平成20年４月からは、全国で初めて、１台で「手のひら静脈認証」と「指静脈認

証」に対応した新型ＡＴＭを導入し、サービスを開始しました。

預金商品につきましては、本年２月より「花咲か定期」の取扱いを開始しました。本商品は通算１年間

お預けいただく定期預金で、お申込時に今年の桜の開花日（気象庁が発表する大阪府の開花日）を予想

していただき、開花日が予想日と一致した場合には後半６ヶ月間の金利を0.87％（ハナ＝花）、一致しな

かった場合でも0.39％（サク＝咲く）の特別金利を適用するものです。

このように当行は、創業のこころ“親切で新しい”を大切に、地元の皆さまに「安心・先進・前進」の

サービスをご提供できるように努めております。

　

②営業拠点

営業拠点につきましては、お客さまの利便性向上と営業力強化を同時に図るため、店舗ネットワークの

拡充に積極的に取り組んでおります。

平成18年９月に蘇州駐在員事務所を開設した蘇州市は、経済産業都市としての発展がめざましく、大規

模な工業団地の整備も進められ、お取引先も数多く進出されています。当行は本年４月に開催された第３

回「蘇州市呉中区企業誘致セミナー」に毎回協賛し、当行のビジネスマッチングフェアでも“蘇州ブー

ス”を設置しております。蘇州駐在員事務所は中国ビジネスのチャイナゲートとして、お取引先の中国進

出支援や中国貿易・金融等に関する情報のご提供等、より一層お役に立つよう努めてまいります。
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③ＡＴＭ

ＡＴＭにつきましては、平成20年11月には、西日本最大級のショッピングセンター「阪急西宮ガーデン

ズ」にＡＴＭコーナーを新設しました。

また阪急電鉄との共同事業として取り組んでおりますステーションＡＴＭ「Ｐａｔｓａｔ（パッと

サッと）」は、本年１月には阪神電気鉄道にも拡大し、阪神梅田駅および尼崎駅に設置しました。平成21

年３月末現在、阪急電鉄・北大阪急行電鉄・阪神電気鉄道主要駅の46駅61カ所80台にまで拡大しました。

「Ｐａｔｓａｔ（パッとサッと）」は、数多くの銀行カードやクレジットカード及び郵貯カードなど

がご利用いただけますが、サービス拡充と手数料収入の増強を目指して個別の金融機関提携も進めてお

り、新たに平成20年８月にはみずほ銀行と提携し、平成21年３月末現在、京都信用金庫、三菱東京ＵＦＪ銀

行、但馬銀行、近畿大阪銀行、みずほ銀行、泉州銀行の６行と提携しております。

今後もお客さまの更なる利便性向上を目的として、“もっと身近に”、“もっと便利に”をモットー

に、店舗・ＡＴＭネットワークの整備やサービスの充実に努めてまいります。

　

④その他

情報開示につきましては、経営の透明性を高め、当行への理解を一層深めていただくために、積極的に

取り組んでおります。決算のポイント等を分かり易く要約した小冊子をタイムリーに作成し、お取引先等

へ配布するとともに営業店に備え置きしております。 

平成20年度に適用初年度をむかえました内部統制報告制度につきましては、財務報告に係る内部統制

の態勢を整備し、財務報告の更なる適正性確保に取り組んでまいりました。

今後も決算情報等重要情報を速やかにホームページに掲載するなど、積極的に情報開示を行ってまい

ります。
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(1) 国内・国際業務部門別収支

当連結会計年度の資金運用収支は、国内業務部門では前連結会計年度比19.4％増加し、国際業務部門で

も前連結会計年度比119.3％増加した結果、合計で前連結会計年度比33.5％、104億87百万円増加しまし

た。

役務取引等収支は、国内業務部門では21.0％減少し、国際業務部門でも前連結会計年度比127.1％減少

した結果、合計で前連結会計年度比22.1％、13億71百万円減少しました。

その他業務収支は、国内業務部門では前連結会計年度比62.2％増加し、国際業務部門でも前連結会計年

度比133.0％増加した結果、合計で前連結会計年度比75.0％、464億90百万円増加しました。

　

種類 期別
国内業務部門 国際業務部門 合計

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

資金運用収支
前連結会計年度 34,477 △3,185 31,292

当連結会計年度 41,164 614 41,779

　うち資金運用収益
前連結会計年度 43,118 11,648

113
54,652

当連結会計年度 50,577 4,208
58

54,728

　うち資金調達費用
前連結会計年度 8,640 14,833

113
23,360

当連結会計年度 9,413 3,593
58

12,948

役務取引等収支
前連結会計年度 6,156 59 6,216

当連結会計年度 4,862 △16 4,845

　うち役務取引等収益
前連結会計年度 9,382 97 9,479

当連結会計年度 8,117 87 8,204

　うち役務取引等費用
前連結会計年度 3,225 37 3,263

当連結会計年度 3,254 104 3,359

その他業務収支
前連結会計年度 △50,847 △11,175 △62,023

当連結会計年度 △19,218 3,684 △15,533

　うちその他業務収益
前連結会計年度 3,139 3,845 6,985

当連結会計年度 3,418 7,236
1,099
9,555

　うちその他業務費用
前連結会計年度 53,986 15,021 69,008

当連結会計年度 22,637 3,551
1,099
25,089

(注) １　国内業務部門は、国内店及び連結子会社の円建取引であります。

　　国際業務部門は、国内店の外貨建取引であります。ただし、円建対非居住者取引、特別国際金融取引勘定分等は国

際業務部門に含めております。

２　資金調達費用は、金銭の信託運用見合費用(前連結会計年度108百万円、当連結会計年度77百万円)を控除して表

示しております。

３　資金運用収益及び資金調達費用の合計欄の上段の計数は、国内業務部門と国際業務部門の間の資金貸借の利息

であります。

４　その他業務収益及びその他業務費用の合計欄の上段の計数は、国内業務部門と国際業務部門の間で相殺される

金融派生商品損益であります。

　

次へ
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(2) 国内・国際業務部門別資金運用／調達の状況
当連結会計年度の資金運用勘定平均残高は、国内業務部門では貸出金が増加したことを主因に前連結
会計年度比1.1％増加しましたが、国際業務部門では有価証券が減少したことを主因に前連結会計年度比
62.9％減少しました。この結果、合計で前連結会計年度比7.4％減少しました。
資金調達勘定平均残高は、国内業務部門では預金が増加したことを主因に前連結会計年度比3.2％増加
しましたが、国際業務部門では債券貸借取引受入担保金が減少したことを主因に前連結会計年度比
62.2％減少しました。この結果、合計で前連結会計年度比5.6％減少しました。
次に資金運用利回りについては、国内業務部門では有価証券利回りが上昇したことから、前連結会計年
度比0.31％上昇しましたが、国際業務部門では主に有価証券利回りが低下したことにより、前連結会計年
度比0.08％低下しました。この結果、全体では前連結会計年度比0.17％上昇しました。
資金調達利回りについては、国内業務部門では主に預金利回りが上昇したことにより、前連結会計年度
比0.02％上昇しましたが、国際業務部門では海外の市場金利の低下により、前連結会計年度比1.46％低下
しました。この結果、全体では前連結会計年度比0.38％低下しました。

　
①　国内業務部門

　

種類 期別
平均残高 利息 利回り

金額(百万円) 金額(百万円) (％)

資金運用勘定
前連結会計年度

(23,718)
2,236,597

(113)
43,118

1.92

当連結会計年度
(11,024)

2,261,710
(58)

50,577
2.23

　うち貸出金
前連結会計年度 1,520,220 30,917 2.03

当連結会計年度 1,625,518 31,499 1.93

　うち商品有価証券
前連結会計年度 14 0 0.39

当連結会計年度 221 0 0.01

　うち有価証券
前連結会計年度 615,148 11,666 1.89

当連結会計年度 562,780 18,748 3.33

　うちコールローン
　及び買入手形

前連結会計年度 73,654 378 0.51

当連結会計年度 59,586 238 0.40

　うち買現先勘定
前連結会計年度 ― ― ―

当連結会計年度 ― ― ―

　うち債券貸借取引
　支払保証金

前連結会計年度 ― ― ―

当連結会計年度 ― ― ―

　うち預け金
前連結会計年度 2,492 13 0.55

当連結会計年度 1,229 9 0.74

資金調達勘定
前連結会計年度 2,215,391 8,640 0.39

当連結会計年度 2,286,281 9,413 0.41

　うち預金
前連結会計年度 2,175,693 7,484 0.34

当連結会計年度 2,229,156 8,081 0.36

　うち譲渡性預金
前連結会計年度 184 0 0.44

当連結会計年度 580 4 0.72

　うちコールマネー
　及び売渡手形

前連結会計年度 437 2 0.52

当連結会計年度 668 3 0.53

　うち売現先勘定
前連結会計年度 ― ― ―

当連結会計年度 ― ― ―

　うち債券貸借取引
　受入担保金

前連結会計年度 382 1 0.52

当連結会計年度 847 4 0.47

　うちコマーシャル・
　ペーパー

前連結会計年度 ― ― ―

当連結会計年度 ― ― ―

　うち借用金
前連結会計年度 20,391 496 2.43

当連結会計年度 28,186 666 2.36
(注) １　平均残高は、日々の残高の平均に基づいて算出しております。

２　国内業務部門は、国内店及び連結子会社の円建取引であります。ただし、円建対非居住者取引、特別国際金融取
引勘定分等は国際業務部門に含めております。

３　資金運用勘定は、無利息預け金の平均残高(前連結会計年度6,186百万円、当連結会計年度16,068百万円)を、資
金調達勘定は、金銭の信託運用見合額の平均残高(前連結会計年度27,716百万円、当連結会計年度19,000百万円)
及び利息(前連結会計年度108百万円、当連結会計年度77百万円)を、それぞれ控除して表示しております。

４　(　)内は、国内業務部門と国際業務部門の間の資金貸借の平均残高及び利息(内書き)であります。
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②　国際業務部門

　

種類 期別
平均残高 利息 利回り

金額(百万円) 金額(百万円) (％)

資金運用勘定
前連結会計年度 361,826 11,648 3.21

当連結会計年度 134,120 4,208 3.13

　うち貸出金
前連結会計年度 250 5 2.19

当連結会計年度 246 5 2.28

　うち商品有価証券
前連結会計年度 ― ― ―

当連結会計年度 ― ― ―

　うち有価証券
前連結会計年度 358,664 11,519 3.21

当連結会計年度 129,513 4,091 3.15

　うちコールローン
　及び買入手形

前連結会計年度 1,094 46 4.21

当連結会計年度 1,209 28 2.38

　うち買現先勘定
前連結会計年度 ― ― ―

当連結会計年度 ― ― ―

　うち債券貸借取引
　支払保証金

前連結会計年度 ― ― ―

当連結会計年度 ― ― ―

　うち預け金
前連結会計年度 ― ― ―

当連結会計年度 ― ― ―

資金調達勘定
前連結会計年度

(23,718)
365,029

(113)
14,833

4.06

当連結会計年度
(11,024)
137,880

(58)
3,593

2.60

　うち預金
前連結会計年度 2,762 96 3.50

当連結会計年度 4,391 91 2.07

　うち譲渡性預金
前連結会計年度 ― ― ―

当連結会計年度 ― ― ―

　うちコールマネー
　及び売渡手形

前連結会計年度 13,663 575 4.21

当連結会計年度 2,056 101 4.93

　うち売現先勘定
前連結会計年度 ― ― ―

当連結会計年度 ― ― ―

　うち債券貸借取引
　受入担保金

前連結会計年度 324,809 13,017 4.00

当連結会計年度 120,338 3,085 2.56

　うちコマーシャル・
　ペーパー

前連結会計年度 ― ― ―

当連結会計年度 ― ― ―

　うち借用金
前連結会計年度 ― ― ―

当連結会計年度 ― ― ―

(注) １　平均残高は、日々の残高の平均に基づいて算出しております。

２　国際業務部門は、国内店の外貨建取引であります。ただし、円建対非居住者取引、特別国際金融取引勘定分等は

国際業務部門に含めております。

３　資金運用勘定は、無利息預け金の平均残高(前連結会計年度６百万円、当連結会計年度26百万円)を、控除して表

示しております。

４　(　)内は、国内業務部門と国際業務部門の間の資金貸借の平均残高及び利息(内書き)であります。

５　国際業務部門の国内店外貨建取引の平均残高は、月次カレント方式(前月末ＴＴ仲値を当該月のノンエクス

チェンジ取引に適用する方式)により算出しております。
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③　合計

　

種類 期別
平均残高 利息 利回り

金額(百万円) 金額(百万円) (％)

資金運用勘定
前連結会計年度 2,574,705 54,652 2.12

当連結会計年度 2,384,806 54,728 2.29

　うち貸出金
前連結会計年度 1,520,470 30,922 2.03

当連結会計年度 1,625,765 31,504 1.93

　うち商品有価証券
前連結会計年度 14 0 0.39

当連結会計年度 221 0 0.01

　うち有価証券
前連結会計年度 973,813 23,186 2.38

当連結会計年度 692,294 22,839 3.29

　うちコールローン
　及び買入手形

前連結会計年度 74,748 425 0.56

当連結会計年度 60,796 267 0.44

　うち買現先勘定
前連結会計年度 ― ― ―

当連結会計年度 ― ― ―

　うち債券貸借取引
　支払保証金

前連結会計年度 ― ― ―

当連結会計年度 ― ― ―

　うち預け金
前連結会計年度 2,492 13 0.55

当連結会計年度 1,229 9 0.74

資金調達勘定
前連結会計年度 2,556,703 23,360 0.91

当連結会計年度 2,413,137 12,948 0.53

　うち預金
前連結会計年度 2,178,455 7,581 0.34

当連結会計年度 2,233,547 8,172 0.36

　うち譲渡性預金
前連結会計年度 184 0 0.44

当連結会計年度 580 4 0.72

　うちコールマネー
　及び売渡手形

前連結会計年度 14,100 578 4.09

当連結会計年度 2,725 105 3.85

　うち売現先勘定
前連結会計年度 ― ― ―

当連結会計年度 ― ― ―

　うち債券貸借取引
　受入担保金

前連結会計年度 325,191 13,019 4.00

当連結会計年度 121,185 3,089 2.54

　うちコマーシャル・
　ペーパー

前連結会計年度 ― ― ―

当連結会計年度 ― ― ―

　うち借用金
前連結会計年度 20,391 496 2.43

当連結会計年度 28,186 666 2.36

(注) １　平均残高は、日々の残高の平均に基づいて算出しております。

２　資金運用勘定は、無利息預け金の平均残高(前連結会計年度6,193百万円、当連結会計年度16,094百万円)を、資

金調達勘定は、金銭の信託運用見合額の平均残高(前連結会計年度27,716百万円、当連結会計年度19,000百万円)

及び利息(前連結会計年度108百万円、当連結会計年度77百万円)を、それぞれ控除して表示しております。

３　国内業務部門と国際業務部門の間の資金貸借の平均残高及び利息は、相殺して記載しております。
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(3) 国内・国際業務部門別役務取引の状況

当連結会計年度の役務取引等収益は、国内業務部門では、保証業務が増加しましたが、主に証券関連業

務が減少したことにより、前連結会計年度比13.5％減少しました。また、国際業務部門でも、前連結会計年

度比10.3％減少しました。その結果、合計で前連結会計年度比13.5％、12億75百万円減少しました。

役務取引等費用は、国内業務部門で前連結会計年度比0.9％増加しました。また、国際業務部門でも前連

結会計年度比181.1％増加しました。その結果、合計で前連結会計年度比2.9％、96百万円増加しました。

　

種類 期別

国内業務部門 国際業務部門 合計

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

役務取引等収益

前連結会計年度 9,382 97 9,479

当連結会計年度 8,117 87 8,204

　うち預金・貸出業務

前連結会計年度 1,261 ― 1,261

当連結会計年度 1,112 ― 1,112

　うち為替業務

前連結会計年度 1,503 95 1,599

当連結会計年度 1,431 85 1,517

　うち証券関連業務

前連結会計年度 2,204 ― 2,204

当連結会計年度 1,305 ― 1,305

　うち代理業務

前連結会計年度 815 ― 815

当連結会計年度 773 ― 773

　うち保護預り・
　貸金庫業務

前連結会計年度 463 ― 463

当連結会計年度 458 ― 458

　うち保証業務

前連結会計年度 699 2 701

当連結会計年度 734 1 735

　うち保険販売業務

前連結会計年度 1,839 ― 1,839

当連結会計年度 1,728 ― 1,728

役務取引等費用

前連結会計年度 3,225 37 3,263

当連結会計年度 3,254 104 3,359

　うち為替業務

前連結会計年度 293 37 331

当連結会計年度 278 104 383

(注) １　国内業務部門は、国内店及び連結子会社の円建取引であります。

２　国際業務部門は、国内店の外貨建取引であります。

　

前へ　　　次へ
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(4) 国内・国際業務部門別預金残高の状況

○　預金の種類別残高(末残)
　

種類 期別
国内業務部門 国際業務部門 合計

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

預金合計
前連結会計年度 2,183,421 3,538 2,186,959

当連結会計年度 2,242,795 5,989 2,248,784

　流動性預金
前連結会計年度 942,701 ― 942,701

当連結会計年度 918,632 ― 918,632

　定期性預金
前連結会計年度 1,230,897 ― 1,230,897

当連結会計年度 1,314,113 ― 1,314,113

　その他
前連結会計年度 9,821 3,538 13,360

当連結会計年度 10,049 5,989 16,038

譲渡性預金
前連結会計年度 100 ― 100

当連結会計年度 ― ― ―

総合計
前連結会計年度 2,183,521 3,538 2,187,059

当連結会計年度 2,242,795 5,989 2,248,784

(注) １　国内業務部門は、国内店及び連結子会社の円建取引であります。
２　国際業務部門は、国内店の外貨建取引であります。ただし、円建対非居住者取引、特別国際金融取引勘定分等は
国際業務部門に含めております。

３　流動性預金＝当座預金＋普通預金＋貯蓄預金＋通知預金
４　定期性預金＝定期預金＋定期積金

　

(5) 貸出金残高の状況

①　業種別貸出状況(残高・構成比)
　

業種別
平成20年３月31日 平成21年３月31日

貸出金残高
(百万円)

構成比(％)
貸出金残高
(百万円)

構成比(％)

国内(除く特別国際金融取引勘定分) 1,592,105100.001,657,259100.00

　製造業 158,951 9.98 174,426 10.52

　農業 1,801 0.11 1,639 0.10

　林業 200 0.01 300 0.02

　鉱業 138 0.01 182 0.01

　建設業 60,620 3.81 57,474 3.47

　電気・ガス・熱供給・水道業 2,719 0.17 4,752 0.29

　情報通信業 4,112 0.26 7,486 0.45

　運輸業 43,828 2.75 49,283 2.97

　卸売・小売業 125,376 7.88 117,458 7.09

　金融・保険業 65,979 4.14 86,508 5.22

　不動産業 307,613 19.32 325,610 19.65

　各種サービス業 122,516 7.70 121,978 7.36

　地方公共団体 44,755 2.81 55,790 3.37

　その他 653,488 41.05 654,360 39.48

特別国際金融取引勘定分 ― ― ― ―

合計 1,592,105 ― 1,657,259 ―

(注)　「国内」とは、当行及び連結子会社であります。
　

②　外国政府等向け債権残高(国別)

平成20年３月31日、平成21年３月31日とも該当ありません。
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(6) 国内・国際業務部門別有価証券の状況

○　有価証券残高(末残)

　

種類 期別
国内業務部門 国際業務部門 合計

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

国債
前連結会計年度 178,778 ― 178,778

当連結会計年度 298,599 ― 298,599

地方債
前連結会計年度 9,079 ― 9,079

当連結会計年度 51,454 ― 51,454

短期社債
前連結会計年度 ― ― ―

当連結会計年度 ― ― ―

社債
前連結会計年度 33,666 ― 33,666

当連結会計年度 30,895 ― 30,895

株式
前連結会計年度 66,706 ― 66,706

当連結会計年度 45,966 ― 45,966

その他の証券
前連結会計年度 69,999 0 70,000

当連結会計年度 96,489 123,703 220,192

合計
前連結会計年度 358,230 0 358,230

当連結会計年度 523,404 123,703 647,108

(注) １　国内業務部門は、国内店及び連結子会社の円建取引であります。

２　国際業務部門は、国内店の外貨建取引であります。ただし、円建外国証券は、国際業務部門に含めております。

３　「その他の証券」には、外国証券を含んでおります。

　

・キャッシュ・フローの状況

現金及び現金同等物の当連結会計年度末残高は、前連結会計年度末比264億60百万円増加して、702億69

百万円となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

債券貸借取引受入担保金の減少により前連結会計年度に比べ営業活動によるキャッシュ・フローは減

少しましたが、コールローン等の減少により前連結会計年度に比べ営業活動によるキャッシュ・フロー

が増加したことから、前連結会計年度比861億16百万円増加し、641億95百万円のマイナスとなりました。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

有価証券の売却・償還による収入が前連結会計年度に比べ増加しましたが、有価証券の取得による支

出も前連結会計年度に比べ増加したことから、前連結会計年度比287億88百万円減少し、726億71百万円の

プラスとなりました。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

株式等の発行による収入並びに劣後特約付借入による収入が前連結会計年度に比べ減少したことによ

り、前連結会計年度比234億27百万円減少し、179億87百万円のプラスとなりました。
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(単体情報)

(参考)

当行の単体情報のうち、参考として以下の情報を掲げております。

１　損益状況(単体)

(1) 損益の概要
　

　
前事業年度(Ａ)
(百万円)

当事業年度(Ｂ)
(百万円)

増減(Ｂ)－(Ａ)
(百万円)

業務粗利益 △26,129 29,554 55,683

　国内業務粗利益 △11,827 25,271 37,098

　　資金利益 34,399 41,179 6,780

　　役務取引等利益 4,620 3,310 △1,310

　　その他業務利益 △50,847 △19,218 31,629

　国際業務粗利益 △14,301 4,282 18,583

　　資金利益 △3,185 614 3,799

　　役務取引等利益 59 △16 △75

　　その他業務利益 △11,175 3,684 14,859

経費(除く臨時処理分)(△) 26,174 27,380 1,206

　人件費 10,969 11,708 739

　物件費 13,832 14,176 344

　税金 1,372 1,495 123

業務純益(一般貸倒引当金繰入前・のれん償却前) △52,303 2,173 54,476

のれん償却額(△) ― ― ―

業務純益(一般貸倒引当金繰入前) △52,303 2,173 54,476

一般貸倒引当金繰入額(△) △5,213 4,613 9,826

業務純益 △47,089 △2,439 44,650

　うち債券関係損益 △62,055 △15,769 46,286

臨時損益 △17,230 △31,711 △14,481

　株式関係損益 △1,466 △13,661 △12,195

　貸倒償却等(△) 15,429 8,333 △7,096

　　貸出金償却 9,710 6,888 △2,822

　　個別貸倒引当金純繰入額 5,957 1,195 △4,762

　　偶発損失引当金繰入額 71 250 179

　　債権売却損益等 △310 △0 310

　その他臨時損益 △334 △9,716 △9,382

経常損失 64,319 34,150 △30,169

特別損益 539 △1,053 △1,592

　償却債権取立益 705 500 △205

　睡眠預金払戻損失引当金戻入益 32 70 38

　固定資産処分損(△) 46 142 96

　減損損失(△) ― 1 1

　過年度睡眠預金払戻損失引当金繰入額(△) 151 ― △151

　退職給付信託設定損（△） ― 1,481 1,481

税引前当期純損失 63,780 35,203 △28,577

法人税、住民税及び事業税(△) 68 47 △21

法人税等調整額(△) △8,834 1,983 10,817

法人税等合計（△） ― 2,030 ―

当期純損失 55,015 37,234 △17,781

(注) １　業務粗利益＝(資金運用収支＋金銭の信託運用見合費用)＋役務取引等収支＋その他業務収支
２　業務純益＝業務粗利益－経費(除く臨時処理分)－一般貸倒引当金繰入額
３　「金銭の信託運用見合費用」とは、金銭の信託取得に係る資金調達費用であり、金銭の信託運用損益が臨時損
益に計上されているため、業務費用から控除しているものであります。

４　臨時損益とは、損益計算書中「その他経常収益・費用」から一般貸倒引当金繰入額を除き、金銭の信託運用見
合費用及び退職給付費用のうち臨時費用処理分等を加えたものであります。

５　債券関係損益＝国債等債券売却益＋国債等債券償還益－国債等債券売却損－国債等債券償還損－国債等債券
償却

６　株式関係損益＝株式等売却益－株式等売却損－株式等償却
　

前へ　　　次へ
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(2) 営業経費の内訳

　

　
前事業年度(Ａ)
(百万円)

当事業年度(Ｂ)
(百万円)

増減(Ｂ)－(Ａ)
(百万円)

給料・手当 10,883 11,578 695

退職給付費用 287 818 531

福利厚生費 260 299 39

減価償却費 2,361 2,575 214

土地建物機械賃借料 2,255 1,994 △261

営繕費 33 31 △2

消耗品費 480 525 45

給水光熱費 286 303 17

旅費 107 98 △9

通信費 619 650 31

広告宣伝費 521 449 △72

租税公課 1,372 1,495 123

その他 6,916 7,248 332

計 26,385 28,069 1,684

(注)　損益計算書中「営業経費」の内訳であります。

　

２　利鞘(国内業務部門)(単体)

　

　
前事業年度(Ａ)

(％)
当事業年度(Ｂ)

(％)
増減(Ｂ)－(Ａ)

(％)

(1) 資金運用利回　① 1.91 2.22 0.31

　(イ)貸出金利回 2.02 1.92 △0.10

　(ロ)有価証券利回 1.87 3.33 1.46

(2) 資金調達原価　② 1.55 1.59 0.04

　(イ)預金等利回 0.34 0.36 0.02

　(ロ)外部負債利回 2.63 2.46 △0.17

(3) 総資金利鞘　①－② 0.36 0.63 0.27

(注) １　「国内業務部門」は、国内店の円建取引であります。

２　「外部負債」＝コールマネー＋売渡手形＋借用金

　

３　ＲＯＥ(単体)

　

　
前事業年度(Ａ)

(％)
当事業年度(Ｂ)

(％)
増減(Ｂ)－(Ａ)

(％)

業務純益ベース(一般貸倒引当金繰入前・
のれん償却前)

△59.37 3.52 62.89

業務純益ベース(一般貸倒引当金繰入前) △59.37 3.52 62.89

業務純益ベース △53.45 △3.95 49.50

当期純損失ベース 62.45 60.32 2.13
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４　預金・貸出金の状況(単体)

(1) 預金・貸出金の残高

　

　
前事業年度(Ａ)
(百万円)

当事業年度(Ｂ)
(百万円)

増減(Ｂ)－(Ａ)
(百万円)

預金(末残) 2,191,128 2,253,735 62,607

預金(平残) 2,182,390 2,238,385 55,995

貸出金(末残) 1,599,491 1,665,625 66,134

貸出金(平残) 1,526,905 1,632,762 105,857

　

(2) 個人・法人別預金残高(国内)

　

　
前事業年度(Ａ)
(百万円)

当事業年度(Ｂ)
(百万円)

増減(Ｂ)－(Ａ)
(百万円)

個人 1,806,661 1,861,226 54,565

法人 384,467 392,508 8,041

合計 2,191,128 2,253,735 62,607

(注)　譲渡性預金及び特別国際金融取引勘定分を除いております。

　

(3) 消費者ローン残高

　

　
前事業年度(Ａ)
(百万円)

当事業年度(Ｂ)
(百万円)

増減(Ｂ)－(Ａ)
(百万円)

消費者ローン残高 479,396 503,168 23,772

　住宅ローン残高 461,767 486,826 25,059

　その他ローン残高 17,629 16,341 △1,288

　

(4) 中小企業等貸出金

　

　 前事業年度(Ａ) 当事業年度(Ｂ) 増減(Ｂ)－(Ａ)

中小企業等貸出金残高 ① 百万円 1,232,925 1,270,391 37,466

総貸出金残高 ② 百万円 1,599,491 1,665,625 66,134

中小企業等貸出金比率 ①/② ％ 77.08 76.27 △0.81

中小企業等貸出先件数 ③ 件 68,247 66,242 △2,005

総貸出先件数 ④ 件 68,448 66,484 △1,964

中小企業等貸出先件数比率 ③/④ ％ 99.70 99.63 △0.07

(注) １　貸出金残高には、特別国際金融取引勘定分は含まれておりません。

２　中小企業等とは、資本金３億円(ただし、卸売業は１億円、小売業、サービス業は５千万円)以下の会社又は常用

する従業員が300人(ただし、卸売業は100人、小売業は50人、サービス業は100人)以下の会社及び個人でありま

す。
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５　債務の保証(支払承諾)の状況(単体)

○　支払承諾の残高内訳

　

種類

前事業年度 当事業年度

口数(口) 金額(百万円) 口数(口) 金額(百万円)

手形引受 4 9 ― ―

信用状 93 369 65 193

保証 4,248 16,983 3,876 14,689

計 4,345 17,362 3,941 14,883

　

　

６　内国為替の状況(単体)

　

区分

前事業年度 当事業年度

口数(千口) 金額(百万円) 口数(千口) 金額(百万円)

送金為替

各地へ向けた分 4,071 5,244,875 3,933 4,886,226

各地より受けた分 4,933 3,051,822 5,017 2,961,913

代金取立

各地へ向けた分 89 118,221 85 118,698

各地より受けた分 11 26,662 10 21,054

　

７　外国為替の状況(単体)

　

区分 前事業年度(百万米ドル) 当事業年度(百万米ドル)

仕向為替
売渡為替 414 463

買入為替 17 20

被仕向為替
支払為替 194 315

取立為替 63 36

合計 689 836
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(自己資本比率の状況)

(参考)

自己資本比率は、銀行法第14条の２の規定に基づき、銀行がその保有する資産等に照らし自己資本の充実の
状況が適当であるかどうかを判断するための基準(平成18年金融庁告示第19号。以下、「告示」という。)に定
められた算式に基づき、連結ベースと単体ベースの双方について算出しております。
なお、当行は、国内基準を適用のうえ、信用リスク・アセットの算出においては標準的手法を採用しており
ます。
　

連結自己資本比率(国内基準)
　

項目
平成20年３月31日 平成21年３月31日

金額(百万円) 金額(百万円)

基本的項目
(Tier１)

資本金 　 64,365 76,865

　うち非累積的永久優先株 　 15,000 27,500

新株式申込証拠金 　 ― ―

資本剰余金 　 10,285 22,771

利益剰余金 　 387 △37,059

自己株式(△) 　 185 196

自己株式申込証拠金 　 ― ―

社外流出予定額(△) 　 12 ―

その他有価証券の評価差損(△) 　 7,560 ―

為替換算調整勘定 　 ― ―

新株予約権 　 ― ―

連結子法人等の少数株主持分 　 1,020 879

　うち海外特別目的会社の発行する優先出資証券 ― ―

営業権相当額(△) 　 ― ―

のれん相当額(△) 　 ― ―

企業結合等により計上される無形固定資産相当額(△) ― ―
証券化取引に伴い増加した自己資本相当額
(△)

　 755 691

繰延税金資産の控除前の〔基本的項目〕計
(上記各項目の合計額)

　 ― ―

繰延税金資産の控除金額(△) 　 ― ―

計 (Ａ) 67,546 62,567

　うちステップ・アップ金利条項付の
　優先出資証券

(注１) ― ―

補完的項目
(Tier２)

土地の再評価額と再評価の直前の帳簿価額の
差額の45％相当額

　 ― ―

一般貸倒引当金 　 7,489 7,503

負債性資本調達手段等 　 62,636 54,568

　うち永久劣後債務 (注２) 22,000 15,000

　うち期限付劣後債務及び期限付優先株 (注３) 40,636 39,568

計 　 70,125 62,071

うち自己資本への算入額 (Ｂ) 63,262 53,787

控除項目 控除項目　　　　　　　　　　　　　(注４) (Ｃ) 3,520 3,564

自己資本額 (Ａ)＋(Ｂ)－(Ｃ) (Ｄ) 127,288 112,791

リスク・
アセット等

資産(オン・バランス)項目 　 1,094,6741,095,739

オフ・バランス取引等項目 　 27,358 23,567

信用リスク・アセットの額 (Ｅ) 1,122,0321,119,306

オペレーショナル・リスク相当額に係る額
((Ｇ)／８％)

(Ｆ) 76,220 81,195

(参考)オペレーショナル・リスク相当額 (Ｇ) 6,097 6,495

計(Ｅ)＋(Ｆ) (Ｈ) 1,198,2531,200,501

連結自己資本比率(国内基準)＝Ｄ／Ｈ×100(％) 　 10.62 9.39

(参考)Tier１比率＝Ａ／Ｈ×100(％) 　 5.63 5.21
(注) １　告示第28条第２項に掲げるもの、すなわち、ステップ・アップ金利等の特約を付すなど償還を行う蓋然性を有

する株式等(海外特別目的会社の発行する優先出資証券を含む。)であります。
２　告示第29条第１項第３号に掲げる負債性資本調達手段で次に掲げる性質のすべてを有するものであります。
　(1) 無担保で、かつ、他の債務に劣後する払込済のものであること
　(2) 一定の場合を除き、償還されないものであること
　(3) 業務を継続しながら損失の補てんに充当されるものであること
　(4) 利払い義務の延期が認められるものであること
３　告示第29条第１項第４号及び第５号に掲げるものであります。ただし、期限付劣後債務は契約時における償還
期間が５年を超えるものに限られております。

４　告示第31条第１項第１号から第６号に掲げるものであり、他の金融機関の資本調達手段の意図的な保有相当額
及び第２号に規定するものに対する投資に相当する額が含まれております。
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単体自己資本比率(国内基準)

　

項目
平成20年３月31日 平成21年３月31日

金額(百万円) 金額(百万円)

基本的項目
(Tier１)

資本金 　 64,365 76,865

　うち非累積的永久優先株 　 15,000 27,500

新株式申込証拠金 　 ― ―

資本準備金 　 2 2

その他資本剰余金 　 10,283 22,769

利益準備金 　 ― ―

その他利益剰余金 　 ― △37,234

その他 　 ― ―

自己株式(△) 　 185 196

自己株式申込証拠金 　 ― ―

社外流出予定額(△) 　 12 ―

その他有価証券の評価差損(△) 　 7,570 ―

新株予約権 　 ― ―

営業権相当額(△) 　 ― ―

のれん相当額(△) 　 ― ―

企業結合により計上される無形固定資産相当額(△) ― ―

証券化取引に伴い増加した自己資本相当額(△) 755 691

繰延税金資産の控除前の〔基本的項目〕計
(上記各項目の合計額)

　 ― ―

繰延税金資産の控除金額(△) 　 ― ―

計 (Ａ) 66,127 61,513

　うちステップ・アップ金利条項付の
　優先出資証券

(注１) ― ―

　うち海外特別目的会社の発行する
　優先出資証券

　 ― ―

補完的項目
(Tier２)

土地の再評価額と再評価の直前の帳簿価額の
差額の45％相当額

　 ― ―

一般貸倒引当金 　 7,405 7,433

負債性資本調達手段等 　 62,636 54,568

　うち永久劣後債務 (注２) 22,000 15,000

　うち期限付劣後債務及び期限付優先株 (注３) 40,636 39,568

計 　 70,042 62,001

うち自己資本への算入額 (Ｂ) 62,469 53,190

控除項目 控除項目　　　　　　　　　　　　　(注４) (Ｃ) 1,123 1,106

自己資本額 (Ａ)＋(Ｂ)－(Ｃ) (Ｄ) 127,473 113,598

リスク・
アセット等

資産(オン・バランス)項目 　 1,084,3941,087,649

オフ・バランス取引等項目 　 27,370 23,567

信用リスク・アセットの額 (Ｅ) 1,111,7641,111,217

オペレーショナル・リスク相当額に係る額
((Ｇ)／８％)

(Ｆ) 73,158 78,145

(参考)オペレーショナル・リスク相当額 (Ｇ) 5,852 6,251

計(Ｅ)＋(Ｆ) (Ｈ) 1,184,9231,189,362

単体自己資本比率(国内基準)＝Ｄ／Ｈ×100(％) 　 10.75 9.55

(参考)Tier１比率＝Ａ／Ｈ×100(％) 　 5.58 5.17

(注) １　告示第40条第２項に掲げるもの、すなわち、ステップ・アップ金利等の特約を付すなど償還を行う蓋然性を有
する株式等(海外特別目的会社の発行する優先出資証券を含む。)であります。
２　告示第41条第１項第３号に掲げる負債性資本調達手段で次に掲げる性質のすべてを有するものであります。
　(1) 無担保で、かつ、他の債務に劣後する払込済のものであること
　(2) 一定の場合を除き、償還されないものであること
　(3) 業務を継続しながら損失の補てんに充当されるものであること
　(4) 利払い義務の延期が認められるものであること
３　告示第41条第１項第４号及び第５号に掲げるものであります。ただし、期限付劣後債務は契約時における償還
期間が５年を超えるものに限られております。

４　告示第43条第１項第１号から第５号に掲げるものであり、他の金融機関の資本調達手段の意図的な保有相当額
が含まれております。
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(資産の査定)

(参考)

資産の査定は、「金融機能の再生のための緊急措置に関する法律」(平成10年法律第132号)第６条に基づ

き、当行の貸借対照表の社債(当該社債を有する金融機関がその元本の償還及び利息の支払の全部又は一部に

ついて保証しているものであって、当該社債の発行が金融商品取引法(昭和23年法律第25号)第２条第３項に

規定する有価証券の私募によるものに限る。)、貸出金、外国為替、その他資産中の未収利息及び仮払金、支払承

諾見返の各勘定に計上されるもの並びに貸借対照表に注記することとされている有価証券の貸付けを行って

いる場合のその有価証券(使用貸借又は賃貸借契約によるものに限る。)について債務者の財政状態及び経営

成績等を基礎として次のとおり区分するものであります。

　

１　破産更生債権及びこれらに準ずる債権

破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立て等の事

由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権をいう。

　

２　危険債権

危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に

従った債権の元本の回収及び利息の受取りができない可能性の高い債権をいう。

　

３　要管理債権

要管理債権とは、３カ月以上延滞債権及び貸出条件緩和債権をいう。

　

４　正常債権

正常債権とは、債務者の財政状態及び経営成績に特に問題がないものとして、上記１から３までに掲げる

債権以外のものに区分される債権をいう。

　

資産の査定の額

　

債権の区分

平成20年３月31日 平成21年３月31日

金額(百万円) 金額(百万円)

破産更生債権及びこれらに準ずる債権 9,212 14,114

危険債権 22,782 24,296

要管理債権 7,102 4,510

正常債権 1,581,707 1,640,969

　

前へ
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

「生産、受注及び販売の状況」は、銀行業における業務の特殊性のため、該当する情報がないので記載し

ておりません。

　

３ 【対処すべき課題】

世界経済の悪化を背景にわが国経済は、低迷長期化が予想されますが、引き続き財務の健全化に努め、効

率経営を推進し、業績回復及び復配に努め、株主やお取引先、地域の皆さまのご信頼、ご期待にお応えしてま

いります。

　

４ 【事業等のリスク】

当行グループの事業その他に関するリスクについて、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性がある

と考えられる主な事項を記載しております。また、必ずしもそのようなリスク要因に該当しない事項につい

ても、投資者の投資判断上、重要であると考えられる事項については、投資者に対する積極的な情報開示の

観点から以下に開示しております。

当行は、これらのリスク発生の可能性を認識した上で、発生の回避及び発生した場合の対応に努める方針

であります。

なお、本項においては、将来に関する事項が含まれておりますが、当該事項は別段の記載がない限り、当連

結会計年度末現在において判断したものであります。

　

１　不良債権に関するリスク

当行の平成21年３月末現在の単体ベースの金融再生法開示債権額は429億円、総与信に占める割合は

2.54％であり、その債権に対する貸倒引当金、担保保証等による保全率は89.2％であります。

当行は、従来から主要営業地域(大阪府・兵庫県・京都府)における中小企業等(個人も含む。以下同

じ。)を中心とする営業基盤の強化に注力しております。貸出金に対する主要営業地域向けの融資比率は

平成21年３月末現在約83％、また、中小企業等向け貸出金の貸出金全体に占める割合は、平成21年３月末

現在約76％となっております。

このような状況において、今後、地域経済環境の悪化を主因として、景気の影響を受けやすい中小企業

等の業績不振や破産等により、与信関連費用が増加する可能性があります。

　

２　価格変動リスク

当行及び連結子会社は、国債等の債券や市場価格のある株式を保有しており、平成21年３月末現在で連

結ベースの有価証券の保有残高は6,471億円であります。

債券は、近年市場金利は低水準で推移しておりますが、金利が大幅に上昇した場合には、国債を含む債

券価格の下落により含み損が発生し、また、資金調達コストの増加や、金利負担の増加による融資先の業

績悪化等が、当行及び連結子会社の業績に影響を及ぼす可能性があります。

また、株式並びに投資信託等については、健全性を重視した厳しい基準により減損処理を実施している

ことから、追加的に評価損が発生するリスクは大幅に低減されております。しかしながら、市場価格の大

幅な下落が続く場合には、評価損が発生し、当行及び連結子会社の業績に影響を及ぼす可能性がありま

す。
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３　為替変動リスク

当行は、国際部門の運用・調達手段として外貨建取引による資産及び負債を保有しておりますが、為替

レートの変動による業績等への影響を限定的なものにするため、持ち高は売持・買持の均衡を基本とし

ております。しかしながら、為替レートが変動した場合、外貨建取引の円換算額は増減することになり、か

かる外貨建の資産と負債の額が各通貨毎に同額で相殺されない部分について、当行の財政状態及び業績

に影響を及ぼす可能性があります。

　

４　競争に関するリスク

当行の預金・貸出金は安定的な増勢を示しておりますが、当行の主要営業地域である大阪府、兵庫県及

び京都府は、近畿圏における金融激戦地域であり、都市銀行をはじめとして他の金融機関も、同地域にお

いて、当行の主要営業基盤である中小企業等に対して積極的な営業活動を展開しております。また、金融

制度の規制緩和に伴う銀行・証券・保険などの業態を超えた競争の発生に加え、ゆうちょ銀行の営業活

動が今後より活発になることや異業種からの銀行業務参入による業態内での競合の激化も予想されま

す。当行がこうした競争的な事業環境において、競争優位性を得られない場合、当行及び連結子会社の財

政状態及び業績に影響を及ぼす可能性があります。

　

５　退職給付債務

当行は、確定給付型の退職給付制度として、企業年金基金制度及び退職一時金制度を設けております。

厚生年金基金の代行部分については、平成14年７月17日に厚生労働大臣から将来分支給義務免除の認

可を受けておりましたが、平成16年７月１日に過去分返上の認可を受けており、退職給付債務の削減を

行っております。

しかしながら、金融・経済環境等の変化により、当行の年金資産の時価が下落した場合や運用利回りが

低下した場合、または退職給付債務の計算の前提となる割引率の引き下げなど基礎率の変更があった場

合には、退職給付費用が増加し、当行の業績に影響を及ぼす可能性があります。

　

６　自己資本比率

当行及び連結子会社は、銀行法により自己資本比率規制の適用を受けており、国内基準を採用しており

ます。平成21年３月期の連結自己資本比率は9.39％であり、基準となる４％を大きく上回る水準でありま

す。

今後の自己資本比率を低下させる可能性は、景気低迷やデフレ状態の継続による与信関連費用の増加、

有価証券価格の下落による含み損や損失の発生、または繰延税金資産の取崩し等が想定されます。

　

７　固定資産減損会計基準適用に伴うリスク

平成18年３月期決算より、固定資産の減損に係る会計基準を適用し、当行及び連結子会社が所有する固

定資産の減損損失を計上しております。

今後、地価の動向及び対象となる固定資産の収益状況によっては、当行及び連結子会社が所有する固定

資産の減損処理に伴う損失が発生し、当行及び連結子会社の業績に影響を及ぼす可能性があります。
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８　事務リスク

当行は、事務処理手続きに関する諸規定を詳細に定め、正確かつ迅速な事務処理を通じて事故発生の防

止に取り組んでおります。また、内部牽制組織として監査部を設置し、営業店等を対象とした定期的な監

査を行い、リスク管理上の問題点の把握や改善指導を通じて、事務処理の適切性の確保や、業務の健全な

運営を目指しております。

しかしながら、事務処理の誤り、不正、事故等が発生した場合には、当行の業績に影響を及ぼす可能性が

あります。

　

９　システムリスク

当行は、平成17年１月より、次世代金融サービスを睨んだシステム面の「インフラの強化」と「運用の

ローコスト化」をはかるため、基幹業務の勘定系オンラインシステムを、当行システムから株式会社ＮＴ

Ｔデータの地銀共同システムに移行しております。

また、当行では業務運営が様々なコンピュータシステムにより支えられていることを踏まえ、システム

の信頼性・安全性には万全を期すとともに、万一の場合に備えて、バックアップ体制を構築しておりま

す。

しかしながら、プログラムの不備、通信回線の故障や自然災害等によりコンピュータシステムの停止・

誤作動等が発生した場合、決済機能や各種サービスが停止し、当行の業務遂行や業績に影響を及ぼす可能

性があります。

　

10　情報漏洩に関するリスク

当行は、銀行業の事業特性上、大量の顧客情報を取り扱っております。当行では、従来より、情報資産保

護のために内部管理体制を整備し、適切なリスク管理運営を行っております。しかしながら、顧客情報漏

洩等の問題が発生した場合には、当行の業績に影響を及ぼす可能性があります。また、情報漏洩に伴い発

生した損害に対して、損害賠償責任が発生する可能性があります。

　

11　風説、風評が流布されることによる信用失墜のリスク

当行は、健全経営に徹するとともに、顧客への積極的な情報開示を行うなど、風説の流布の防止に努め

ております。

しかしながら、悪意や錯誤により経営不安を煽るような根拠のない情報が電子メール、インターネッ

ト、口コミ等によって広く伝わった場合、預金の流出や株価下落など、当行の経営に影響を与える事象に

発展する可能性があります。

　

12　流動性リスク

当行は、個人預金を中心とする安定した資金調達基盤を構築しており、また、流動性の高い資産や担保

提供可能な資産を十分確保するとともに、調達手段の多様化を図るなど、流動性リスク管理に万全の体制

で臨んでおります。しかし、風評リスク等により信用力の一時低下や、マーケットの混乱等により、預金が

流出、金融市場での資金調達の困難化等から、資金繰りが逼迫する可能性があります。

　

13　決済リスク

当行は、他の金融機関と様々な取引を行っておりますが、銀行間の決済システムに障害等が発生した場

合には、他の金融機関との決済に支障をきたすおそれがあり、当行の業績等に影響を及ぼす可能性があり

ます。
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14　訴訟等のリスク

当行では、「コンプライアンス委員会」の下で法令等遵守の徹底に努め、法令等の違反を未然に防止す

る体制を強化しております。

しかし、今後、様々な業務遂行にあたり、法令違反及びこれに対する訴訟が提起された場合、当行の経営

に影響を与える事象に発展する可能性があります。

　

15　格付け変更のリスク

当行は、格付機関より格付けを取得しておりますが、格付機関が当行の格付けを引き下げた場合、当行

が市場において資本・資金調達を行うことが困難になり、また資金調達コストが増大するなど、当行の業

績に影響を及ぼす可能性があります。

　

16　各種規制変更のリスク

当行及び連結子会社は、現時点の規制に従い、また、規制変更(解釈等の変更を含む)のリスクを伴って、

業務を遂行しておりますが、将来における法律、規則、政策、実務慣行、解釈等の変更並びにそれらによっ

て発生する事態が、当行及び連結子会社の業務遂行及び業績等に影響を及ぼす可能性があります。

　

17　経営統合を進めていく上でのリスク

当行は、関係当局の認可を前提として、平成21年10月１日に株式会社泉州銀行と共同して持株会社を設

立する方式により、経営統合を行います。今後、協議を重ね、経営統合を進めていく過程において、予期せ

ぬ損失や費用が発生する可能性があり、これらのリスクが顕在化した場合、当行の業績や財務状況並びに

株価に悪影響を及ぼす可能性があります。

　

５ 【経営上の重要な契約等】

当行は、株式会社泉州銀行（本店：大阪府岸和田市　頭取：吉田憲正）（以下、当行と総称して「両

行」という。）と共同で持株会社を設立する方式により経営統合を進めていくことについて、平成20年５

月30日に基本合意し、平成20年11月28日の最終契約の期限に向けて、お互い鋭意協議を重ねて参りました

が、平成20年11月25日に、取締役会で日程の変更を決議し、合意書を締結いたしました。さらに、平成21年

５月25日に開催の取締役会において、両行の株主総会の承認及び関係当局の認可を前提として、共同株式

移転の方式により平成21年10月１日（予定）に持株会社を設立すること、並びに持株会社の概要及び株

式移転の条件等について決議し、関係当事者の間で「経営統合契約書」を締結し、「株式移転計画書」を

作成いたしました。なお、当該「株式移転計画書」は平成21年６月26日開催の両行の株主総会において承

認可決されました。詳細は、「第５　経理の状況　Ⅰ　連結財務諸表等」の「重要な後発事象」を参照して

ください。

　

６ 【研究開発活動】

該当ありません。
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７ 【財政状態及び経営成績の分析】

当連結会計年度の財政状態及び経営成績の分析は、以下のとおりであります。

　

１　経営成績の分析

(1) 連結粗利益

当連結会計年度の連結粗利益は、前連結会計年度比556億34百万円増加して、310億12百万円となりま

した。

①資金利益

事業性貸出・住宅ローン等の運用資産が増加したこと並びに有価証券収支が改善したことを中心

に、前連結会計年度比105億17百万円増加し、417億１百万円となりました。

②役務取引等利益

投資信託の販売が前連結会計年度比落ち込んだことを中心に、前連結会計年度比13億71百万円減

少し、48億45百万円となりました。

③その他業務利益

健全性を重視した厳しい基準により減損処理を行い、国債等債券関係損益で157億69百万円の損失

を計上しましたが、前連結会計年度比464億90百万円増加し、155億33百万円の損失となりました。

　

(2) 経常損失

株式関係損益が前連結会計年度比121億63百万円減少し、不良債権処理費用が前連結会計年度比30億

64百万円増加し、営業経費も前連結会計年度比24億25百万円増加したことから、前連結会計年度比293

億82百万円減少し、経常損失は347億36百万円となりました。

　

(3) 当期純損失

経常損失は347億36百万円となりましましたが、法人税等調整額が前連結会計年度比105億39百万円

増加し、17億44百万円となったこと等から、前連結会計年度比175億15百万円減少し、当期純損失は374

億53百万円となりました。

　

主要損益の状況
　

　
前連結会計年度(Ａ)

(百万円)
当連結会計年度(Ｂ)

(百万円)
増減(Ｂ)－(Ａ)
(百万円)

連結粗利益 △24,622 31,012 55,634

資金利益 31,184 41,701 10,517

役務取引等利益 6,216 4,845 △1,371

その他業務利益 △62,023 △15,533 46,490

営業経費(△) 26,717 29,142 2,425

不良債権処理費用(△) 11,183 14,247 3,064

株式等関係損益 △1,534 △13,697 △12,163

その他 △60 △8,662 △8,602

経常損失 64,118 34,736 △29,382

特別損益 539 △1,064 △1,603

税金等調整前当期純損失 63,578 35,801 △27,777

法人税、住民税及び事業税(△) 146 98 △48

法人税等還付税額 ― △48 △48

法人税等調整額(△) △8,795 1,744 10,539

法人税等合計（△） ― 1,793 ―

少数株主利益(△)
（△は少数株主損失）

38 △141 △179

当期純損失 54,968 37,453 △17,515
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(4) 不良債権処理費用

当連結会計年度の不良債権処理費用(一般貸倒引当金繰入額含む)は、更なる景気悪化に備えて予防

的な引当処理を実施したことから、前連結会計年度比30億64百万円増加し、142億47百万円となりまし

た。

　

　
前連結会計年度(Ａ)

(百万円)
当連結会計年度(Ｂ)

(百万円)
増減(Ｂ)－(Ａ)
(百万円)

不良債権処理費用 11,183 14,247 3,064

うち貸出金償却 10,597 7,598 △2,999

うち個別貸倒引当金繰入額 5,800 1,135 △4,665

うち一般貸倒引当金繰入額 △4,996 5,156 10,152

　

(5) 株式等関係損益

当連結会計年度の株式等償却は、前連結会計年度比101億93百万円増加し、173億８百万円となりまし

た。

また、株式等売却損益は、前連結会計年度比19億69百万円減少し、36億12百万円の利益となりました。

この結果、当連結会計年度の株式等関係損益は、前連結会計年度比121億63百万円減少し、136億97百

万円の損失となりました。

　

　
前連結会計年度(Ａ)

(百万円)
当連結会計年度(Ｂ)

(百万円)
増減(Ｂ)－(Ａ)
(百万円)

株式等関係損益 △1,534 △13,697 △12,163

株式等売却益 10,531 4,421 △6,110

株式等売却損(△) 4,950 809 △4,141

株式等償却(△) 7,115 17,308 10,193
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２　財政状態の分析

(1) 預金残高

当連結会計年度末の預金残高は、銀行業務において個人預金が期中545億65百万円(3.0％)増加した

ことを主因に、全体で期中618億25百万円(2.8％)増加し、２兆2,487億84百万円となりました。
　

　
前連結会計年度末(Ａ)

(百万円)
当連結会計年度末(Ｂ)

(百万円)
増減(Ｂ)－(Ａ)
(百万円)

預金 2,186,959 2,248,784 61,825

うち個人預金 1,806,661 1,861,226 54,565

　

(2) 貸出金残高

当連結会計年度末の貸出金残高は、銀行業務において事業性貸出が増加したことを主因に、全体では

期中651億54百万円(4.1％)増加し、１兆6,572億59百万円となりました。
　

　
前連結会計年度末(Ａ)

(百万円)
当連結会計年度末(Ｂ)

(百万円)
増減(Ｂ)－(Ａ)
(百万円)

貸出金 1,592,105 1,657,259 65,154

うち住宅ローン 461,767 486,826 25,059

　

(3) 有価証券残高

当連結会計年度末の有価証券残高は、期中2,888億78百万円(80.6％)増加し、6,471億８百万円となり

ました。
　

　
前連結会計年度末(Ａ)

(百万円)
当連結会計年度末(Ｂ)

(百万円)
増減(Ｂ)－(Ａ)
(百万円)

有価証券 358,230 647,108 288,878

国債 178,778 298,599 119,821

地方債 9,079 51,454 42,375

社債 33,666 30,895 △2,771

株式 66,706 45,966 △20,740

その他の証券 70,000 220,192 150,192

　

(4) 金融再生法開示債権残高(単体ベース)

当事業年度末の金融再生法開示債権残高は、前事業年度末比38億24百万円増加して、429億21百万円

となりました。また、総与信に占める割合は、前事業年度末比0.13％増加し、2.54％となりました。
　

　
前事業年度末(Ａ)
(百万円)

当事業年度末(Ｂ)
(百万円)

増減(Ｂ)－(Ａ)
(百万円)

破産更生債権及びこれらに準ずる
債権

9,212 14,114 4,902

危険債権 22,782 24,296 1,514

要管理債権 7,102 4,510 △2,592

小計　　　　　　　　　　　　① 39,097 42,921 3,824

正常債権 1,581,707 1,640,969 59,262

総与信　　　　　　　　　　　② 1,620,805 1,683,891 63,086

　

比率　　　　　　　　　　①／② 2.41％ 2.54％ 0.13％
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なお、貸倒引当金と担保保証等による保全率は89.2％であります。

保全状況

　

　
前事業年度末(Ａ)
(百万円)

当事業年度末(Ｂ)
(百万円)

増減(Ｂ)－(Ａ)
(百万円)

保全額　　　　　　　　　　　③ 34,523 38,315 3,792

貸倒引当金 10,442 6,040 △4,402

担保保証等 24,080 32,275 8,195

保全率　　　　　　　　　③／① 88.3％ 89.2％ 0.9％

　

(5) 自己資本比率(国内基準)

基本的項目については、優先株式を250億円発行しましたが、当期純損失を374億53百万円計上したこ

とを主因に、前連結会計年度末比49億79百万円減少し、625億67百万円となりました。

　負債性資本調達手段等については、永久劣後特約付借入金70億円の返済による減少により、永久劣後

債務残高が150億円となり、期限付劣後債務残高も、前連結会計年度末比10億68百万円減少し、395億68

百万円となりました。この結果、負債性資本調達手段等は、前連結会計年度末比80億68百万円減少し、

545億68百万円となりました。また、補完的項目不算入額は、前連結会計年度末比14億21百万円増加し、

82億84百万円となりました。以上の結果、補完的項目は、前連結会計年度末比94億75百万円減少し、537

億87百万円となりました。

　以上の結果、自己資本は前連結会計年度末比144億97百万円減少し、1,127億91百万円となりました。

一方、リスク・アセット等は、前連結会計年度末比22億48百万円増加し、１兆2,005億１百万円となり

ました。

この結果、当連結会計年度末の連結自己資本比率は、前連結会計年度末比1.23％低下し9.39％となり

ました。

　

(連結)

　
前連結会計年度末(Ａ)

(百万円)
当連結会計年度末(Ｂ)

(百万円)
増減(Ｂ)－(Ａ)
(百万円)

基本的項目（Ｔｉｅｒ１）　　① 67,546 62,567 △4,979

補完的項目（Ｔｉｅｒ２）　　② 63,262 53,787 △9,475

一般貸倒引当金 7,489 7,503 14

負債性資本調達手段等 62,636 54,568 △8,068

　うち永久劣後債務 22,000 15,000 △7,000

　うち期限付劣後債務 40,636 39,568 △1,068

補完的項目不算入額(△) 6,863 8,284 1,421

控除項目　　　　　　　　　　③ 3,520 3,564 44

自己資本　　　　　　①＋②－③ 127,288 112,791 △14,497

リスク・アセット等 1,198,253 1,200,501 2,248

自己資本比率 10.62％ 9.39％ △1.23％
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(単体)

　
前事業年度末(Ａ)
(百万円)

当事業年度末(Ｂ)
(百万円)

増減(Ｂ)－(Ａ)
(百万円)

基本的項目（Ｔｉｅｒ１）　　① 66,127 61,513 △4,614

補完的項目（Ｔｉｅｒ２）　　② 62,469 53,190 △9,279

一般貸倒引当金 7,405 7,433 28

負債性資本調達手段等 62,636 54,568 △8,068

　うち永久劣後債務 22,000 15,000 △7,000

　うち期限付劣後債務 40,636 39,568 △1,068

補完的項目不算入額(△) 7,573 8,811 1,238

控除項目　　　　　　　　　　③ 1,123 1,106 △17

自己資本　　　　　　①＋②－③ 127,473 113,598 △13,875

リスク・アセット等 1,184,923 1,189,362 4,439

自己資本比率 10.75％ 9.55％ △1.20％

　

(6) 繰延税金資産

当連結会計年度末の繰延税金資産は、将来の課税所得を保守的に見積もったことを中心に前連結会

計年度末比14億63百万円減少し、230億83百万円となりました。一方、繰延税金負債は、株式等の未収配

当金の計上を当連結会計年度より行ったことから前連結会計年度末比２億76百万円増加し、３億67百

万円となりました。

この結果、繰延税金資産(純額)は、前連結会計年度末比17億38百万円減少し、227億16百万円となりま

した。

なお、自己資本における基本的項目に占める割合は、前連結会計年度末比0.1％上昇し、36.3％となり

ました。

　

　
前連結会計年度末(Ａ)

(百万円)
当連結会計年度末(Ｂ)

(百万円)
増減(Ｂ)－(Ａ)
(百万円)

繰延税金資産(純額)　①(②－③) 24,454 22,716 △1,738

繰延税金資産　　　　　　　② 24,546 23,083 △1,463

繰延税金負債　　　　　　　③ 91 367 276

自己資本における基本的項目　④ 67,546 62,567 △4,979

基本的項目に占める割合　①／④ 36.2％ 36.3％ 0.1％
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第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】
当行及び連結子会社では、主にお客さまの利便性向上と営業力強化のために、全体で７億21百万円の設備

投資を行いました。

銀行業務部門では、店舗の改修・設備更新などを行いました結果、設備投資額は７億８万円となりまし

た。

なお、リース業務部門、信用保証業務部門、カード業務部門及びその他業務部門では、重要な設備投資はあ

りません。

　

２ 【主要な設備の状況】
当連結会計年度末における主要な設備の状況は次のとおりであります。

銀行業務
平成21年３月31日現在

　
会社
名

店舗名
その他

所在地 設備の内容

土地 建物
その他の有
形固定資産

リース資産 合計 従業
員数
(人)面積

(㎡)
帳簿価額
(百万円)

帳簿価額
(百万円)

帳簿価額
(百万円)

帳簿価額
(百万円)

帳簿価額
(百万円)

当行

― 本店 大阪府池田市
店舗
事務所

4,6541,479 846 275 0 2,601
156
(22)

―
石橋支店
ほか３店

大阪府池田市 店舗 818 113 136 48 ― 298
42
(19)

―
豊中支店
ほか９店

大阪府豊中市 店舗 1,871 462 352 219 0 1,035
128
(46)

―
吹田支店
ほか５店

大阪府吹田市 店舗 364 222 335 165 ― 722
67
(23)

―
箕面支店
ほか２店

大阪府箕面市 店舗 1,154 101 146 68 ― 316
42
(19)

―
摂津支店
ほか１店

大阪府摂津市 店舗 ― ― 140 39 ― 180
22
(3)

― 彩都支店 大阪府茨木市 店舗 1,071 220 141 75 ― 438
8
(2)

― 富田支店 大阪府高槻市 店舗 777 150 95 28 ― 273
13
(3)

― 高安支店 大阪府八尾市 店舗 357 79 18 18 ― 116
13
(6)

― 東大阪支店 大阪府東大阪市 店舗 ― ― 25 20 0 46
14
(1)

― 能勢支店
大阪府
豊能郡能勢町

店舗
(7)

1,093
20 24 25 ― 70

10
(2)

―
ときわ台支店
ほか１店

大阪府
豊能郡豊能町

店舗 1,149 102 71 34 ― 208
13
(7)

―
大阪支店
ほか１店

大阪市中央区 店舗 ― ― 70 55 ― 126
16
(4)

― 大阪梅田本部 大阪市北区
店舗
事務所

(889)
889

― 2,550 429 1 2,981
147
(19)

―
梅田支店
ほか１店

大阪市北区 店舗 ― ― 93 108 ― 201
33
(8)

― 大阪西支店 大阪市西区 店舗 ― ― 10 8 ― 19
24
(―)

―
淡路支店
ほか２店

大阪市東淀川区 店舗 344 1 55 46 2 104
47
(14)

― 大宮町支店 大阪市旭区 店舗 555 52 25 10 0 88
13
(2)

― 新大阪支店 大阪市淀川区 店舗 ― ― 9 24 ― 33
16
(―)

― 神戸支店 神戸市中央区 店舗 ― ― 40 11 ― 52
15
(1)

― 六甲支店 神戸市灘区 店舗 ― ― 66 34 ― 100
13
(4)

―
西宮北口支店
ほか２店

兵庫県西宮市 店舗 569 35 83 81 ― 199
33
(11)

―
武庫之荘支店
ほか２店

兵庫県尼崎市 店舗 934 287 262 62 ― 612
32
(10)

―
川西支店
ほか５店

兵庫県川西市 店舗
(10)

1,012
113 202 114 1 431

83
(46)

―
伊丹支店
ほか１店

兵庫県伊丹市 店舗 386 28 100 50 ― 178
29
(16)

―
宝塚支店
ほか６店

兵庫県宝塚市 店舗 940 399 527 215 1 1,144
71
(37)

　

EDINET提出書類

株式会社池田銀行(E03579)

有価証券報告書

 33/142



　

　
会社
名

店舗名
その他

所在地 設備の内容

土地 建物
その他の有
形固定資産

リース資産 合計 従業
員数
(人)面積

(㎡)
帳簿価額
(百万円)

帳簿価額
(百万円)

帳簿価額
(百万円)

帳簿価額
（百万円）

帳簿価額
(百万円)

当行

―
三田支店
ほか２店

兵庫県三田市 店舗 117 59 313 74 ― 447
30
(12)

― 日生中央支店
兵庫県
川辺郡猪名川町

店舗 ― ― 32 24 ― 56
14
(6)

― 芦屋支店 兵庫県芦屋市 店舗
(473)
473

― 223 101 ― 325
11
(2)

― 京都支店 京都市下京区 店舗 367 347 25 8 ― 381
7
(1)

― 東京支店 東京都千代田区 店舗 ― ― 0 6 0 7
10
(―)

―
情報システム
センター

兵庫県三田市 事務センター 25,8463,515 3,048 353 1 6,918
56
(53)

―
大阪事務
集中センター

大阪市中央区 事務センター
(608)
608

― 9 19 11 41
12
(9)

― 社宅・寮
大阪府池田市
ほか

社宅・寮
(2,047)
3,147

459 330 10 ― 800 ―

― その他
大阪府池田市
ほか

倉庫等
(1,097)
3,731

340 178 16 0 535 ―

　
リース業務
　

　 会社名
店舗名
その他

所在地 設備の内容

土地 建物
その他の有
形固定資産

リース資産 合計 従業
員数
(人)面積

(㎡)
帳簿価額
(百万円)

帳簿価額
(百万円)

帳簿価額
(百万円)

帳簿価額
(百万円）

帳簿価額
(百万円)

国内
連結
子会社

池銀リース
株式会社

本社 大阪市北区 事務所 ― ― 0 10 ― 10
17
(4)

　
信用保証業務
　

　 会社名
店舗名
その他

所在地 設備の内容

土地 建物
その他の有
形固定資産

リース資産 合計 従業
員数
(人)面積

(㎡)
帳簿価額
(百万円)

帳簿価額
(百万円)

帳簿価額
(百万円)

帳簿価額
（百万円）

帳簿価額
(百万円)

国内
連結
子会社

池銀総合保証
株式会社

本社
大阪府
池田市

事務所 ― ― ― 4 ― 4
13
(4)

　
カード業務
　

　 会社名
店舗名
その他

所在地 設備の内容

土地 建物
その他の有
形固定資産

リース資産 合計 従業
員数
(人)面積

(㎡)
帳簿価額
(百万円)

帳簿価額
(百万円)

帳簿価額
(百万円)

帳簿価額
（百万円）

帳簿価額
(百万円)

国内
連結
子会社

株式会社
ジェーアイ

本社
大阪府
池田市

事務所 ― ― ― 0 ― 0 18

　
その他業務
　

　 会社名
店舗名
その他

所在地 設備の内容

土地 建物
その他の有
形固定資産

リース資産 合計 従業
員数
(人)面積

(㎡)
帳簿価額
(百万円)

帳簿価額
(百万円)

帳簿価額
(百万円)

帳簿価額
（百万円）

帳簿価額
(百万円)

国内
連結
子会社

池銀キャピタル
株式会社

本社 大阪市北区 事務所 ― ― ― 1 1 2
6
(4)

(注) １　当行の主要な設備のおおむねは、店舗、事務センターであるため、銀行業務に一括計上しております。
２　土地の面積欄の(　)内は、借地の面積(内書き)であり、その年間賃借料は建物も含め1,543百万円であります。
３　従業員数の(　)内は、臨時従業員数(外書き)であります。
４　その他の有形固定資産は、事務機械1,321百万円、その他1,585百万円であります。
５　当行の店舗外現金自動設備102ヵ所は上記に含めて記載しております。
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３ 【設備の新設、除却等の計画】

当行及び連結子会社の設備投資については、店舗政策、利益に対する投資割合等を総合的に勘案して計画

しております。

当連結会計年度末において計画中である重要な設備の新設、改修等に係る投資予定金額は11億６百万円

であり、その所要資金についてはほぼ全額自己資金にて充当する予定であります。

なお、当連結会計年度末において計画中である重要な設備の新設、売却等は次のとおりであります。

　

(1) 新設、改修

　

会社名
店舗名
その他

所在地 区分
事業(部門)
の別

設備の内容

投資予定金額
(百万円) 資金

調達方法
着手年月

完了
予定年月

総額 既支払額

当行

その他
大阪府箕面市

他
新設・移転・改

修等
銀行業務 店舗等 1,000 ― 自己資金 ― ―

事務機械 ― 更新 銀行業務 ― 106 ― 自己資金 ― ―

　 合計 ― ― ― ― 1,106 ― ― ― ―

(注)　１　上記設備計画の記載金額には、消費税及び地方消費税を含んでおりません。
２　「その他」の主なものは、店舗新設並びに店舗改修であります。

　

(2) 除却

　

会社名 店舗名その他 所在地 事業(部門)の別 設備の内容
期末帳簿価額
（百万円）

除却の予定時期

当行
旧梅田スカイ
ロビー支店

大阪市北区 銀行業務 店舗 ９ 平成21年６月
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】
　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 56,500,000

第一種優先株式 6,000,000

第二種優先株式 7,500,000

計 70,000,000

　
② 【発行済株式】

　

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成21年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成21年６月29日)

上場金融商品
取引所名

内容

普通株式 25,927,437同左

東京証券取引所
市場第一部
大阪証券取引所
市場第一部

（注１）

第一種優先株式 6,000,000同左 ― （注２）

第二種優先株式 6,250,000同左 ― （注３）

計 38,177,437同左 ― ―
　

(注) １　単元株式数は100株であります。また、提出日現在の発行数には、平成21年６月１日から有価証券報告書を提出
する日までの新株予約権の行使により発行された株式数は含まれておりません。
２　資金調達を柔軟かつ機動的に行うための選択肢の多様化を図り、適切な資本政策を実行することを可能とする
ため、会社法第108条第１項第３号に定める内容について普通株式と異なる定めをした第一種優先株式の内容は
次のとおりであり、会社法第322条第２項に規定する定款の定めはありません。なお、単元株式数は100株であり
ます。
(1) 優先配当金
①　毎年３月31日の最終の株主名簿に記載又は記録された第一種優先株式を有する株主(以下「第一種優先株
主」という。)又は第一種優先株式の登録株式質権者(以下「第一種優先登録株式質権者」という。)に対し、
普通株式を有する株主(以下「普通株主」という。)又は普通株式の登録株式質権者(以下「普通登録株式質
権者」という。)に先立ち、第一種優先株式１株につき年196円の金銭による剰余金の配当(以下「第一種優先
配当金」という。)(ただし、平成20年３月31日を基準日とする第一種優先配当金については、第一種優先株式
１株につき２円14銭とする。)を行う。
②　非累積条項
ある事業年度において第一種優先株主又は第一種優先登録株式質権者に対して支払う剰余金の配当の額
が第一種優先配当金の額に達しないときは、その不足額は、翌事業年度以降に累積しない。
③　非参加条項
第一種優先株主又は第一種優先登録株式質権者に対しては、第一種優先配当金を超えて配当は行わない。
ただし、当銀行が行う吸収分割手続の中で行われる会社法第758条第８号ロ若しくは同法第760条第７号ロに
規定される剰余金の配当又は当銀行が行う新設分割手続の中で行われる同法第763条第12号ロ若しくは同法
第765条第１項第８号ロに規定される剰余金の配当についてはこの限りではない。

(2) 残余財産の分配
①　残余財産を分配するときは、第一種優先株主又は第一種優先登録株式質権者に対し、普通株主及び普通登録
株式質権者に先立ち、第一種優先株式１株につき5,000円を支払う。
②　第一種優先株主又は第一種優先登録株式質権者に対しては、前項のほか残余財産の分配は行わない。

(3) 議決権
第一種優先株主は、法令に別段の定めがある場合を除き、株主総会において議決権を有しない。ただし、第一
種優先株主は、第一種優先配当金を受ける旨の議案が定時株主総会に提出されないときはその総会より、その
議案が定時株主総会において否決されたときはその総会の終結の時より第一種優先配当金を受ける旨の決議
がある時までは議決権を有する。

(4) 株式の分割又は併合、募集株式の割当てを受ける権利等
①　法令に定める場合を除き、第一種優先株式について株式の分割又は株式の併合を行わない。
②　第一種優先株式に対し、募集株式の割当てを受ける権利又は募集新株予約権の割当てを受ける権利を与え
ない。
③　第一種優先株主に対し、株式無償割当て又は新株予約権の無償割当ては行わない。
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(5) 取得条項
①　平成25年４月１日以降の日で、第一種優先株式の発行後に取締役会の決議で定める日(以下「第一種優先株
式取得日」という。)をもって、第一種優先株式１株につき5,000円に、第一種優先配当金の額を取得日の属す
る事業年度の初日(同日含む。)から取得日の前日(同日含む。)までの日数で日割り計算した額(円位未満小数
第３位まで算出し、その小数第３位を四捨五入する。)を加算した額の金銭の交付と引換えに、第一種優先株
式の全部又は一部を取得することができる。
②　一部取得をするときは、按分比例の方法又は抽選により行う。

　
３　資金調達を柔軟かつ機動的に行うための選択肢の多様化を図り、適切な資本政策を実行することを可能とする
ため、会社法第108条第１項第３号に定める内容について普通株式と異なる定めをした第二種優先株式の内容は
次のとおりであり、会社法第322条第２項の規定による定款の定めはありません。なお、単元株式数は100株であ
ります。
(1) 優先配当金
①　毎年３月31日の最終の株主名簿に記載又は記録された第二種優先株式を有する株主(以下「第二種優先株
主」という。)又は第二種優先株式の登録株式質権者(以下「第二種優先登録株式質権者」という。)に対し、
普通株式を有する株主(以下「普通株主」という。)又は普通株式の登録株式質権者(以下「普通登録株式質
権者」という。)に先立ち、第二種優先株式１株につき年204円の金銭による剰余金の配当(以下「第二種優先
配当金」という。)(ただし、平成21年３月31日を基準日とする第二種優先配当金については、これを支払わな
いものとし、平成22年３月31日を基準日とする第二種優先配当金については、第二種優先株式１株につき204
円50銭とする。)を行う。
②　非累積条項
ある事業年度において第二種優先株主又は第二種優先登録株式質権者に対して支払う剰余金の配当の額
が第二種優先配当金の額に達しないときは、その不足額は、翌事業年度以降に累積しない。
③　非参加条項
第二種優先株主又は第二種優先登録株式質権者に対しては、第二種優先配当金を超えて配当は行わない。
ただし、当銀行が行う吸収分割手続の中で行われる会社法第758条第８号ロ若しくは同法第760条第７号ロに
規定される剰余金の配当又は当銀行が行う新設分割手続の中で行われる同法第763条第12号ロ若しくは同法
第765条第１項第８号ロに規定される剰余金の配当についてはこの限りではない。

(2) 残余財産の分配
①　残余財産を分配するときは、第二種優先株主又は第二種優先登録株式質権者に対し、普通株主及び普通登録
株式質権者に先立ち、第二種優先株式１株につき4,000円を支払う。
②　第二種優先株主又は第二種優先登録株式質権者に対しては、前項のほか残余財産の分配は行わない。

(3) 議決権
第二種優先株主は、法令に別段の定めがある場合を除き、株主総会において議決権を有しない。ただし、第二
種優先株主は、第二種優先配当金を受ける旨の議案が平成22年３月31日をその議決権の基準日とする定時株主
総会に提出されないときはその総会より、その議案が定時株主総会において否決されたときはその総会の終結
の時より第二種優先配当金を受ける旨の決議がある時までは議決権を有する。

(4) 株式の分割又は併合、募集株式の割当てを受ける権利等
①　法令に定める場合を除き、第二種優先株式について株式の分割又は株式の併合を行わない。
②　第二種優先株主に対し、募集株式の割当てを受ける権利又は募集新株予約権の割当てを受ける権利を与え
ない。
③　第二種優先株主に対し、株式無償割当て又は新株予約権の無償割当ては行わない。

(5) 取得条項
①　平成26年４月１日以降の日で、第二種優先株式の発行後に取締役会の決議で定める日(以下「第二種優先株
式取得日」という。)をもって、第二種優先株式１株につき4,000円に、第二種優先配当金の額を取得日の属す
る事業年度の初日(同日含む。)から取得日の前日(同日含む。)までの日数で日割り計算した額(円位未満小数
第３位まで算出し、その小数第３位を四捨五入する。)を加算した額の金銭の交付と引換えに、第二種優先株
式の全部又は一部を取得することができる。
②　一部取得をするときは、按分比例の方法又は抽選により行う。
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(2) 【新株予約権等の状況】

平成13年改正旧商法第341条ノ２の規定に基づき発行した新株予約権付社債は、次のとおりでありま
す。　

　

　
事業年度末現在
(平成21年３月31日)

提出日の前月末現在
(平成21年５月31日)

新株予約権の数(個) 　 5,342 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 　 1,059,290 同左

新株予約権の行使時の払込金額(円) 　 5,043 同左

新株予約権の行使期間
平成16年２月９日～
平成23年３月30日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格 5,043
資本組入額 2,522

同左

新株予約権の行使の条件

　社債につき期限の利益を喪
失した場合には、以降新株予
約権を行使することができな
い。
　新株予約権の一部について
は、行使請求することができ
ない。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
　社債と新株予約権のうち一
方のみを譲渡することはでき
ない。

同左

代用払込みに関する事項

　社債の社債権者が新株予約
権を行使したときは、社債の
社債権者から社債の全額の償
還に代えて新株予約権の行使
に際して払込をなすべき額の
全額の払込とする請求があっ
たものとみなす。

同左

組織再編成行為に伴う新株予約権の
交付に関する事項

― ―

新株予約権付社債の残高(百万円) 　 5,342 同左

　
(3) 【ライツプランの内容】

該当ありません。
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(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額

(百万円)

資本金残高

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成16年４月１日～
平成17年３月31日(注１)

156,23620,620,239 406 35,645 405 19,413

平成17年４月１日～
平成18年３月16日(注１)

823,87021,444,1092,127 37,773 2,127 21,540

平成18年３月17日(注２)3,450,00024,894,1098,983 46,757 8,979 30,520

平成18年３月17日～
平成18年３月27日(注１)

49,31424,943,423 124 46,881 123 30,644

平成18年３月28日(注３)330,00025,273,423 859 47,740 858 31,502

平成18年３月28日～
平成18年３月31日(注１)

2,61725,276,040 6 47,747 6 31,509

平成18年４月１日～
平成19年３月31日(注１)

651,19925,927,2391,617 49,364 1,616 33,126

平成19年４月１日～
平成20年３月27日(注１)

198 25,927,437 0 49,365 0 33,126

平成20年３月28日(注４)6,000,00031,927,43715,000 64,365 15,000 48,126

平成20年３月28日(注５) ― 31,927,437 ― 64,365△48,126 ―

平成20年６月30日(注６) ― 31,927,437 ― 64,365 2 2

平成21年３月30日(注７)6,250,00038,177,43712,500 76,865 12,500 12,502

平成21年３月30日(注８) ― 38,177,437 ― 76,865△12,500 2

(注) １　新株予約権の行使(旧転換社債の権利行使を含む。)による合計数・額であります。
２　有償一般募集　発行価格5,460円　発行価額5,206.65円　資本組入額2,604円
３　有償第三者割当　発行価格5,206.65円　資本組入額2,604円　割当先　野村證券株式会社
４　有償第三者割当　発行価格5,000円　資本組入額2,500円　割当先　株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行
５　平成20年３月24日開催の臨時株主総会における資本準備金減少決議に基づくその他資本剰余金への振替であ
ります。
６　その他資本剰余金からの配当に伴う資本準備金の積立であります。
７　有償第三者割当　発行価格4,000円　資本組入額2,000円　割当先　株式会社オーシー・ファイナンス他11社
８　平成21年２月２日開催の臨時取締役会における資本準備金減少決議に基づくその他資本剰余金への振替であ
ります。
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(5) 【所有者別状況】

　　普通株式

平成21年３月31日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数100株)
単元未満
株式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等 個人
その他

計
個人以外 個人

株主数
(人)

― 63 25 935 70 ― 5,1066,199 ―

所有株式数
(単元)

― 92,2045,579129,2505,954 ― 25,563258,55072,437

所有株式数
の割合(％)

― 35.66 2.16 49.99 2.30 ― 9.89 100 ―

(注) １　自己株式37,095株は「個人その他」に370単元、「単元未満株式の状況」に95株含まれております。
２　「その他の法人」の欄には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が８単元含まれております。

　

　　第一種優先株式

平成21年３月31日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数100株)
単元未満
株式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等 個人
その他

計
個人以外 個人

株主数
(人)

― 1 ― ― ― ― ― 1 ―

所有株式数
(単元)

― 60,000 ― ― ― ― ― 60,000 ―

所有株式数
の割合(％)

― 100.00 ― ― ― ― ― 100 ―

　

　　第二種優先株式

平成21年３月31日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数100株)
単元未満
株式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等 個人
その他

計
個人以外 個人

株主数
(人)

― 1 ― 11 ― ― ― 12 ―

所有株式数
(単元)

― 5,000 ― 57,500 ― ― ― 62,500 ―

所有株式数
の割合(％)

― 8.00 ― 92.00 ― ― ― 100 ―
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(6) 【大株主の状況】

所有株式数別

平成21年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 6,889,752 18.04

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社

東京都中央区晴海１丁目８番11号 1,918,900 5.02

株式会社
オーシー・ファイナンス

東京都港区港南２丁目15番２号 1,750,000 4.58

ダイキン工業株式会社
大阪市北区中崎西２丁目４番12号
梅田センタービル

1,731,620 4.53

阪急阪神ホールディングス
株式会社

大阪府池田市栄町１番１号 1,145,663 3.00

伊丹産業株式会社 兵庫県伊丹市中央５丁目５番10号 964,822 2.52

株式会社みずほコーポレート
銀行

東京都千代田区丸の内１丁目３番３号 910,815 2.38

株式会社大林組 大阪市中央区北浜東４番33号 789,940 2.06

ロート製薬株式会社 大阪市生野区巽西１丁目８番１号 719,100 1.88

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社

東京都港区浜松町２丁目11番３号 673,600 1.76

計 ― 17,494,212 45.82

(注) １　日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社の所有株式数1,918,900株は、信託業務に係る株式であります。

　　そのうち79,700株は、大建工業株式会社が同社に委託した退職給付信託の信託財産であり、その議決権行使の指

図権は大建工業株式会社が留保しております。

　　そのうち25,000株は、富士火災海上保険株式会社が同社に委託した退職給付信託の信託財産であり、その議決権

行使の指図権は富士火災海上保険株式会社が留保しております。

　　そのうち15,400株は、東ソー株式会社が同社に委託した退職給付信託の信託財産であり、その議決権行使の指図

権は東ソー株式会社が留保しております。

２　日本マスタートラスト信託銀行株式会社の所有株式数673,600株は、信託業務に係る株式であります。

　　そのうち453,500株は、ニッセイ同和損害保険株式会社が同社に委託した退職給付信託の信託財産であり、その

議決権行使の指図権はニッセイ同和損害保険株式会社が留保しております。

EDINET提出書類

株式会社池田銀行(E03579)

有価証券報告書

 41/142



所有議決権数別

平成21年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有議決
権数(個)

総株主の議決権に対する
所有議決権数の割合(％)

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社

東京都中央区晴海１丁目８番11号 19,189 7.43

株式会社みずほコーポレート
銀行

東京都千代田区丸の内１丁目３番３号 9,108 3.52

阪急阪神ホールディングス
株式会社

大阪府池田市栄町１番１号 8,956 3.46

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 8,897 3.44

株式会社大林組 大阪市中央区北浜東４番33号 7,899 3.05

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社

東京都港区浜松町２丁目11番３号 6,736 2.60

東京海上日動火災保険株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目２番１号 5,391 2.08

ダイキン工業株式会社
大阪市北区中崎西２丁目４番12号
梅田センタービル

4,816 1.86

伊丹産業株式会社 兵庫県伊丹市中央５丁目５番10号 4,648 1.80

新光証券株式会社 東京都中央区八重洲２丁目４番１号 3,796 1.47

計 ― 79,436 30.76

(注) １　日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社の所有議決権数19,189個は、信託業務に係る株式であります。

　　そのうち797個は、大建工業株式会社が同社に委託した退職給付信託の信託財産であり、その議決権行使の指図

権は大建工業株式会社が留保しております。

　　そのうち250個は、富士火災海上保険株式会社が同社に委託した退職給付信託の信託財産であり、その議決権行

使の指図権は富士火災海上保険株式会社が留保しております。

　　そのうち154個は、東ソー株式会社が同社に委託した退職給付信託の信託財産であり、その議決権行使の指図権

は東ソー株式会社が留保しております。

２　日本マスタートラスト信託銀行株式会社の所有議決権数6,736個は、信託業務に係る株式であります。

　　そのうち4,535個は、ニッセイ同和損害保険株式会社が同社に委託した退職給付信託の信託財産であり、その議

決権行使の指図権はニッセイ同和損害保険株式会社が留保しております。

３　新光証券株式会社は、平成21年５月７日付でみずほ証券株式会社と合併し、みずほ証券株式会社となりました。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成21年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式

第一種優先株式
　　 　　　6,000,000
第二種優先株式
　　 　　　6,250,000

―

「第４　提出会社の状況　１　株
式等の状況　(1) 株式の総数等
　②　発行済株式」の(注２)及
び(注３)を参照して下さい。

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

普通株式　　　37,000
― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式　25,818,000 258,172 ―

単元未満株式 普通株式 　 　72,437 ― １単元(100株)未満の株式

発行済株式総数 38,177,437 ― ―

総株主の議決権 ― 258,172 ―

(注) １　上記の「完全議決権株式(その他)」の欄には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が800株含まれておりま
す。

　　なお、「議決権の数」の欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数８個は含んでおりません。

２　「単元未満株式」の欄には、当行所有の自己株式95株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成21年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社池田銀行

大阪府池田市城南
２丁目１番11号

37,000 ― 37,000 0.09

計 ― 37,000 ― 37,000 0.09

　

(8) 【ストックオプション制度の内容】

該当ありません。
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２ 【自己株式の取得等の状況】

　
【株式の種類等】 会社法第155条第７号による普通株式の取得

　

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項なし。

　

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

該当事項なし。

　

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

　

区分 株式数(株) 価額の総額(千円)

当事業年度における取得自己株式 3,882 14,954

当期間における取得自己株式 412 1,638

(注)　当期間における取得自己株式には、平成21年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取りに

よる株式数は含めておりません。

　

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

　

区分

当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額
(千円)

株式数(株)
処分価額の総額
(千円)

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式

― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る
移転を行った取得自己株式

― ― ― ―

その他(単元未満株式の買増請求に
よる処分)

567 2,039 46 194

保有自己株式数 37,095 ― 37,461 ―

(注)　当期間における取得及び保有自己株式数には、平成21年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式

の買取り及び買増しによる株式数は含めておりません。
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３ 【配当政策】

当行は、経営体質の強化や営業基盤の拡充を図り、内部留保の充実に努めるとともに、安定的な配当を継

続的に行いたいと考えております。 

当行の剰余金の配当は、中間配当及び期末配当の年２回を基本的な配当方針としております。配当の決定

機関は、中間配当は取締役会、期末配当は株主総会であります。

当事業年度の剰余金の配当につきましては、普通株式及び第一種優先株式は多額の損失計上となりまし

たので、誠に遺憾ながら無配とさせていただきました。

また、内部留保資金につきましては、営業エリアの拡大、効率的な営業体制の構築、情報通信技術を利用し

た多様なチャネルの充実等、地域のお客さまの利便性向上と営業力強化のため、有効に活用してまいりま

す。

なお、当行は会社法第454条第５項に規定する中間配当を行うことができる旨を定款で定めております。

　

４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

普通株式

　

回次 第83期 第84期 第85期 第86期 第87期

決算年月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月

最高(円) 5,620 7,150 6,120 5,770 4,600

最低(円) 5,030 5,240 5,170 2,485 2,300

(注)　株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

　

第一種優先株式

当行第一種優先株式は、非上場であるため、該当事項はありません。

　

第二種優先株式

当行第二種優先株式は、非上場であるため、該当事項はありません。

　

（2） 【最近６月間の月別最高・最低株価】

普通株式

　

月別 平成20年10月 11月 12月 平成21年１月 ２月 ３月

最高(円) 4,430 4,030 4,550 4,450 4,270 4,600

最低(円) 3,320 3,300 3,820 3,700 3,600 3,640

(注)　株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

　

第一種優先株式

当行第一種優先株式は、非上場であるため、該当事項はありません。

　

第二種優先株式

当行第二種優先株式は、非上場であるため、該当事項はありません。
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５ 【役員の状況】
　

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(株)

(代表
取締役)

取締役
頭取兼
最高
執行役員

コンプライア
ンス委員長兼
個人
情報保護
責任者

服　部　盛　隆 昭和18年５月５日生

昭和41年４月 池田銀行入行

平成21
年６月
から２
年間

普通株式
3,600

平成３年３月 営業本部営業企画部長
 〃 ３年６月 取締役
 〃 ８年11月 常務取締役
 〃 10年１月 専務取締役
 〃 11年１月 取締役副頭取
 〃 13年１月 取締役頭取
 〃 15年６月 取締役頭取兼最高執行役員
 〃 17年11月 取締役頭取兼最高執行役員・コン

プライアンス委員長兼個人情報保
護責任者(現職)

(代表
取締役)

取締役
副頭取兼
統括
執行役員

総務本部長兼
リスク管理グ
ループ長兼オ
ペレーショナ
ルリスク委員

長

小　川　昭　一 昭和20年５月16日生

昭和43年４月 日本銀行入行

平成21
年６月
から２
年間

普通株式
1,500

平成２年５月 同行考査役
 〃 ７年６月 池田銀行入行・取締役
 〃 ７年10月 常務取締役
 〃 12年５月 専務取締役
 〃 15年６月 専務取締役兼統括執行役員
 〃 17年６月 取締役副頭取兼統括執行役員
 〃 20年４月 取締役副頭取兼統括執行役員・総

務本部長兼リスク管理グループ長
兼オペレーショナルリスク委員長
（現職）

専務取締役
兼統括
執行役員

プライベート
バンキング本
部長兼

ＡＬＭ委員長

小　宮　　　昇 昭和19年12月８日生

昭和42年４月 ㈱日本興業銀行入行

平成20
年６月
から２
年間

普通株式
1,300

平成５年３月 同行プロジェクト・エンジニアリ
ング部副部長

 〃 ５年４月 池田銀行入行
 〃 ５年10月 国際部長
 〃 ６年６月 取締役
 〃 ７年10月 常務取締役
 〃 12年５月 専務取締役
 〃 15年６月 専務取締役兼統括執行役員
 〃 19年10月 専務取締役兼統括執行役員・プラ

イベートバンキング本部長兼ＡＬ
Ｍ委員長（現職）

専務取締役兼
統括
執行役員

　 昌　尾　一　弘 昭和22年11月19日生

昭和46年４月 池田銀行入行

平成20
年６月
から２
年間

普通株式

1,823

平成11年２月 ＣＳ営業部長
 〃 11年６月 執行役員
 〃 12年６月 取締役
 〃 16年３月 常務取締役
 〃 17年６月 専務取締役兼統括執行役員
 〃 20年８月  専務取締役兼統括執行役員・ＣＳ

本部長
 〃 21年４月 専務取締役兼統括執行役員（現

職）

常務取締役
ＣＳ本部長兼
大阪地区本部

長
青　柳　　　茂 昭和27年９月15日生

昭和51年４月 池田銀行入行

平成21
年６月
から２
年間

普通株式
1,000

平成12年４月 人事部長
 〃 12年５月 執行役員
 〃 15年６月 取締役
 〃 16年３月 取締役兼常務執行役員
 〃 17年６月 常務取締役
 〃 21年４月 常務取締役・ＣＳ本部長兼大阪地

区本部長（現職）

常務取締役

市場営業
本部長兼IC
カードシステ
ムプロジェク
トマネー
ジャー

藤　田　博　久 昭和27年11月１日生

昭和51年４月 池田銀行入行

平成21
年６月
から２
年間

普通株式
2,252

平成10年５月 システム部長
 〃 12年５月 執行役員
 〃 15年６月 取締役
 〃 17年６月 常務取締役
 〃 20年４月 常務取締役・市場営業本部長兼IC

カードシステムプロジェクトマ
ネージャー(現職)

常務取締役

ＣＳ本部
副本部長兼本
店地区
本部長

内　村　　　昭 昭和27年６月19日生

昭和50年４月 池田銀行入行

平成21
年６月
から２
年間

普通株式
1,354

平成12年２月 江坂支店長
 〃 14年６月 執行役員
 〃 16年３月 常務執行役員
 〃 17年６月 取締役兼常務執行役員
 〃 19年２月 常務取締役・CS本部副本部長兼本

店地区本部長（現職）

常務取締役

ＣＳ本部　兵
庫地区本部長
兼証券保険推
進担当

井　角　和　博 昭和29年２月18日生

昭和51年４月 池田銀行入行

平成20
年６月
から２
年間

普通株式
1,036

平成14年10月 個人ローン部長
 〃 15年７月 執行役員
 〃 16年６月 常務執行役員
 〃 20年６月
 〃 21年６月

取締役兼常務執行役員
常務取締役・ＣＳ本部兵庫地区本
部長兼証券保険推進担当（現職）
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期

所有株式数
(株)

取締役兼
常務執行
役員

監査部長 姫　野　　　豊 昭和25年１月20日生

昭和47年４月 池田銀行入行

平成21
年６月
から２
年間

普通株式
1,200

平成７年７月 人事部長
 〃 11年６月 執行役員
 〃 14年６月 執行役員退任
 〃 17年６月 当行顧問
 〃 17年７月 常務執行役員
 〃 19年６月 取締役兼常務執行役員
 〃 20年６月 取締役兼常務執行役員・監査部長

(現職)

取締役兼
常務執行
役員

総務本部
副本部長兼
人事総務二部

長

松　村　惠　生 昭和27年１月８日生

昭和49年４月 池田銀行入行

平成20
年６月
から２
年間

普通株式
1,200

平成10年１月 総務部長
 〃 12年５月 執行役員
 〃 15年６月 監査役
 〃 18年６月 取締役
 〃 18年８月 取締役兼常務執行役員
 〃 20年12月 取締役兼常務執行役員・総務本部

副本部長兼人事総務二部長(現職)

取締役兼
常務執行
役員

融資
本部長兼
融資委員長

梅　原　悦　二 昭和25年６月27日生

昭和49年４月 池田銀行入行

平成20
年６月
から２
年間

普通株式
1,918

平成11年２月 ＳＨＡ部部長
 〃 12年５月 執行役員
 〃 15年６月 常務執行役員
 〃 16年３月
 〃 16年３月
 〃 19年７月

常務執行役員退任
当行顧問
常務執行役員

 〃 20年６月 取締役兼常務執行役員・融資本部
長兼融資委員長（現職）

取締役兼
常務執行
役員

ＣＳ本部　阪
神地区本部長

北　村　康　男 昭和29年12月９日生

昭和52年４月 池田銀行入行
平成21
年６月
から２
年間

普通株式
1,200

平成14年５月 六甲支店長
 〃 15年６月 執行役員
 〃 16年３月 常務執行役員
 〃 21年６月 取締役兼常務執行役員・ＣＳ本部

　阪神地区本部長（現職）

取締役兼
常務執行
役員

融資本部副本
部長

森　畠　弘　和 昭和31年９月19日生

昭和54年４月 池田銀行入行
平成21
年６月
から２
年間

普通株式
400

平成16年11月 千里丘支店長
 〃 17年６月 執行役員
 〃 19年６月 常務執行役員
 〃 21年６月 取締役兼常務執行役員・融資本部

副本部長(現職)

監査役 　 今　中　利　昭 昭和10年５月15日生

昭和37年４月 弁護士登録(大阪弁護士会)

平成19
年６月
から４
年間

普通株式
100

 〃 40年４月 関西法律特許事務所開設
 〃 51年４月 大阪市立大学非常勤講師
 〃 57年４月 大阪弁護士会副会長
平成５年７月 大阪府建築工事紛争審査会会長
 〃 10年５月 日本弁護士連合会司法制度調査会

委員長
 〃 12年４月 芦屋市建築審査会会長(現職)
 〃 15年６月 池田銀行監査役（現職）
 〃 19年９月 関西大学法学博士

監査役 　 大　橋　太　朗 昭和14年８月31日生

昭和37年４月 京阪神急行電鉄㈱入社
(昭和48年４月１日に阪急電鉄㈱、
平成17年４月１日に阪急ホール
ディングス㈱
平成18年10月１日に阪急阪神ホー
ルディングス㈱に商号変更)

平成19
年６月
から４
年間

普通株式
500

平成２年６月 同社取締役

 〃 ４年６月 同社常務取締役

 〃 ７年６月 同社専務取締役

 〃 10年６月 同社代表取締役専務取締役

 〃 11年６月 同社代表取締役社長

 〃 15年５月 東宝㈱監査役(現職)

 〃 15年６月 阪急電鉄㈱代表取締役会長

 〃 16年４月 ㈱東京楽天地監査役

 〃 17年４月 阪急電鉄㈱相談役(現職)
※阪急電鉄㈱は平成17年４月１日
に会社分割を行い、鉄道事業その
他の全ての営業を阪急電鉄分割準
備株式会社(同日付で阪急電鉄㈱
に商号変更)に承継するとともに、
商号を阪急ホールディングス㈱へ
と変更した。
※阪急ホールディングス㈱は平成
18年10月１日に、商号を阪急阪神
ホールディングス㈱へと変更し
た。

 〃 18年６月 学校法人千里国際学園理事長(現
職)

 〃 19年４月 ㈱東京楽天地取締役(現職)

 〃 19年６月 池田銀行監査役(現職)
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期

所有株式数
(株)

監査役

常勤
　 堀　井　勝　利 昭和19年６月25日生

昭和42年４月 池田銀行入行

平成21
年６月
から４
年間

普通株式
2,035

平成７年３月 関連事業部長
 〃 ７年６月 監査役
 〃 ９年６月 取締役
 〃 10年６月 常務取締役
 〃 12年５月 専務取締役
 〃 15年６月 専務取締役兼統括執行役員
 〃 16年６月 取締役副頭取兼統括執行役員
 〃 17年６月 監査役(現職)

監査役

常勤
　 山　際　眞　人 昭和23年５月26日生

昭和47年４月 池田銀行入行

平成18
年６月
から４
年間

普通株式
1,283

平成11年５月 新大阪支店長
 〃 11年６月 執行役員
 〃 13年６月 取締役
 〃 16年３月 常務取締役
 〃 18年６月 監査役(現職)

監査役 　 清　滝　昌　哉 昭和29年２月９日生

昭和57年４月 米国アラバマ州アラバマ大学バー
ミングハム校研究員

平成19
年６月
から４
年間

普通株式
7,605

 〃 60年９月 マサチューセッツ州　ニューイン
グランド霊長類研究所(ハーバー
ド大学研究機関)研究員

 〃 62年１月 川崎市立川崎病院　内科副医長
平成元年４月 医療法人　亀田総合病院　膠原病感

染症内科部長
 〃 12年６月 市立池田病院　内科医師(現職)

 〃 12年６月 池田銀行監査役(現職)

 〃 13年６月 ㈱トヨシマ取締役（現職）

計 　
普通株式
31,306

(注) １　監査役 今中利昭、大橋太朗及び清滝昌哉は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

２　当行では、取締役会における意思決定を迅速化し、あわせて執行役員への権限委譲を通じた業務執行の的確・

迅速化を図ることによって、経営機能及び業務執行の体制の強化を図るために執行役員制度を導入しておりま

す。

　　執行役員(取締役を兼務する執行役員を除く)は９名で、その構成は下記のとおりであります。

　

役名 職名 氏名

常務執行役員
プライベートバンキング本部副本部長兼統
合リスク管理部長

椙　田　博　信

常務執行役員 大阪梅田営業部長 宮　田　典　幸

常務執行役員 総務本部副本部長兼企画担当 藤　井　義　郎

常務執行役員 市場営業本部副本部長 野　田　　　隆

常務執行役員 融資本部副本部長兼人事総務一部長 久保田　　　洋

執行役員 神戸支店長 峯　島　賢　行

執行役員 東京支店長兼東京事務所長 鵜　川　　　淳

執行役員
ＣＳ推進部長兼ＣＳ企画部長兼ステーショ
ンネット支店長

井　上　　　基

執行役員 企画部長 南　地　伸　昭
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの状況】

当行は、コーポレート・ガバナンスの充実を経営上の最重要課題として位置づけ、“親切で新しい”とい

う経営理念のもと、株主や投資家の皆さまをはじめとして、お取引先や地域の皆さま、あるいは従業員など、

全てのステークホルダーから不可欠な存在として信認を受けることを目指しております。

この考えのもと、当行は、地域社会への貢献や経営の健全性と独自性を堅持する旨の経営方針を掲げ、コ

ンプライアンス(法令等遵守)、リスク管理、経営の透明性等を重視した経営を行うことを基本方針としてお

ります。

　

(1) 会社の機関の内容

①取締役会

取締役会は、取締役会規定に基づき重要な経営事項を意思決定、報告聴取するとともに、代表取締役の

業務執行の監督を行っております。取締役会は原則として毎月１回開催し取締役及び監査役が出席のも

と、コンプライアンスやリスク管理を重視した意思決定を行っております。

　

②経営会議

業務執行において、より的確・迅速な経営の意思決定を行うために、取締役以上を構成メンバーとした

「経営会議」を取締役会の下に設置しており、取締役会から委譲された権限に基づき経営の重要事項に

関する意思決定や報告聴取を行っております。経営会議は原則として毎月３回開催し、監査役も出席のも

と、コンプライアンスやリスク管理を重視した意思決定を行っております。

　

③監査役

当行では、監査役制度を採用しております。監査役は５名のうち、過半数にあたる３名を社外監査役と

することで、透明性を確保しております。各監査役は、監査役会で定めた監査方針・監査計画等に従い、

「取締役会」「経営会議」等重要な会議への出席や重要書類の閲覧等を通じ、取締役の職務執行を監査

しております。社外監査役には、誠実な人柄、高い見識と能力を有し、それぞれの専門分野についての知識

や実務経験が豊富な人材を配置しており、多角的な視点から経営上の助言を活発に頂いております。

なお、当行は、社外監査役との間に会社法第423条第１項の賠償責任を限定する契約を締結しており、当

該契約に基づく賠償責任限度額は、法令の定める最低限度額であります。

また、社外監査役と当行との間に特に利害関係はありませんが、社外監査役清滝昌哉は、当行の普通株

式を7,605株保有しております。

　

④内部統制・内部監査部門

内部統制や内部監査部門として、「コンプライアンス統括部」と「監査部」を設置し、それぞれ専任ス

タッフを15名及び31名配置しております。

リスク統括部は、内部統制の要でありますコンプライアンスとリスク管理を担当しております。コンプ

ライアンスにつきましては、取締役会で承認されたコンプライアンスプログラムのもと諸施策の企画や

進捗管理を行っております。また、リスク管理につきましては、金融庁の評定制度等も参考にしつつ、リス

ク管理体制の定期的な見直しと改善を行っております。

一方、監査部は、年度ごとに取締役会で承認された監査方針のもと、営業店、本部並びに子会社及び関連

会社に対して監査を実施し、業務運営の改善に向け、具体的な指導及び助言を行っております。
　

(2) 会計監査人

金融商品取引法監査及び会社法監査を行う会計監査人として、株主総会で新日本有限責任監査法人を

選任しており、同監査法人と監査契約を締結しております。当行の会計監査業務を執行した公認会計士

は、重松孝司、津田多聞及び平井啓仁の３名であります。

また、会計監査業務に係る補助者の構成は、公認会計士11名、その他23名であります。
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(3) 監査役、内部監査部門、会計監査人の相互連携について

監査役、内部監査部門、会計監査人は、三者三様の視点から監査を実施するとともに、相互に連携し効率

的かつ実効性の高い監査業務を行っております。

例えば、監査役と会計監査人は定期的に情報交換の場を設け、監査上の諸問題等について意見交換を

行っております。また、監査役は監査部が実施する内部監査にも適宜立ち会い、意見交換を行っておりま

す。さらに、監査役は子会社等の監査役とも定期的に情報交換の場を設けるなど、緊密な連携を保ちつつ、

池田銀行グループ全体での効率的な監査を実施しております。

　

(4) 内部統制システム及びリスク管理体制の整備の状況

当行では、業務を適切に行い、お客さまに安心してご利用いただくために、コンプライアンスやリスク

管理といった『内部統制』の仕組みを以下のような観点で構築しております。

今後も引き続き、内部統制の仕組みを改善していくため、基本方針を定めます。

　

①コンプライアンス体制

当行では、法令等遵守(コンプライアンス)を経営の最重要課題の一つとして位置づけ、取締役や監査役

等により組成するコンプライアンス委員会がこれを組織横断的に統括し、体制の整備、規定・マニュアル

の見直し、従業員への教育等を適切に行います。

　

②情報の保存・管理体制

当行では、取締役会、経営会議、その他委員会等の重要会議の議案の付議基準や報告基準を規定に定め、

取締役の職務執行の記録として議事録等を適正に作成・保管します。

　

③リスク管理体制

当行では、リスク管理を重要な経営課題の一つであると位置づけ、リスク管理基本規定に基づき、経営

会議やリスク管理の為の委員会(融資委員会、ＡＬＭ委員会、コンプライアンス委員会)が中心となって、

適切にリスク管理を行います。

　

④効率的な職務執行体制

当行では、本部組織には五本部制を、営業店には地区本部制(ブロック営業体制)をそれぞれ導入し、権

限と責任を明確にしつつ、ＩＴの活用も図りながら効率的な業務執行体制を構築・維持します。

　

⑤グループ会社の管理体制

当行では、子会社・関連会社全社を池田銀行グループとして一体と考え、銀行本体が適切に主導し、グ

ループ各社が当行との連携を保ちつつ、自社の規模、事業の性質に応じた適切な内部管理体制を構築しま

す。

　

⑥監査役スタッフ

当行では、監査役室に業務執行の指揮命令系統から独立した位置づけを与え、監査役の補助スタッフを

配置します。
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⑦監査役への報告体制

当行では、取締役及び使用人が、監査役の出席する取締役会等の重要な会議において、また監査役から

の求めに応じて、随時当行の業務執行状況を監査役に報告します。

　

⑧監査役監査に関するその他の体制

当行では、取締役及び使用人と監査役が、定例的または随時に、活発な意見交換を行い、経営上の問題点

の把握に努めます。

　

(5) 役員報酬等の内容

当事業年度における当行の取締役及び監査役に対する役員報酬等は以下のとおりであります。

　

　 役員報酬等(百万円)
うち社外取締役及び社外監査役
に対する報酬(百万円)

取締役 214 (29) ―

監査役 50 (４) 16 (１)

計 265 (33) 16 (１)

(注) １　報酬以外の金額については、括弧内書しております。
２　上記には、取締役が支配人その他の使用人を兼ねている場合における報酬38百万円を含んでおりません。
３　上記に含まれる取締役及び監査役に対する役員退職慰労引当金繰入額は、それぞれ29百万円及び４百万円(う
ち社外監査役１百万円)であります。

　

　

(6) その他

当行は、定款において以下の事項を定めております。

①自己株式の取得について機動的な資本政策の遂行を可能とするため、会社法第165条第２項の規定に基

づき、取締役会の決議によって市場取引等により自己の株式を取得することができる旨

②会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議について柔軟な決議を可能とするため、議決権を行

使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上を

もって行う旨

③取締役の定数について19名以内とする旨並びに取締役の選任決議について議決権を行使することがで

きる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨及び選任

決議は、累積投票によらない旨

④中間配当について株主への機動的な利益還元を可能とするため、会社法第454条第５項の規定により取

締役会の決議によって、毎年９月30日を基準日として中間配当をすることができる旨

⑤資金調達を柔軟かつ機動的に行うための選択肢の多様化を図り、適切な資本政策を実行することを可

能とするため、会社法第108条第１項第３号の定める内容について普通株式と異なる定めをした第一種優

先株式及び第二種優先株式を発行する旨
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(2) 【監査報酬の内容等】

① 【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

　

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

提出会社 ― ― 61 36

連結子会社 ― ― 4 ―

計 ― ― 66 36

　

② 【その他重要な報酬の内容】

該当事項なし。

　

　

③ 【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

当行が監査公認会計士等に対して報酬を支払っている非監査業務の内容は、財務報告に係る内部統

制の助言業務及び経営統合に係るデューデリジェンス業務であります。

　

　

④ 【監査報酬の決定方針】

該当事項なし。
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第５ 【経理の状況】

１　当行の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28

号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しておりますが、資産及び負債の分類並びに収益及

び費用の分類は、「銀行法施行規則」(昭和57年大蔵省令第10号)に準拠しております。

　ただし、前連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）は改正前の連結財務諸表規則及

び銀行法施行規則に基づき作成し、当連結会計年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）は改正

後の連結財務諸表規則及び銀行法施行規則に基づき作成しております。

　

２　当行の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以

下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しておりますが、資産及び負債の分類並びに収益及び費用

の分類は、「銀行法施行規則」(昭和57年大蔵省令第10号)に準拠しております。

　ただし、前事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）は改正前の財務諸表等規則及び銀行

法施行規則に基づき作成し、当事業年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）は改正後の財務諸

表等規則及び銀行法施行規則に基づき作成しております。

　

３　当行は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平

成20年３月31日)の連結財務諸表並びに前事業年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)の財務諸

表は、新日本監査法人の監査を、当連結会計年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)の連結財務

諸表並びに当事業年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)の財務諸表は、新日本有限責任監査法

人の監査を受けております。

　なお、新日本有限責任監査法人は、監査法人の種類の変更により、平成20年７月１日をもって新日本監査法

人から名称変更しております。
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１【連結財務諸表等】
(1)【連結財務諸表】
①【連結貸借対照表】

（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成20年３月31日)

当連結会計年度
(平成21年３月31日)

資産の部

現金預け金 44,801 71,048

コールローン及び買入手形 205,000 30,000

買入金銭債権 1,429 1,350

商品有価証券 10 514

金銭の信託 18,329 19,000

有価証券 ※1, ※7, ※14
 358,230

※1, ※7, ※14
 647,108

貸出金 ※2, ※3, ※4, ※5, ※6, ※8
 1,592,105

※2, ※3, ※4, ※5, ※6, ※8
 1,657,259

外国為替 ※6
 3,086

※6
 1,316

未収入金 400,813 －

その他資産 ※7
 38,549

※7
 65,852

有形固定資産 ※9, ※10
 23,348

※9, ※10
 23,788

建物 10,899 10,599

土地 8,592 8,592

その他の有形固定資産 3,856 4,596

無形固定資産 4,119 3,576

ソフトウエア 3,484 2,955

その他の無形固定資産 634 620

繰延税金資産 24,454 22,716

支払承諾見返 29,471 24,885

貸倒引当金 △15,943 △18,397

資産の部合計 2,727,805 2,550,017

負債の部

預金 ※7
 2,186,959

※7
 2,248,784

譲渡性預金 100 －

債券貸借取引受入担保金 344,103 ※7
 107,039

借用金 ※7, ※11
 28,121

※7, ※11
 21,017

外国為替 152 80

社債 ※12
 40,000

※12
 40,000

新株予約権付社債 ※13
 5,342

※13
 5,342

その他負債 24,372 44,256

退職給付引当金 460 420

役員退職慰労引当金 251 284

睡眠預金払戻損失引当金 119 48

偶発損失引当金 71 266

負ののれん 6 2

支払承諾 29,471 24,885

負債の部合計 2,659,532 2,492,428

純資産の部

資本金 64,365 76,865

資本剰余金 48,126 22,771

利益剰余金 △37,481 △37,094

自己株式 △185 △196

株主資本合計 74,825 62,345

その他有価証券評価差額金 △7,568 △5,636

繰延ヘッジ損益 △13 △0

評価・換算差額等合計 △7,581 △5,637

少数株主持分 1,028 880

純資産の部合計 68,272 57,589
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負債及び純資産の部合計 2,727,805 2,550,017
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②【連結損益計算書】
（単位：百万円）

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日
　至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
　至 平成21年３月31日)

経常収益 88,452 83,201

資金運用収益 54,652 54,728

貸出金利息 30,922 31,504

有価証券利息配当金 23,186 22,840

コールローン利息及び買入手形利息 425 267

預け金利息 13 9

その他の受入利息 104 106

役務取引等収益 9,479 8,204

その他業務収益 6,985 9,555

その他経常収益 17,335 10,712

経常費用 152,571 117,937

資金調達費用 23,468 13,026

預金利息 7,581 8,172

譲渡性預金利息 0 4

コールマネー利息及び売渡手形利息 578 105

債券貸借取引支払利息 13,019 3,089

借用金利息 496 666

社債利息 696 669

新株予約権付社債利息 58 58

その他の支払利息 1,036 260

役務取引等費用 3,263 3,359

その他業務費用 69,008 25,089

営業経費 26,717 29,142

その他経常費用 30,114 47,320

貸倒引当金繰入額 803 6,292

その他の経常費用 ※1
 29,310

※1
 41,027

経常損失（△） △64,118 △34,736

特別利益 738 572

償却債権取立益 705 502

睡眠預金払戻損失引当金戻入益 32 70

特別損失 198 1,637

固定資産処分損 46 154

減損損失 － 1

過年度睡眠預金払戻損失引当金繰入額 151 －

退職給付信託設定損 － 1,481

税金等調整前当期純損失（△） △63,578 △35,801

法人税、住民税及び事業税 146 98

法人税等還付税額 － △48

法人税等調整額 △8,795 1,744

法人税等合計 1,793

少数株主利益又は少数株主損失（△） 38 △141

当期純損失（△） △54,968 △37,453
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③【連結株主資本等変動計算書】
（単位：百万円）

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日
　至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
　至 平成21年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 49,364 64,365

当期変動額

新株の発行（新株予約権の行使） 0 －

新株の発行 15,000 12,500

当期変動額合計 15,000 12,500

当期末残高 64,365 76,865

資本剰余金

前期末残高 33,126 48,126

当期変動額

新株の発行（新株予約権の行使） 0 －

新株の発行 15,000 12,500

資本剰余金の利益剰余金への振替 － △37,840

剰余金（その他資本剰余金）の配当 － △12

自己株式の処分 △0 △1

当期変動額合計 14,999 △25,354

当期末残高 48,126 22,771

利益剰余金

前期末残高 19,170 △37,481

当期変動額

資本剰余金の利益剰余金への振替 － 37,840

剰余金の配当 △1,683 －

当期純損失（△） △54,968 △37,453

当期変動額合計 △56,652 386

当期末残高 △37,481 △37,094

自己株式

前期末残高 △173 △185

当期変動額

自己株式の取得 △14 △14

自己株式の処分 3 3

当期変動額合計 △11 △11

当期末残高 △185 △196

株主資本合計

前期末残高 101,488 74,825

当期変動額

新株の発行（新株予約権の行使） 1 －

新株の発行 30,000 25,000

資本剰余金の利益剰余金への振替 － －

剰余金（その他資本剰余金）の配当 － △12

剰余金の配当 △1,683 －

当期純損失（△） △54,968 △37,453

自己株式の取得 △14 △14

自己株式の処分 2 2

当期変動額合計 △26,663 △12,479

当期末残高 74,825 62,345
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日
　至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
　至 平成21年３月31日)

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 8,161 △7,568

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△15,729 1,931

当期変動額合計 △15,729 1,931

当期末残高 △7,568 △5,636

繰延ヘッジ損益

前期末残高 △41 △13

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

28 12

当期変動額合計 28 12

当期末残高 △13 △0

評価・換算差額等合計

前期末残高 8,119 △7,581

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△15,701 1,944

当期変動額合計 △15,701 1,944

当期末残高 △7,581 △5,637

少数株主持分

前期末残高 1,006 1,028

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 22 △148

当期変動額合計 22 △148

当期末残高 1,028 880

純資産合計

前期末残高 110,614 68,272

当期変動額

新株の発行（新株予約権の行使） 1 －

新株の発行 30,000 25,000

剰余金の配当 △1,683 －

剰余金（その他資本剰余金）の配当 － △12

当期純損失（△） △54,968 △37,453

自己株式の取得 △14 △14

自己株式の処分 2 2

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △15,678 1,796

当期変動額合計 △42,341 △10,683

当期末残高 68,272 57,589

EDINET提出書類

株式会社池田銀行(E03579)

有価証券報告書

 58/142



④【連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日
　至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
　至 平成21年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純損失（△） △63,578 △35,801

減価償却費 2,369 2,802

減損損失 － 1

負ののれん償却額 △4 △4

貸倒引当金の増減（△） 620 2,453

退職給付引当金の増減額（△は減少） △100 △39

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 20 32

睡眠預金払戻損失引当金の増減（△） 119 △70

偶発損失引当金の増減（△） 71 194

資金運用収益 △54,652 △54,728

資金調達費用 23,468 13,026

有価証券関係損益（△） 63,589 29,467

金銭の信託の運用損益（△は運用益） 581 694

為替差損益（△は益） 6,400 △556

固定資産処分損益（△は益） 46 154

貸出金の純増（△）減 △83,354 △65,153

預金の純増減（△） 54,141 61,825

譲渡性預金の純増減（△） 100 △100

借用金（劣後特約付借入金を除く）の純増減
（△）

673 △104

預け金（日銀預け金を除く）の純増（△）減 △154 214

商品有価証券の純増（△）減 8 △504

コールローン等の純増（△）減 △203,979 175,078

債券貸借取引受入担保金の純増減（△） 60,473 △237,063

外国為替（資産）の純増（△）減 △1,887 1,769

外国為替（負債）の純増減（△） 38 △72

資金運用による収入 56,484 55,752

資金調達による支出 △22,354 △12,497

その他 10,688 △858

小計 △150,168 △64,084

法人税等の支払額 △143 △111

営業活動によるキャッシュ・フロー △150,311 △64,195
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日
　至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
　至 平成21年３月31日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の取得による支出 △1,099,322 △2,030,095

有価証券の売却による収入 978,087 1,705,841

有価証券の償還による収入 216,665 398,438

金銭の信託の増加による支出 △10,000 －

金銭の信託の減少による収入 19,000 －

有形固定資産の取得による支出 △1,134 △776

無形固定資産の取得による支出 △1,834 △736

有形固定資産の売却による収入 0 －

投資活動によるキャッシュ・フロー 101,460 72,671

財務活動によるキャッシュ・フロー

劣後特約付借入れによる収入 20,500 －

劣後特約付借入金の返済による支出 △8,000 △7,000

劣後特約付社債及び新株予約権付社債の発行に
よる収入

3,000 －

劣後特約付社債及び新株予約権付社債の償還に
よる支出

△2,400 －

株式の発行による収入 30,000 25,000

配当金の支払額 △1,683 △12

少数株主への配当金の支払額 △2 －

財務活動によるキャッシュ・フロー 41,414 17,987

現金及び現金同等物に係る換算差額 △4 △2

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △7,440 26,460

現金及び現金同等物の期首残高 51,249 43,808

現金及び現金同等物の期末残高 ※1
 43,808

※1
 70,269
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】
　

　
前連結会計年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

１　連結の範囲に関する事項 (1) 連結子会社　　　４社
池銀総合保証株式会社
株式会社ジェーアイ
池銀リース株式会社
池銀キャピタル株式会社

(1) 連結子会社　　　４社
池銀総合保証株式会社
株式会社ジェーアイ
池銀リース株式会社
池銀キャピタル株式会社

　 (2) 非連結子会社　　
池田ビジネスサービス株式会社
ハイ・ブレーン株式会社
池銀投資顧問株式会社
池銀オフィスサービス株式会社
株式会社ディーアイ
株式会社ブイアイ
池田モーゲージサービス株式会
社
池銀キャピタルニュービジネス
ファンド１号投資事業有限責任
組合
池銀キャピタルニュービジネス
ファンド２号投資事業有限責任
組合
池銀キャピタルニュービジネス
ファンド３号投資事業有限責任
組合
池銀キャピタル夢仕込ファンド
１号投資事業組合
池銀キャピタル夢仕込ファンド
２号投資事業有限責任組合
池銀キャピタル夢仕込ファンド
ＫＧＩ投資事業組合
池銀キャピタル夢仕込ファンド
Ｄ・Ｉ投資事業組合
Ikeda Preferred Capital
Cayman Limited

(2) 非連結子会社　　
池田ビジネスサービス株式会社
ハイ・ブレーン株式会社
池銀投資顧問株式会社
池銀オフィスサービス株式会社
株式会社ディーアイ
株式会社ブイアイ
池田モーゲージサービス株式会
社
池銀キャピタルニュービジネス
ファンド１号投資事業有限責任
組合
池銀キャピタルニュービジネス
ファンド２号投資事業有限責任
組合
池銀キャピタルニュービジネス
ファンド３号投資事業有限責任
組合
池銀キャピタル夢仕込ファンド
１号投資事業組合
池銀キャピタル夢仕込ファンド
２号投資事業有限責任組合
池銀キャピタル夢仕込ファンド
３号投資事業有限責任組合
池銀キャピタル夢仕込ファンド
ＫＧＩ投資事業組合
池銀キャピタル夢仕込ファンド
Ｄ・Ｉ投資事業組合
池銀キャピタル夢仕込ファンド
ＰＣＩ投資事業有限責任組合
Ikeda Preferred Capital
Cayman Limited

　 　非連結子会社は、その資産、経常収益、
当期純損益(持分に見合う額)、利益剰
余金(持分に見合う額)及び繰延ヘッジ
損益(持分に見合う額)等からみて、連
結の範囲から除いても企業集団の財政
状態及び経営成績に関する合理的な判
断を妨げない程度に重要性が乏しいた
め、連結の範囲から除外しております。

　非連結子会社は、その資産、経常収益、
当期純損益(持分に見合う額)、利益剰
余金(持分に見合う額)及び繰延ヘッジ
損益(持分に見合う額)等からみて、連
結の範囲から除いても企業集団の財政
状態及び経営成績に関する合理的な判
断を妨げない程度に重要性が乏しいた
め、連結の範囲から除外しております。

２　持分法の適用に関する事
項

(1) 持分法適用の非連結子会社　０社(1) 持分法適用の非連結子会社　０社

　 (2) 持分法適用の関連会社　　　０社 (2) 持分法適用の関連会社　　　０社
　 (3) 持分法非適用の非連結子会社　　　　

　　 　　　 　
池田ビジネスサービス株式会社
ハイ・ブレーン株式会社
池銀投資顧問株式会社
池銀オフィスサービス株式会社
株式会社ディーアイ
株式会社ブイアイ
池田モーゲージサービス株式会
社

(3) 持分法非適用の非連結子会社
池田ビジネスサービス株式会社
ハイ・ブレーン株式会社
池銀投資顧問株式会社
池銀オフィスサービス株式会社
株式会社ディーアイ
株式会社ブイアイ
池田モーゲージサービス株式会
社
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前連結会計年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

　 池銀キャピタルニュービジネス
ファンド１号投資事業有限責任
組合
池銀キャピタルニュービジネス
ファンド２号投資事業有限責任
組合
池銀キャピタルニュービジネス
ファンド３号投資事業有限責任
組合
池銀キャピタル夢仕込ファンド
１号投資事業組合
池銀キャピタル夢仕込ファンド
２号投資事業有限責任組合
池銀キャピタル夢仕込ファンド
ＫＧＩ投資事業組合
池銀キャピタル夢仕込ファンド
Ｄ・Ｉ投資事業組合
Ikeda Preferred Capital
Cayman Limited

池銀キャピタルニュービジネス
ファンド１号投資事業有限責任
組合
池銀キャピタルニュービジネス
ファンド２号投資事業有限責任
組合
池銀キャピタルニュービジネス
ファンド３号投資事業有限責任
組合
池銀キャピタル夢仕込ファンド
１号投資事業組合
池銀キャピタル夢仕込ファンド
２号投資事業有限責任組合
池銀キャピタル夢仕込ファンド
３号投資事業有限責任組合
池銀キャピタル夢仕込ファンド
ＫＧＩ投資事業組合
池銀キャピタル夢仕込ファンド
Ｄ・Ｉ投資事業組合
池銀キャピタル夢仕込ファンド
ＰＣＩ投資事業有限責任組合
Ikeda Preferred Capital
Cayman Limited

　 (4) 持分法非適用の関連会社
　　　株式会社自然総研
　持分法非適用の非連結子会社及び関
連会社は当期純損益(持分に見合う
額)、利益剰余金(持分に見合う額)及び
繰延ヘッジ損益(持分に見合う額)等か
らみて、持分法の対象から除いても連
結財務諸表に重要な影響を与えないた
め、持分法の対象から除いております。

(4) 持分法非適用の関連会社　　
　　　株式会社自然総研
　持分法非適用の非連結子会社及び関
連会社は、当期純損益(持分に見合う
額)、利益剰余金(持分に見合う額)及び
繰延ヘッジ損益(持分に見合う額)等か
らみて、持分法の対象から除いても連
結財務諸表に重要な影響を与えないた
め、持分法の対象から除いております。

３　連結子会社の事業年度等
に関する事項

　連結子会社の決算日は次のとおりで
あります。
　　　　　３月末日　　　４社

　連結子会社の決算日は次のとおりで
あります。
　　　　　３月末日　　　４社

４　会計処理基準に関する事
項

(1) 商品有価証券の評価基準及び評価
方法

　　商品有価証券の評価は、時価法(売却
原価は移動平均法により算定)によ
り行っております。

(1) 商品有価証券の評価基準及び評価
方法

 
同左

　 (2) 有価証券の評価基準及び評価方法
　(イ)有価証券の評価は、持分法非適用

の非連結子会社株式及び関連会
社株式については移動平均法に
よる原価法、その他有価証券の
うち時価のあるものについては
連結決算日の市場価格等に基づ
く時価法(売却原価は移動平均
法により算定)、時価のないもの
については移動平均法による原
価法又は償却原価法(定額法)に
より行っております。

　　　なお、その他有価証券の評価差額に
ついては、全部純資産直入法に
より処理しております。

(2) 有価証券の評価基準及び評価方法
　(イ)有価証券の評価は、持分法非適用

の非連結子会社株式及び関連会
社株式については移動平均法に
よる原価法、その他有価証券の
うち時価のある株式及び投資信
託については連結決算日前１カ
月の市場価格等の平均に基づく
時価法(売却原価は移動平均法
により算定)、それ以外について
は連結決算日の市場価格等に基
づく時価法（売却原価は移動平
均法により算定）、時価のない
ものについては移動平均法によ
る原価法又は償却原価法(定額
法)により行っております。
なお、その他有価証券の評価差
額については、全部純資産直入
法により処理しております。
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前連結会計年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

　 　 (会計方針の変更)
　その他有価証券のうち時価のある
株式及び投資信託については、従来、
連結決算日の市場価格等に基づく時
価法によっておりましたが、当連結
会計年度より連結決算日前１カ月の
市場価格等の平均に基づく時価法に
変更しております。
　この変更は、市況の短期的な変動に
よる純資産の部への影響を排除する
ことにより、財政状態をより適切に
表示するために行ったものでありま
す。
　これにより、従来と同一の方法を採
用した場合に比べ、経常損失及び税
金等調整前当期純損失は4,486百万
円増加し、当期純損失は2,647百万円
増加しており、また、有価証券は
2,190百万円減少し、繰延税金資産は
０百万円増加し、その他有価証券評
価差額金は2,296百万円増加してお
ります。

　 　(ロ)有価証券運用を主目的とする単
独運用の金銭の信託において信
託財産として運用されている有
価証券の評価は、時価法により
行っております。

　(ロ)
 

同左

　 (3) デリバティブ取引の評価基準及び
評価方法

(3) デリバティブ取引の評価基準及び
評価方法

　 　　デリバティブ取引の評価は、時価法
により行っております。

同左

　 (4) 減価償却の方法
　①有形固定資産

(4) 減価償却の方法
　①有形固定資産

　 　　　当行及び連結子会社の有形固定資
産は、主として定額法を採用して
おります。

　　　なお、主な耐用年数は次のとおりで
あります。

　　　建物　　６年～50年
　　　動産　　２年～15年
(会計方針の変更)
　平成19年度税制改正に伴い、平成19
年４月１日以後に取得した有形固定
資産については、改正後の法人税法
に基づく償却方法により減価償却費
を計上しております。なお、これによ
る連結貸借対照表等に与える影響は
軽微であります。
(追加情報)
　当連結会計年度より、平成19年３月
31日以前に取得した有形固定資産に
ついては、償却可能限度額に達した
連結会計年度の翌連結会計年度以
後、残存簿価を５年間で均等償却し
ております。なお、これにより、経常
損失及び税金等調整前当期純損失は
54百万円、当期純損失は32百万円増
加しております。

　　　当行及び連結子会社の有形固定資
産は、主として定額法を採用して
おります。

　　　また、主な耐用年数は次のとおりで
あります。

　　　建物　　６年～50年
　　　その他　２年～15年

　 　②無形固定資産 　②無形固定資産
　 　　　無形固定資産は、定額法により償却

しております。なお、自社利用のソ
フトウェアについては、当行及び
連結子会社で定める利用可能期間
(５年)に基づいて償却しておりま
す。

同左
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前連結会計年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

　 (5) 貸倒引当金の計上基準
　　当行の貸倒引当金は、予め定めてい
る償却・引当基準に則り、次のとお
り計上しております。

(5) 貸倒引当金の計上基準
　　当行の貸倒引当金は、予め定めてい
る償却・引当基準に則り、次のとお
り計上しております。

　 　　破産、特別清算等法的に経営破綻の
事実が発生している債務者(以下
「破綻先」という。)に係る債権及び
それと同等の状況にある債務者(以
下「実質破綻先」という。)に係る債
権については、以下のなお書きに記
載されている直接減額後の帳簿価額
から、担保の処分可能見込額及び保
証による回収可能見込額を控除し、
その残額を計上しております。また、
現在は経営破綻の状況にないが、今
後経営破綻に陥る可能性が大きいと
認められる債務者に係る債権につい
ては、債権額から、担保の処分可能見
込額及び保証による回収可能見込額
を控除し、その残額のうち、債務者の
支払能力を総合的に判断し必要と認
める額を計上しております。
　上記以外の債権については、過去の
一定期間における貸倒実績から算出
した貸倒実績率等に基づき計上して
おります。

　　破産、特別清算等法的に経営破綻の
事実が発生している債務者(以下
「破綻先」という。)に係る債権及び
それと同等の状況にある債務者(以
下「実質破綻先」という。)に係る債
権については、以下のなお書きに記
載されている直接減額後の帳簿価額
から、担保の処分可能見込額及び保
証による回収可能見込額を控除し、
その残額を計上しております。また、
現在は経営破綻の状況にないが、今
後経営破綻に陥る可能性が大きいと
認められる債務者に係る債権につい
ては、債権額から、担保の処分可能見
込額及び保証による回収可能見込額
を控除し、その残額のうち、債務者の
支払能力を総合的に判断し必要と認
める額を計上しております。
　上記以外の債権については、過去の
一定期間における貸倒実績から算出
した貸倒実績率等に基づき計上して
おります。

　 　　すべての債権は、資産の自己査定基
準に基づき、営業関連部署が資産査
定を実施し、当該部署から独立した
資産監査部署が査定結果を監査して
おり、その査定結果に基づいて上記
の引当を行っております。

　　連結子会社の貸倒引当金は、一般債
権については過去の貸倒実績率等を
勘案して必要と認めた額を、貸倒懸
念債権等特定の債権については、個
別に回収可能性を勘案し、回収不能
見込額をそれぞれ引当てておりま
す。

　　なお、破綻先及び実質破綻先に対す
る担保・保証付債権等については、
債権額から担保の評価額及び保証に
よる回収が可能と認められる額を控
除した残額を取立不能見込額として
債権額から直接減額しており、その
金額は23,046百万円であります。

　　すべての債権は、資産の自己査定基
準に基づき、営業関連部署が資産査
定を実施し、当該部署から独立した
資産監査部署が査定結果を監査して
おり、その査定結果に基づいて上記
の引当を行っております。

　　連結子会社の貸倒引当金は、一般債
権については過去の貸倒実績率等を
勘案して必要と認めた額を、貸倒懸
念債権等特定の債権については、個
別に回収可能性を勘案し、回収不能
見込額をそれぞれ引当てておりま
す。

　　なお、破綻先及び実質破綻先に対す
る担保・保証付債権等については、
債権額から担保の評価額及び保証に
よる回収が可能と認められる額を控
除した残額を取立不能見込額として
債権額から直接減額しており、その
金額は32,746百万円であります。

　 (6) 退職給付引当金の計上基準
　　退職給付引当金は、従業員の退職給
付に備えるため、当連結会計年度末
における退職給付債務及び年金資産
の見込額に基づき、必要額を計上し
ております。また、過去勤務債務及び
数理計算上の差異の費用処理方法は
以下のとおりであります。

　　過去勤務債務：その発生時の従業員
の平均残存勤務期間内の一定の年数
(13年)による定額法により損益処理

　　数理計算上の差異：各連結会計年度
の発生時の従業員の平均残存勤務期
間内の一定の年数(13年)による定額
法により按分した額を、それぞれ発
生の翌連結会計年度から損益処理

　　なお、会計基準変更時差異(7,392百
万円)については、15年による按分額
を費用処理しております。

　　また、厚生年金基金の代行部分に係
る会計基準変更時差異は返上時に全
額費用処理しております。

(6) 退職給付引当金の計上基準
　　退職給付引当金は、従業員の退職給
付に備えるため、当連結会計年度末
における退職給付債務及び年金資産
の見込額に基づき、必要額を計上し
ております。また、過去勤務債務及び
数理計算上の差異の費用処理方法は
以下のとおりであります。

　　過去勤務債務：その発生時の従業員
の平均残存勤務期間内の一定の年数
(13年)による定額法により損益処理

　　数理計算上の差異：各連結会計年度
の発生時の従業員の平均残存勤務期
間内の一定の年数(13年)による定額
法により按分した額を、それぞれ発
生の翌連結会計年度から損益処理

　　なお、会計基準変更時差異(7,392百
万円)については、15年による按分額
を費用処理しております。

　　また、厚生年金基金の代行部分に係
る会計基準変更時差異は返上時に全
額費用処理しております。
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前連結会計年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

　 　 (会計方針の変更)
　「「退職給付に係る会計基準」の
一部改正(その３)」(企業会計基準
第19号平成20年７月31日)が平成21
年３月31日以前に開始する連結会計
年度の年度末に係る連結財務諸表か
ら早期適用できることになったこと
に伴い、当連結会計年度末から同会
計基準を適用しております。
　これにより、従来の方法に比べ、未
認識数理計算上の差異は2,091百万
円増加しておりますが、未認識数理
計算上の差異は発生の翌連結会計年
度から費用処理することとしている
ため、当連結会計年度の連結財務諸
表に与える影響はありません。

　 (7) 役員退職慰労引当金の計上基準
役員退職慰労引当金は、役員への

退職慰労金の支出に備えるため、当
行内規に基づき、当連結会計年度末
支給見積額を計上しております。

(7) 役員退職慰労引当金の計上基準

同左

　 (8) 睡眠預金払戻損失引当金の計上基
準
睡眠預金払戻損失引当金は、負債

計上を中止した預金について、将来
の払戻により発生する損失に備える
ため、過去の払戻実績に基づき、将来
の払戻請求見積額を計上しておりま
す。

(8) 睡眠預金払戻損失引当金の計上基
準
睡眠預金払戻損失引当金は、負債

計上を中止した預金について、将来
の払戻により発生する損失に備える
ため、過去の払戻実績に基づき、将来
の払戻請求見積額を計上しておりま
す。

　

(会計方針の変更)
　従来、負債計上を中止した預金の預
金者からの払戻請求に対しては、払戻
時に費用処理しておりましたが、将来
の払戻請求見積額を睡眠預金払戻損
失引当金として計上する方法に変更
いたしました。
　この変更は、「租税特別措置法上の
準備金及び特別法上の引当金又は準
備金並びに役員退職慰労引当金等に
関する監査上の取扱い」(日本公認会
計士協会監査・保証実務委員会報告
第42号）が平成19年４月１日以後開
始する事業年度から適用されること
になったことに伴うものであります。
　この変更により、過年度発生額151百
万円については、「過年度睡眠預金払
戻損失引当金繰入額」として特別損
失に計上し、当連結会計年度取崩額32
百万円については、「睡眠預金払戻損
失引当金戻入益」として特別利益に
計上しております。これにより、従来
と同一の方法を採用した場合に比べ、
税金等調整前当期純損失は119百万円
増加し、当期純損失は70百万円増加し
ております。
　なお、当該会計方針の変更が当下半
期に行われたのは、当下半期において
過去の払戻実績に基づく引当金の算
定が可能となったことによるもので
あります。
　従って、当中間連結会計期間は従来
の方法によっており、変更後の方法に
よった場合に比べ、税金等調整前中間
純利益は107百万円多く計上され、中
間純利益は63百万円多く計上されて
おります。
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前連結会計年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

　

(9) 偶発損失引当金の計上基準
偶発損失引当金は、信用保証協会

への負担金の支払に備えるため、予
め定めている基準に基づき、将来の
負担金支払見積額を計上しておりま
す。
(会計方針の変更)
　従来、信用保証協会に対する負担金
の支払については、支払時に費用処理
しておりましたが、平成19年10月１日
より信用保証協会との責任共有制度
が開始されたことを契機に、将来の負
担金支払見積額を偶発損失引当金と
して計上する方法に変更いたしまし
た。
　この変更により、経常損失及び税金
等調整前当期純損失は71百万円増加
し、当期純損失は42百万円増加してお
ります。
　なお、当中間連結会計期間は従来の
方法によっており、変更後の方法に
よった場合に比べ、経常利益及び税金
等調整前中間純利益は９百万円多く
計上され、中間純利益は５百万円多く
計上されております。

(9) 偶発損失引当金の計上基準
偶発損失引当金は、信用保証協会

への負担金の支払に備えるため、予
め定めている基準に基づき、将来の
負担金支払見積額を計上しておりま
す。

　 (10) 外貨建資産・負債の換算基準
　　当行の外貨建資産・負債は、連結決
算日の為替相場による円換算額を付
しております。

(10) 外貨建資産・負債の換算基準
　
　同左

　 (11) リース取引の処理方法
　　当行及び連結子会社のリース物件の
所有権が借主に移転すると認められ
るもの以外のファイナンス・リース
取引については、通常の賃貸借取引
に準じた会計処理によっておりま
す。

(11) リース取引の処理方法
　(借手側)　
　当行及び連結子会社の所有権移転
外ファイナンス・リース取引のう
ち、リース取引開始日が平成20年４
月１日前に開始する連結会計年度に
属するものについては、通常の賃貸
借取引に準じた会計処理によってお
ります。

　(貸手側)　
　ファイナンス・リース取引に係る
収益の計上基準については、リース
料受取時に売上高と売上原価を計上
する方法によっております。
　なお、リース取引開始日が適用初年
度開始前の所有権移転外ファイナン
ス・リース取引については、期首に
前連結会計年度末における固定資産
の減価償却累計額控除後の額で契約
したものとしております。

　 (12) 重要なヘッジ会計の方法
　為替変動リスク・ヘッジ
　　当行の外貨建金融資産・負債から生
じる為替変動リスクに対するヘッジ
会計の方法は、「銀行業における外
貨建取引等の会計処理に関する会計
上及び監査上の取扱い」(日本公認
会計士協会業種別監査委員会報告第
25号)に規定する繰延ヘッジによっ
ております。ヘッジ有効性評価の方
法については、外貨建金銭債権債務
等の為替変動リスクを減殺する目的
で行う通貨スワップ取引をヘッジ手
段とし、ヘッジ対象である外貨建金
銭債権債務等に見合うヘッジ手段の
外貨ポジション相当額が存在するこ
とを確認することによりヘッジの有
効性を評価しております。

(12) 重要なヘッジ会計の方法
　為替変動リスク・ヘッジ

　
　
　
　
　
　
　
　
同左

　 (13) 消費税等の会計処理
　　当行及び国内連結子会社の消費税及
び地方消費税の会計処理は、主とし
て税抜方式によっております。

(13) 消費税等の会計処理
　
同左
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　 前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

５　連結子会社の資産及び負
債の評価に関する事項

　連結子会社の資産及び負債の評価に
ついては、全面時価評価法を採用して
おります。

同左

６　のれん及び負ののれんの
償却に関する事項

　５年間の定額法により償却を行ってお
ります。

同左

７　連結キャッシュ・フロー
計算書における資金の範
囲

　連結キャッシュ・フロー計算書におけ
る資金の範囲は、連結貸借対照表上の
「現金預け金」のうち現金及び日本銀
行への預け金であります。

同左

　

【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更】
　

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

(金融商品に関する会計基準)
　「金融商品に関する会計基準」(企業会計基準第10号)
及び「金融商品会計に関する実務指針」(日本公認会計
士協会会計制度委員会報告第14号)等における有価証券
の範囲に関する規定が一部改正され(平成19年６月15日
付及び同７月４日付)、金融商品取引法の施行日以後に終
了する事業年度から適用されることになったことに伴
い、当連結会計年度から改正会計基準及び実務指針を適
用しております。なお、これによる影響はありません。

―――

―――

(リース取引に関する会計基準)
(借手側)
　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従
来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によってお
りましたが、「リース取引に関する会計基準」（企業会
計基準第13号平成19年３月30日）及び「リース取引に関
する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第16
号同前）が平成20年４月１日以降開始する連結会計年度
から適用されることになったことに伴い、当連結会計年
度から同会計基準及び適用指針を適用し、通常の売買取
引に係る方法に準じた会計処理に変更しております。な
お、これによる影響はありません。
(貸手側)
　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従
来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によってお
りましたが、「リース取引に関する会計基準」及び
「リース取引に関する会計基準の適用指針」が平成20年
４月１日以降開始する連結会計年度から適用されること
になったことに伴い、当連結会計年度から同会計基準及
び適用指針を適用し、通常の売買取引に係る方法に準じ
た会計処理に変更しております。なお、これにより、経常
損失及び税金等調整前当期純損失は25百万円減少し、当
期純損失は15百万円減少しております。

―――

(配当金等の収益計上方法の変更)
　市場価格等のある株式及び投資信託（以下、「株式等」
という。）の配当金等については、従来、配当金等の支払
を受けた日の属する連結会計年度に収益計上しておりま
したが、当連結会計年度から、各銘柄の配当落ち日（配当
権利付き最終売買日の翌日）をもって、前回の配当実績
又は公表されている１株当たり予想配当額に基づいて未
収配当金等を見積もり計上する方法に変更しておりま
す。
　この変更は、配当金等の収益計上の時期を当該株式等の
保有期間に対応させることにより、経営成績をより適切
に表示するために行ったものであります。
　これにより、従来と同一の方法を採用した場合に比べ、
経常損失及び税金等調整前当期純損失は887百万円減少
し、当期純損失は524百万円減少しております。
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【表示方法の変更】

　
前連結会計年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

(連結貸借対照表関係)
　前連結会計年度において「その他資産」に含めて表示
しておりました「未収入金」については、総資産額の
５/100を超えたため、当連結会計年度においては区分掲
記することといたしました。
　なお、前連結会計年度の「未収入金」は11,618百万円で
あります。

(連結貸借対照表関係)
　前連結会計年度において区分掲記しておりました「未
収入金」（当連結会計年度末25,345百万円）について
は、総資産額の５/100以下となったため、当連結会計年度
においては「その他資産」に含めて表示しております。

―――

　「リース取引に関する会計基準」及び「リース取引に
関する会計基準の適用指針」が平成20年４月１日以後開
始する連結会計年度から適用されることになったことを
契機に、連結会社間で行われる所有権移転外ファイナン
ス・リース取引に係るリース物件及び再リース資産(以
下、「リース物件等」という。)の連結財務諸表の表示方
法について見直しを行い、当連結会計年度から、下記のと
おり表示を変更しております。
（連結貸借対照表関係）
　従来、「その他資産」に含めて表示しておりましたリー
ス物件等については、「その他の有形固定資産」並びに
「ソフトウェア」に含めて表示しております。この変更
により、「その他資産」は1,170百万円減少し、「その他
の有形固定資産」は1,128百万円並びに「ソフトウェ
ア」は41百万円増加しております。
（連結損益計算書関係）
　従来、「その他の経常費用」に含めて表示していたリー
ス物件等に係る減価償却費相当額については、減価償却
費として「営業経費」に含めて表示しております。この
変更により、「その他の経常費用」は443百万円減少し、
「営業経費」は同額増加しております。

　

【追加情報】

　
前連結会計年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

―――

（リース資産の見積残存価額等の変更）
　当連結会計年度より、リース会計基準の変更を契機とし
て、過去のリース資産の処分価格等を調査した結果、リー
ス資産の見積残存価額等を税法基準の残存価額等から過
去の実績に基づく残存価額等に変更しております。これ
により経常損失及び税金等調整前当期純損失は323百万
円増加し、当期純損失は191百万円増加しております。

―――

(金融資産の時価の算定)
　買手と売手の希望する価格差が著しく大きい変動利付
国債は市場価格を時価とみなすことができないことか
ら、経営陣の合理的な見積りに基づく合理的に算定され
た価額を時価としております。
　なお、市場価格を時価とした場合に比べ、「有価証券」
並びに「その他有価証券評価差額金」はそれぞれ4,223
百万円増加しております。
　変動利付国債の合理的に算定された価額については、客
観的に信頼性があり独立した第三者であるブローカーか
ら入手した価額としております。当該合理的に算定され
た価額は固定利付国債の価格に整合的な割引率と市場で
評価されるスワップション・ボラティリティにフィット
する金利の分散をもとに将来の金利推移をモデル化した
上で、将来キャッシュ・フローを想定し、算出した現在価
値に基づき算定しております。
　なお、上記計算における主たる価格決定変数は、割引率
については割引短期国債、10年国債、20年国債及び30年国
債、スワップションのボラティリティ期間については１
カ月から10年、スワップ期間については１年から10年を
それぞれ採用しております。
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【注記事項】

(連結貸借対照表関係)

　
前連結会計年度
(平成20年３月31日)

当連結会計年度
(平成21年３月31日)

※１　有価証券には、非連結子会社及び関連会社の株式

283百万円及び出資金2,162百万円を含んでおりま

す。

※１　有価証券には、非連結子会社及び関連会社の株式

285百万円及び出資金2,221百万円を含んでおりま

す。

※２　貸出金のうち、破綻先債権額は1,858百万円、延滞債

権額は31,416百万円であります。

　　　なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が

相当期間継続していることその他の事由により元本

又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとし

て未収利息を計上しなかった貸出金(貸倒償却を

行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」

という。)のうち、法人税法施行令(昭和40年政令第97

号)第96条第１項第３号のイからホまでに掲げる事

由又は同項第４号に規定する事由が生じている貸出

金であります。

　　　また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、

破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図るこ

とを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の

貸出金であります。

※２　貸出金のうち、破綻先債権額は3,683百万円、延滞債

権額は35,841百万円であります。

　　　なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が

相当期間継続していることその他の事由により元本

又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとし

て未収利息を計上しなかった貸出金(貸倒償却を

行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」

という。)のうち、法人税法施行令(昭和40年政令第97

号)第96条第１項第３号のイからホまでに掲げる事

由又は同項第４号に規定する事由が生じている貸出

金であります。

　　　また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、

破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図るこ

とを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の

貸出金であります。

※３　貸出金のうち、３カ月以上延滞債権額は1,274百万

円であります。

　　　なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払

が、約定支払日の翌日から３月以上遅延している貸

出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないもので

あります。

※３　貸出金のうち、３カ月以上延滞債権額は723百万円

であります。

　　　なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払

が、約定支払日の翌日から３月以上遅延している貸

出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないもので

あります。

※４　貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は5,859百万円

であります。

　　　なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は

支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支

払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に

有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延

滞債権及び３カ月以上延滞債権に該当しないもので

あります。

※４　貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は3,832百万円

であります。

　　　なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は

支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支

払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に

有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延

滞債権及び３カ月以上延滞債権に該当しないもので

あります。

※５　破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権額

及び貸出条件緩和債権額の合計額は40,410百万円で

あります。

　　　なお、上記２から５に掲げた債権額は、貸倒引当金控

除前の金額であります。

※５　破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権額

及び貸出条件緩和債権額の合計額は44,079百万円で

あります。

　　　なお、上記２から５に掲げた債権額は、貸倒引当金控

除前の金額であります。

※６　手形割引は、「銀行業における金融商品会計基準適

用に関する会計上及び監査上の取扱い」(日本公認

会計士協会業種別監査委員会報告第24号)に基づき

金融取引として処理しております。これにより受け

入れた銀行引受手形、商業手形、荷付為替手形及び買

入外国為替は、売却又は(再)担保という方法で自由

に処分できる権利を有しておりますが、その額面金

額は、27,010百万円であります。

※６　手形割引は、「銀行業における金融商品会計基準適

用に関する会計上及び監査上の取扱い」(日本公認

会計士協会業種別監査委員会報告第24号)に基づき

金融取引として処理しております。これにより受け

入れた銀行引受手形、商業手形、荷付為替手形及び買

入外国為替は、売却又は(再)担保という方法で自由

に処分できる権利を有しておりますが、その額面金

額は、18,310百万円であります。
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　 前連結会計年度
(平成20年３月31日)

当連結会計年度
(平成21年３月31日)

※７　担保に供している資産は次のとおりであります。
　　　担保に供している資産

有価証券 23,714百万円
未経過リース債権 6,282百万円
その他資産 832百万円

　　　担保資産に対応する債務
預金 2,292百万円
借用金 5,800百万円

 
　　　上記のほか、為替決済等の取引の担保あるいは先物取
引証拠金等の代用として、有価証券28,617百万円を
差し入れております。

　　　また、その他資産のうち先物取引差入証拠金は　
2,209百万円、保証金は4,467百万円及びデリバティ
ブ取引担保金は500百万円であります。

※７　担保に供している資産は次のとおりであります。
　　　担保に供している資産

有価証券 136,023百万円
未経過リース債権 5,206百万円
その他資産 700百万円

　　　担保資産に対応する債務
預金 1,640百万円
債券貸借取引受入担保金 107,039百万円
借用金 4,796百万円

　　　上記のほか、為替決済等の取引の担保あるいは先物取
引証拠金等の代用として、有価証券46,015百万円を
差し入れております。

　　　また、その他資産のうち先物取引差入証拠金は　 　　
2,099百万円、保証金は4,232百万円、先物取引負担金
は503百万円及びデリバティブ取引担保金は500百万
円であります。

※８　当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントラ
イン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた
場合に、契約上規定された条件について違反がない
限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約す
る契約であります。これらの契約に係る融資未実行
残高は、313,742百万円であり、すべて原契約期間が
１年以内のもの又は任意の時期に無条件で取消可能
なものであります。

　　　なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了
するものであるため、融資未実行残高そのものが必
ずしも当行及び連結子会社の将来のキャッシュ・フ
ローに影響を与えるものではありません。これらの
契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全及びそ
の他相当の事由があるときは、当行及び連結子会社
が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額
の減額をすることができる旨の条項が付けられてお
ります。また、契約時において必要に応じて不動産・
有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的
に予め定めている行内(社内)手続きに基づき顧客の
業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保
全上の措置等を講じております。

※８　当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントラ
イン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた
場合に、契約上規定された条件について違反がない
限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約す
る契約であります。これらの契約に係る融資未実行
残高は、344,045百万円であり、すべて原契約期間が
１年以内のもの又は任意の時期に無条件で取消可能
なものであります。

　　　なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了
するものであるため、融資未実行残高そのものが必
ずしも当行及び連結子会社の将来のキャッシュ・フ
ローに影響を与えるものではありません。これらの
契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全及びそ
の他相当の事由があるときは、当行及び連結子会社
が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額
の減額をすることができる旨の条項が付けられてお
ります。また、契約時において必要に応じて不動産・
有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的
に予め定めている行内(社内)手続きに基づき顧客の
業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保
全上の措置等を講じております。

※９　有形固定資産の減価償却累計額　　18,530百万円※９　有形固定資産の減価償却累計額 　 20,160百万円
※10　有形固定資産の圧縮記帳額　　　　　 245百万円 ※10　有形固定資産の圧縮記帳額　　　　   245百万円
※11　借用金には、他の債務よりも債務の履行が後順位で
ある旨の特約が付された劣後特約付借入金20,500百
万円が含まれております。

※11　借用金には、他の債務よりも債務の履行が後順位で
ある旨の特約が付された劣後特約付借入金13,500百
万円が含まれております。

※12　社債は、劣後特約付無担保社債であります。 ※12　　　　　　　　　　同左
※13　新株予約権付社債は、劣後特約付無担保新株予約権
付社債であります。

※13　　　　　　　　　　同左

※14　有価証券中の社債のうち、有価証券の私募(金融商
品取引法第２条第３項)による社債に対する保証債
務の額は2,380百万円であります。

※14　有価証券中の社債のうち、有価証券の私募(金融商
品取引法第２条第３項)による社債に対する保証債
務の額は1,830百万円であります。

　

(連結損益計算書関係)

　
前連結会計年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

※１　その他の経常費用には、貸出金償却10,597百万円、

株式等売却損4,950百万円及び株式等償却7,115百万

円を含んでおります。

※１　その他の経常費用には、貸出金償却7,598百万円、株

式等売却損809百万円、株式等償却17,308百万円及び

株式関連派生商品費用7,449百万円を含んでおりま

す。
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(連結株主資本等変動計算書関係)

Ⅰ　前連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

１　発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項
(単位：千株)

　
前連結会計年度末

株式数
当連結会計年度
増加株式数

当連結会計年度
減少株式数

当連結会計年度末
株式数

摘要

発行済株式 　 　 　 　 　

　普通株式 25,927 0 ― 25,927注１

　第一種優先株式 ― 6,000 ― 6,000注２

合計 25,927 6,000 ― 31,927 　

自己株式 　 　 　 　 　

　普通株式 31 3 0 33注３、４

合計 31 3 0 33 　

(注) １　普通株式の発行済株式総数の増加０千株は、新株予約権の行使による新株の発行による増加であります。

２　第一種優先株式の発行済株式総数の増加6,000千株は、第三者割当による新株の発行による増加でありま　　

す。　　　

３　普通株式の自己株式の株式数の増加３千株は、単元未満株式の買取による取得であります。

４　普通株式の自己株式の株式数の減少０千株は、単元未満株式の買増請求による処分であります。
　

２　新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

該当ありません。

　

３　配当に関する事項

(決議) 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たりの金額
（円）

基準日 効力発生日

平成19年６月28日
定時株主総会

普通株式 1,683 65平成19年３月31日 平成19年６月29日

　
　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が当連結会計年度の末日後となるも

の

(決議) 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たりの
金額(円)

基準日 効力発生日

平成20年６月27日
定時株主総会

第一種
優先株式

12資本剰余金 2.14平成20年３月31日 平成20年６月30日
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Ⅱ　当連結会計年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

１　発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項
(単位：千株)

　
前連結会計年度末

株式数
当連結会計年度
増加株式数

当連結会計年度
減少株式数

当連結会計年度末
株式数

摘要

発行済株式 　 　 　 　 　

　普通株式 25,927 ― ― 25,927　

　第一種優先株式 6,000 ― ― 6,000　

　第二種優先株式 ― 6,250 ― 6,250注１

合計 31,927 6,250 ― 38,177 　

自己株式 　 　 　 　 　

　普通株式 33 3 0 37注２、３

合計 33 3 0 37 　

(注) １　第二種優先株式の発行済株式総数の増加6,250千株は、第三者割当による新株の発行による増加であります。

２　普通株式の自己株式の株式数の増加３千株は、単元未満株式の買取による取得であります。

３　普通株式の自己株式の株式数の減少０千株は、単元未満株式の買増請求による処分であります。

　

２　新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

該当ありません。

　

３　配当に関する事項

（１）当連結会計年度中の配当金支払額

(決議) 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たりの金額
（円）

基準日 効力発生日

平成20年６月27日
定時株主総会

第一種
優先株式

12 2.14平成20年３月31日 平成20年６月30日

　

　

(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前連結会計年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表
に掲記されている科目の金額との関係　　　　

(平成20年３月31日現在)

現金預け金勘定 44,801百万円

その他預け金 △992百万円

現金及び現金同等物 43,808百万円
 

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表
に掲記されている科目の金額との関係　　　　

(平成21年３月31日現在)

現金預け金勘定 71,048百万円

その他預け金 △778百万円

現金及び現金同等物 70,269百万円
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(リース取引関係)
　

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

１　リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

１　通常の賃貸借取引に係る方法に準じて会計処理を

行っている所有権移転外ファイナンス・リース取引

　(借手側)

　・リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

　(借手側)

　・リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

　 　
有形固定
資産
(百万円)

　
無形固定
資産
(百万円)

　
合計
(百万円)

取得価額
相当額

　 312　 ― 　 312

減価償却
累計額
相当額

　 153　 ― 　 153

減損損失
累計額
相当額

　 ― 　 ― 　 ―

期末残高
相当額

　 158　 ― 　 158

　

　 　
有形固定
資産
(百万円)

　
無形固定
資産
(百万円)

　
合計
(百万円)

取得価額
相当額

　 299　 ― 　 299

減価償却
累計額
相当額

　 195　 ― 　 195

減損損失
累計額
相当額

　 ― 　 ― 　 ―

期末残高
相当額

　 103　 ― 　 103

　
(注)　取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法によっております。

(注)　取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法によっております。

　・未経過リース料期末残高相当額

１年内 61百万円

１年超 96百万円

合計 158百万円

　　(注)　未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占め

るその割合が低いため、支払利子込み法によっ

ております。

　・未経過リース料期末残高相当額

１年内 49百万円

１年超 54百万円

合計 103百万円

　　(注)　未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占め

るその割合が低いため、支払利子込み法によっ

ております。

　・リース資産減損勘定の期末残高 ―百万円

　・支払リース料 66百万円

　・リース資産減損勘定の取崩額 ―百万円

　・減価償却費相当額 66百万円

　・減損損失 ―百万円

　・減価償却費相当額の算定方法

　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

　・リース資産減損勘定の期末残高 ―百万円

　・支払リース料 61百万円

　・リース資産減損勘定の取崩額 ―百万円

　・減価償却費相当額 61百万円

　・減損損失 ―百万円

　・減価償却費相当額の算定方法

　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。
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　 前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

　(貸手側)

　・リース物件の取得価額、減価償却累計額、減損損失累

計額及び期末残高

　

　 　
有形固定
資産
(百万円)

　
無形固定
資産
(百万円)

　
合計
(百万円)

取得価額 　 29,045　 3,718　 32,764

減価償却
累計額

　 18,402　 2,191　 20,594

減損損失
累計額

　 ― 　 ― 　 ―

期末残高 　 10,643　 1,526　 12,169

　
―――

　・未経過リース料期末残高相当額

１年内 3,330百万円

１年超 7,720百万円

合計 11,051百万円

　

　・受取リース料、減価償却費及び受取利息相当額

受取リース料 4,544百万円

減価償却費 3,491百万円

受取利息相当額 478百万円

　

　・利息相当額の算定方法

　　　リース料総額とリース物件の取得価額との差額を利

息相当額とし、各連結会計年度への配分方法につい

ては、利息法によっております。

　

―――

２　オペレーティング・リース取引

　(借手側)

・オペレーティング・リース取引のうち解約不能の

ものに係る未経過リース料

１年内 219百万円

１年超 3,398百万円

合計 3,618百万円
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(有価証券関係)

Ⅰ　前連結会計年度

※１　連結貸借対照表の「有価証券」のほか、「商品有価証券」を含めて記載しております。
※２　「子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの」については、財務諸表における注記事項として
記載しております。
１　売買目的有価証券(平成20年３月31日現在)

　

　 連結貸借対照表計上額(百万円)
当連結会計年度の損益

に含まれた評価差額(百万円)

売買目的有価証券 10 0

　

２　満期保有目的の債券で時価のあるもの(平成20年３月31日現在)

該当ありません。

　

３　その他有価証券で時価のあるもの(平成20年３月31日現在)
　

　
取得原価
(百万円)

連結貸借対照表
計上額(百万円)

評価差額
(百万円)

うち益
(百万円)

うち損
(百万円)

株式 65,345 61,618 △3,727 2,999 6,726

債券 216,787 219,046 2,259 2,372 113

　国債 176,666 178,778 2,111 2,202 90

　地方債 9,030 9,079 48 50 1

　社債 31,090 31,189 98 120 21

その他 70,758 64,673 △6,084 102 6,187

合計 352,891 345,339 △7,552 5,474 13,027

(注) １　連結貸借対照表計上額は、当連結会計年度末日における市場価格等に基づく時価により計上したものでありま

す。

２　「うち益」「うち損」はそれぞれ「評価差額」の内訳であります。

３　その他有価証券で時価のあるもののうち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落しており、時価

が取得原価まで回復する見込があると認められないものについては、当該時価をもって連結貸借対照表価額と

するとともに、評価差額を当連結会計年度の損失として処理(以下「減損処理」という。)しております。

　　当連結会計年度における減損処理額は、22,520百万円であります。

　　また、時価が「著しく下落した」と判断するための基準は、時価が取得原価より30％以上下落した場合としてお

ります。
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４　当連結会計年度中に売却した満期保有目的の債券(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

該当ありません。

　

５　当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)
　

　 売却額(百万円) 売却益の合計額(百万円) 売却損の合計額(百万円)

その他有価証券 1,367,031 17,484 32,747

　

６　時価評価されていない有価証券の主な内容及び連結貸借対照表計上額(平成20年３月31日現在)
　

　 金額(百万円)

その他有価証券 　

　非上場株式 4,804

　非上場社債 2,476

　投資事業組合出資金 3,163

　

７　保有目的を変更した有価証券

該当ありません。

　

８　その他有価証券のうち満期があるものの期間ごとの償還予定額(平成20年３月31日現在)
　

　
１年以内
(百万円)

１年超５年以内
(百万円)

５年超10年以内
(百万円)

10年超
(百万円)

債券 24,426 75,836 96,585 24,675

　国債 ― 60,036 94,067 24,675

　地方債 398 7,538 1,142 ―

　社債 24,028 8,262 1,375 ―

その他 52 2,315 3,246 15,133

合計 24,479 78,152 99,831 39,808
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Ⅱ　当連結会計年度
※１　連結貸借対照表の「有価証券」のほか、「商品有価証券」を含めて記載しております。
※２　「子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの」については、財務諸表における注記事項として
記載しております。
１　売買目的有価証券(平成21年３月31日現在)

　

　 連結貸借対照表計上額(百万円)
当連結会計年度の損益

に含まれた評価差額(百万円)

売買目的有価証券 514 0

　

２　満期保有目的の債券で時価のあるもの(平成21年３月31日現在)

該当ありません。

　

３　その他有価証券で時価のあるもの(平成21年３月31日現在)
　

　
取得原価
(百万円)

連結貸借対照表
計上額(百万円)

評価差額
(百万円)

うち益
(百万円)

うち損
(百万円)

株式 46,861 41,320 △5,540 484 6,025

債券 373,817 379,021 5,203 5,338 134

　国債 293,544 298,599 5,054 5,098 44

　地方債 51,403 51,454 50 88 37

　社債 28,869 28,967 98 151 52

その他 220,490 215,193 △5,297 1,091 6,389

合計 641,169 635,534 △5,634 6,914 12,548

(注) １　連結貸借対照表計上額は、株式及び投資信託については、当連結会計年度末前１カ月の市場価格等の平均に基

づいて算定された額により、それ以外については、当連結会計年度末日における市場価格等に基づく時価によ

り、それぞれ計上したものであります。

２　「うち益」「うち損」はそれぞれ「評価差額」の内訳であります。

３　その他有価証券で時価のあるもののうち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落しており、時価

が取得原価まで回復する見込みがあると認められないものについては、当該時価をもって連結貸借対照表価

額とするとともに、評価差額を当連結会計年度の損失として処理（以下「減損処理」という。）しておりま

す。

　　当連結会計年度における減損処理額は、34,859百万円であります。

　　また、時価が「著しく下落した」と判断するための基準は、時価が取得原価より30％程度以上下落した場合とし

ております。

(追加情報)

　　買手と売手の希望する価格差が著しく大きい変動利付国債は市場価格を時価とみなすことができないことから、

経営陣の合理的な見積りに基づく合理的に算定された価額を時価としております。

　なお、市場価格を時価とした場合に比べ、「有価証券」並びに「その他有価証券評価差額金」はそれぞれ4,223

百万円増加しております。

　変動利付国債の合理的に算定された価額については、客観的に信頼性があり独立した第三者であるブローカー

から入手した価額としております。当該合理的に算定された価額は固定利付国債の価格に整合的な割引率と市場

で評価されるスワップション・ボラティリティにフィットする金利の分散をもとに将来の金利推移をモデル化

した上で、将来キャッシュ・フローを想定し、算出した現在価値に基づき算定しております。

　なお、上記計算における主たる価格決定変数は、割引率については割引短期国債、10年国債、20年国債及び30年国

債、スワップションのボラティリティ期間については１カ月から10年、スワップ期間については１年から10年を

それぞれ採用しております。
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４　当連結会計年度中に売却した満期保有目的の債券(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

該当ありません。

　

５　当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)
　

　 売却額(百万円) 売却益の合計額(百万円) 売却損の合計額(百万円)

その他有価証券 1,325,282 13,717 7,068

　

６　時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額(平成21年３月31日現在)
　

　 金額(百万円)

その他有価証券 　

　非上場株式 4,362

　非上場社債 1,927

　投資事業組合出資金 2,777

　

７　保有目的を変更した有価証券

該当ありません。

　

８　その他有価証券のうち満期があるものの期間ごとの償還予定額(平成21年３月31日現在)
　

　
１年以内
(百万円)

１年超５年以内
(百万円)

５年超10年以内
(百万円)

10年超
(百万円)

債券 41,320 265,486 53,372 20,768

　国債 40,112 187,080 50,638 20,768

　地方債 805 49,283 1,365 ―

　社債 402 29,123 1,368 ―

その他 ― 31,109 113,197 9,614

合計 41,320 296,596 166,570 30,382
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(金銭の信託関係)

Ⅰ　前連結会計年度

１　運用目的の金銭の信託(平成20年３月31日現在)
　

　 連結貸借対照表計上額(百万円)
当連結会計年度の損益

に含まれた評価差額(百万円)

運用目的の金銭の信託 18,329 △5

　

２　満期保有目的の金銭の信託(平成20年３月31日現在)

該当ありません。

　

３　その他の金銭の信託(運用目的及び満期保有目的以外)(平成20年３月31日現在)

該当ありません。

　

Ⅱ　当連結会計年度

１　運用目的の金銭の信託(平成21年３月31日現在)
　

　 連結貸借対照表計上額(百万円)
当連結会計年度の損益

に含まれた評価差額(百万円)

運用目的の金銭の信託 19,000 △0

　
　

２　満期保有目的の金銭の信託(平成21年３月31日現在)
該当ありません。

　

３　その他の金銭の信託(運用目的及び満期保有目的以外)(平成21年３月31日現在)

該当ありません。
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(その他有価証券評価差額金)
Ⅰ　前連結会計年度
○その他有価証券評価差額金(平成20年３月31日現在)
連結貸借対照表に計上されているその他有価証券評価差額金の内訳は、次のとおりであります。

　

　 金額(百万円)

評価差額 △7,552

　その他有価証券 △7,552

　その他の金銭の信託 ―

(△)繰延税金負債 7

その他有価証券評価差額金(持分相当額調整前) △7,560

(△)少数株主持分相当額 8

(＋)持分法適用会社が所有するその他有価証券に係る
　　評価差額金のうち親会社持分相当額

―

その他有価証券評価差額金 △7,568

(注)　時価のない外貨建その他有価証券に係る為替換算差額は、「評価差額」の内訳「その他有価証券」に含めており

ます。

　

Ⅱ　当連結会計年度
○その他有価証券評価差額金(平成21年３月31日現在)
連結貸借対照表に計上されているその他有価証券評価差額金の内訳は、次のとおりであります。

　

　 金額(百万円)

評価差額 △5,634

　その他有価証券 △5,634

　その他の金銭の信託 ―

(△)繰延税金負債 1

その他有価証券評価差額金(持分相当額調整前) △5,635

(△)少数株主持分相当額 1

(＋)持分法適用会社が所有するその他有価証券に係る
　　評価差額金のうち親会社持分相当額

―

その他有価証券評価差額金 △5,636
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(デリバティブ取引関係)
Ⅰ　前連結会計年度

１　取引の状況に関する事項

当行における取引の状況に関する事項を記載しております。

　
前連結会計年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

(1) 取引の内容
　　当行の利用しているデリバティブ取引は、金利関連取引では金利先物取引及び金
利スワップ取引、通貨関連取引では通貨スワップ取引及び為替予約取引、株式関連
取引では株価指数先物取引及び株価指数オプション取引、債券関連取引では債券
先物取引及び債券オプション取引であります。

　

(2) 取引の取組方針
　　当行のデリバティブ取引の取組は、貸出金、有価証券及び預金等の債権債務のリス
クヘッジを目的とするＡＬＭ上の取組及び取引先のリスクヘッジニーズへの対応
を基本としております。

　　また、取引額及び損失額に一定の限度を定め、その範囲内で短期的な売買差益の獲
得を目的とした取引を行っております。

　

(3) 取引の利用目的
　　固定金利貸出など債権債務に係る金利リスクをヘッジする為に、金利スワップ取
引等を利用し、有価証券投資に伴う金利リスク、価格変動リスクをヘッジする為に
金利スワップ取引、債券先物取引、債券オプション取引及び株価指数先物取引等を
利用しております。また、外貨建債権債務の為替変動リスクをヘッジする為及び取
引先の為替リスクに係るヘッジニーズに対応する為に、通貨スワップ取引及び為
替予約取引を利用しております。

　　このほか、債券先物取引、株価指数先物取引等については、取引額及び損失額に一
定の限度を定め、その範囲内で、短期的な売買差益の獲得を目的とした取引を行っ
ております。

　

(4) 取引に係るリスクの内容
　　デリバティブ取引には主として金利、為替及び株価等の市況変動に係る市場リス
クと、取引先の債務不履行に係る信用リスクが内在しております。

 〔市場リスク〕
　　当行が利用しているデリバティブ取引は、その大部分がヘッジを目的としている
為、デリバティブ取引自体をとらえると、市場リスクを有していますが、ヘッジの
対象となっている債権・債務の市場リスクと合算すると、市場リスクは相殺され
ます。

 〔信用リスク〕
　　デリバティブ取引の契約先を、対金融機関取引は大手金融機関とすることで信用
リスクの軽減を図っております。また、対顧客取引については、与信取引として審
査のうえ、信用確実な先に対してのみ取引を行っております。

　

(5) 取引に係るリスク管理体制
　　当行は、デリバティブ取引を執行する部署と、後方事務やリスク管理を担当する部
署とを分け、相互牽制が働く組織としております。具体的には、取引執行を市場金
融部が、後方事務を市場金融部証券管理室がそれぞれ担当するとともに、リスク管
理については、企画部ＡＬＭ室が担当しております。また、リスク及び損益の状況
については、日々モニターを行うとともに、毎月ＡＬＭ委員会へ報告しておりま
す。

　　なお、売買差益の獲得を目的とした取引については、毎日定時に時価評価を行い、
リスク量を把握するとともに、取締役会等において決定された取引限度額、損失限
度額等の遵守状況を確認しております。

　

(6) その他
　　「取引の時価等に関する事項」における契約額又は想定元本額は、この金額自体
がデリバティブ取引に係る市場リスク量を示すものではありません。
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２　取引の時価等に関する事項

(1) 金利関連取引(平成20年３月31日現在)

該当ありません。

　

(2) 通貨関連取引(平成20年３月31日現在)

　

区分 種類
契約額等
(百万円)

契約額等のうち
１年超のもの
(百万円)

時価
(百万円)

評価損益
(百万円)

取引所

通貨先物 　 　 　 　

　売建 ― ― ― ―

　買建 ― ― ― ―

通貨オプション 　 　 　 　

　売建 ― ― ― ―

　買建 ― ― ― ―

店頭

通貨スワップ ― ― ― ―

為替予約 　 　 　 　

　売建 655 ― 14 14

　買建 4,689 ― 13 13

通貨オプション 　 　 　 　

　売建 ― ― ― ―

　買建 ― ― ― ―

その他 　 　 　 　

　売建 ― ― ― ―

　買建 ― ― ― ―

　 合計 ― ― 28 28

(注) １　上記取引については時価評価を行い、評価損益を連結損益計算書に計上しております。

　　なお、「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」(日本公認会計士協会業

種別監査委員会報告第25号)等に基づき、ヘッジ会計を適用している通貨スワップ取引等及び外貨建金銭債権債

務等に付されたもので当該外貨建金銭債権債務等の連結貸借対照表表示に反映されているもの、又は当該外貨

建金銭債権債務等が連結手続上消去されたものについては、上記記載から除いております。

２　時価の算定

　　割引現在価値等により算定しております。
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(3) 株式関連取引(平成20年３月31日現在)

　

区分 種類
契約額等
(百万円)

契約額等のうち
１年超のもの
(百万円)

時価
(百万円)

評価損益
(百万円)

取引所

株式指数先物 　 　 　 　

　売建 43,407 ― 657 657

　買建 ― ― ― ―

株式指数オプション 　 　 　 　

　売建 ― ― ― ―

　買建 ― ― ― ―

店頭

有価証券店頭オプション 　 　 　 　

　売建 ― ― ― ―

　買建 ― ― ― ―

有価証券店頭指数等スワップ 　 　 　 　

　株価指数変化率受取・
　短期変動金利支払

― ― ― ―

　短期変動金利受取・
　株価指数変化率支払

― ― ― ―

その他 　 　 　 　

　売建 ― ― ― ―

　買建 ― ― ― ―

　 合計 ― ― 657 657

(注) １　上記取引については時価評価を行い、評価損益を連結損益計算書に計上しております。

２　時価の算定

　　取引所取引につきましては、東京証券取引所等における最終の価格によっております。店頭取引につきまして

は、割引現在価値やオプション価格計算モデル等により算出しております。　　　　　　　　　　　

　

(4) 債券関連取引(平成20年３月31日現在)

該当ありません。

　

(5) 商品関連取引(平成20年３月31日現在)

該当ありません。

　

(6) クレジットデリバティブ取引(平成20年３月31日現在)

該当ありません。
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Ⅱ　当連結会計年度

１　取引の状況に関する事項

当行における取引の状況に関する事項を記載しております。

　
当連結会計年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

(1) 取引の内容
　　当行の利用しているデリバティブ取引は、金利関連取引では金利先物取引及び金
利スワップ取引、通貨関連取引では通貨スワップ取引及び為替予約取引、株式関連
取引では株価指数先物取引及び株価指数オプション取引、債券関連取引では債券
先物取引及び債券オプション取引であります。

　

(2) 取引の取組方針
　　当行のデリバティブ取引の取組は、貸出金、有価証券及び預金等の債権債務のリス
クヘッジを目的とするＡＬＭ上の取組及びお取引先のリスクヘッジニーズへの対
応を基本としております。 

　　また、取引額及び損失額に一定の限度を定め、その範囲内で短期的な売買差益の獲
得を目的とした取引を行っております。

　

(3) 取引の利用目的
　　預金・貸出金等の金銭債権債務に係る金利リスクをヘッジする為に、金利関連デ
リバティブ取引を利用し、保有有価証券の金利リスク、価格変動リスクをヘッジす
る為に金利関連デリバティブ取引、債券関連デリバティブ取引及び株式関連デリ
バティブ取引を利用しております。また、外貨建債権債務の為替変動リスクをヘッ
ジする為及びお取引先の為替リスクに係るヘッジニーズに対応する為に、通貨ス
ワップ取引及び為替予約取引を利用しております。

　　このほか、債券先物取引、株価指数先物取引等については、取引額及び損失額に一
定の限度を定め、その範囲内で、短期的な売買差益の獲得を目的とした取引を行っ
ております。

　

(4) 取引に係るリスクの内容
　　デリバティブ取引には主として金利、為替及び株価等の市況変動に係る市場リス
クと、取引相手（＝デリバティブ取引の契約先）の債務不履行に係る信用リスク
が内在しております。

 〔市場リスク〕
　　当行が利用しているデリバティブ取引は、その大部分がヘッジを目的としている
為、デリバティブ取引自体をとらえると、市場リスクを有していますが、ヘッジの
対象となっている債権・債務の市場リスクと合算すると、市場リスクは相殺され
ます。

 〔信用リスク〕
　　金融機関等との市場性取引においては、当該金融機関の信用格付等をもとに、クレ
ジットライン（取引限度額）を設定して管理しております。また、お取引先とのデ
リバティブ取引については、融資取引と合算したうえで一体的な与信管理を行っ
ております。

　

(5) 取引に係るリスク管理体制
　　当行は、デリバティブ取引を執行する部署と、後方事務やリスク管理を担当する部
署とを分け、相互牽制が働く組織としております。具体的には、取引執行を市場金
融部が、後方事務を市場金融部証券管理室がそれぞれ担当するとともに、リスク管
理については、企画部統合リスク管理室が担当しております。また、リスク及び損
益の状況については、日々モニターを行うとともに、ＡＬＭ委員会等での協議を通
じ、適時・適切に管理しております。 

　　なお、売買差益の獲得を目的とした取引については、毎日定時に時価評価を行い、
リスク量を把握するとともに、取締役会等において決定された取引限度額、損失限
度額等の遵守状況を確認しております。

　

(6) その他
　　「取引の時価等に関する事項」における契約額又は想定元本額は、この金額自体
がデリバティブ取引に係る市場リスク量を示すものではありません。
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２　取引の時価等に関する事項

(1) 金利関連取引(平成21年３月31日現在)

該当ありません。

　

(2) 通貨関連取引(平成21年３月31日現在)

　

区分 種類
契約額等
(百万円)

契約額等のうち
１年超のもの
(百万円)

時価
(百万円)

評価損益
(百万円)

金融商品
取引所

通貨先物 　 　 　 　

　売建 ― ― ― ―

　買建 ― ― ― ―

通貨オプション 　 　 　 　

　売建 ― ― ― ―

　買建 ― ― ― ―

店頭

通貨スワップ ― ― ― ―

為替予約 　 　 　 　

　売建 286 ― △12 △12

　買建 112 ― 0 0

通貨オプション 　 　 　 　

　売建 ― ― ― ―

　買建 ― ― ― ―

その他 　 　 　 　

　売建 ― ― ― ―

　買建 ― ― ― ―

　 合計 ― ― △11 △11

(注) １　上記取引については時価評価を行い、評価損益を連結損益計算書に計上しております。

　　なお、「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」(日本公認会計士協会業

種別監査委員会報告第25号)等に基づき、ヘッジ会計を適用している通貨スワップ取引等及び外貨建金銭債権債

務等に付されたもので当該外貨建金銭債権債務等の連結貸借対照表表示に反映されているもの、又は当該外貨

建金銭債権債務等が連結手続上消去されたものについては、上記記載から除いております。

２　時価の算定

　　割引現在価値等により算定しております。

　

(3) 株式関連取引(平成21年３月31日現在)

該当ありません。

　

(4) 債券関連取引(平成21年３月31日現在)

該当ありません。

　

(5) 商品関連取引(平成21年３月31日現在)

該当ありません。

　

(6) クレジットデリバティブ取引(平成21年３月31日現在)

該当ありません。
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(退職給付関係)

１　採用している退職給付制度の概要
当行は、確定給付型の制度として、企業年金基金制度及び退職一時金制度を設けております。
また、連結子会社においても、確定給付型の制度として、退職一時金制度を設けております。

　

２　退職給付債務に関する事項
　

区分

前連結会計年度
(平成20年３月31日)

当連結会計年度
(平成21年３月31日)

金額(百万円) 金額(百万円)

①退職給付債務 　 　 △12,636　 　 △14,686　

②年金資産 　 　 14,462　 　 14,235　

③未積立退職給付債務(①＋②) 　 　 1,825　 　 △450 　

④会計基準変更時差異の未処理額 　 　 2,256　 　 1,934　

⑤未認識数理計算上の差異 　 　 2,727　 　 7,532　

⑥未認識過去勤務債務 　 　 △659 　 　 △593 　

⑦連結貸借対照表計上額純額
　(③＋④＋⑤＋⑥)

　 　 6,149　 　 8,422　

⑧前払年金費用 　 　 6,610　 　 8,843　

⑨退職給付引当金(⑦－⑧) 　 　 △460 　 　 △420 　

　 　 　 　 　 　 　 　
(注) １　臨時に支払う割増退職金は含めておりません。

２　連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。
　

３　退職給付費用に関する事項
　

区分

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

金額(百万円) 金額(百万円)

①勤務費用 　 　 351 　 　 352 　

②利息費用 　 　 280 　 　 279 　

③期待運用収益 　 　 △385 　 　 △334 　

④過去勤務債務の費用処理額 　 　 △65 　 　 △65 　

⑤数理計算上の差異の費用処理額 　 　 △198 　 　 245 　

⑥会計基準変更時差異の費用処理額 　 　 322 　 　 322 　

⑦その他
　(臨時に支払った割増退職金等)

　 　 ― 　 　 20 　

⑧退職給付費用
　(①＋②＋③＋④＋⑤＋⑥＋⑦)

　 　 305 　 　 818 　

　 　 　 　 　 　 　 　
(注)　簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、一括して「勤務費用」に含めて計上しております。

　

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項
　

区分
前連結会計年度
(平成20年３月31日)

当連結会計年度
(平成21年３月31日)

(1) 割引率(％) 2.4 1.3

(2) 期待運用収益率(％) 3.0 同左

(3) 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 同左

(4) 過去勤務債務の額の処理年数 13年(その発生時の従業員の平均残
存勤務期間内の一定の年数による定
額法によることとしております。)

同左

(5) 数理計算上の差異の処理年数 13年(各連結会計年度の発生時の従
業員の平均残存勤務期間内の一定の
年数による定額法により按分した額
を、それぞれ発生の翌連結会計年度
から費用処理することとしておりま
す。)

同左

(6) 会計基準変更時差異の処理年数 15年 同左
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(税効果会計関係)

　
前連結会計年度
(平成20年３月31日)

当連結会計年度
(平成21年３月31日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産 　

　貸倒引当金 11,863百万円

　有価証券評価損 10,294百万円

　繰越欠損金 19,285百万円

　減価償却費 623百万円

　その他有価証券評価差額金 3,080百万円

　その他 1,987百万円

繰延税金資産小計 47,136百万円

評価性引当額 △22,589百万円

繰延税金資産合計 24,546百万円

繰延税金負債 　

　前払年金費用 △83百万円

　その他 △8百万円

繰延税金負債合計 △91百万円

繰延税金資産の純額 24,454百万円
 

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産 　

　貸倒引当金 18,087百万円

　有価証券評価損 10,429百万円

　繰越欠損金 28,014百万円

　減価償却費 521百万円

　その他有価証券評価差額金 2,310百万円

　その他 2,198百万円

繰延税金資産小計 61,561百万円

評価性引当額 △38,478百万円

繰延税金資産合計 23,083百万円

繰延税金負債 　

　未収配当金益金不算入 △363百万円

　その他 △3百万円

繰延税金負債合計 △367百万円

繰延税金資産の純額 22,716百万円
 

２　連結財務諸表提出会社の法定実効税率と税効果会計

適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異がある

ときの、当該差異の原因となった主な項目別の内訳

　当連結会計年度は税金等調整前当期純損失となった

ため、記載しておりません。

２　連結財務諸表提出会社の法定実効税率と税効果会計

適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異がある

ときの、当該差異の原因となった主な項目別の内訳

同左
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

連結会社は銀行業以外に一部でリース等の事業を営んでおりますが、それらの事業の全セグメン

トに占める割合が僅少であるため、事業の種類別セグメント情報は記載しておりません。

　

【所在地別セグメント情報】

在外子会社及び在外支店がないため、所在地別セグメント情報は記載しておりません。

　

【国際業務経常収益】

　Ⅰ　前連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　

　 金額(百万円)

Ⅰ　国際業務経常収益 15,592

Ⅱ　連結経常収益 88,452

Ⅲ　国際業務経常収益の連結経常収益に占める割合(％) 17.62

　

　Ⅱ　当連結会計年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

　

　 金額(百万円)

Ⅰ　国際業務経常収益 11,532

Ⅱ　連結経常収益 83,201

Ⅲ　国際業務経常収益の連結経常収益に占める割合(％) 13.86

(注) １　一般企業の海外売上高に代えて、国際業務経常収益を記載しております。

２　国際業務経常収益は、国内での外貨建諸取引、円建貿易手形取引、円建対非居住者諸取引、特別国際金融取引勘

定における諸取引に係る経常収益(ただし、連結会社間の内部経常収益を除く。)であります。
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【関連当事者情報】

Ⅰ　前連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　

１　親会社及び法人主要株主等

該当ありません。

　

２　役員及び個人主要株主等

属性
会社等
の名称

住所
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有割合
(被所有割合)
(％)

関係内容

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

役員及び
その近親
者が議決
権の過半
数を所有
している
会社等

株式会社

姫野技建
 大阪市
東淀川区

20建設業
―

(直接0.0)
― ―

貸出取引 81 貸出金 88

債務の保証 ― 支払承諾見返 1

利息受入 0
その他資産 0

その他負債 0

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注）１　貸出取引条件等については、一般の取引先と同様に決定しております。

２　当行取締役姫野豊が議決権の５％並びに近親者が議決権の95％を直接保有しております。

　

３　子会社等

属性
会社等
の名称

住所
資本金
(百万円)

事業の内容

議決権等 
の所有割合 
(被所有割合) 

(％)

関係内容

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

子会社

池田ビジ
ネス
サービス
株式会社

大阪府
池田市

10
現金精算
印刷業務

直接 100.0
　 (―)

兼任２人
転籍２人

業務委託 業務委託 355 ― ―

取引条件及び取引条件の決定方針等

業務委託費については、一般的取引条件と同様に決定しております。

　

４　兄弟会社等

該当ありません。
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Ⅱ　当連結会計年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

　（追加情報）

当連結会計年度より、「関連当事者の開示に関する会計基準」（企業会計基準第11号平成18年10月17日）

及び「関連当事者の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第13号平成18年10月17

日）を適用しております。この結果、従来の開示対象範囲に加えて、連結子会社と関連当事者との取引を開

示対象に追加しております。

１　関連当事者との取引

(1) 連結財務諸表提出会社と関連当事者の取引

　　(ア) 連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主(会社等に限る)等

該当ありません。

　

　　(イ) 連結財務諸表提出会社の非連結子会社及び関連会社等

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

子会社
池田ビジネス
サービス株式会
社

大阪府

池田市
10
現金精算
印刷業務

直接

100.0

（－）

役員の

兼任等
業務委託 325 ― ―

取引条件及び取引条件の決定方針等

業務委託費については、一般的取引条件と同様に決定しております。

　

　　(ウ) 連結財務諸表提出会社と同一の親会社を持つ会社等及び連結財務諸表提出会社のその他の関

　　係会社の子会社等　　　

該当ありません。

　

(エ)連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主(個人の場合に限る。)等

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

役員及
びその
近親者
が議決
権の過
半数を
所有し
ている
会社等

株式会社

姫野技建
大阪市
東淀川区

20建設業
―

(直接0.0)
―

貸出取引 118 貸出金 93

利息受入 11その他負債 0

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注）１　貸出取引条件等については、一般の取引先と同様に決定しております。

２　当行取締役姫野豊が議決権の５％並びに近親者が議決権の95％を直接保有しております。

　

(2) 連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引

記載すべき重要なものはありません。

　

２　親会社又は重要な関連会社に関する注記

(1) 親会社情報

該当ありません。

　

(2) 重要な関連会社の要約財務情報

重要な関連会社はありません。
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(１株当たり情報)

　

　
前連結会計年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

１株当たり純資産額 円 1,437.84 65.99

１株当たり当期純損失金額 円 2,122.77 1,446.51

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益金額

円 ― ―

(注)　算定上の基礎

１　１株当たり純資産額

　
前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

当連結会計年度末
(平成21年３月31日)

純資産の部の合計額(百万円) 68,272 57,589

純資産の部の合計額から控除する金額(百万円) 31,041 55,880

(うち第一種優先株式払込金額) 30,000 30,000

(うち第一種優先株式配当額) 12 ―

(うち第二種優先株式払込金額) ― 25,000

(うち少数株主持分) 1,028 880

普通株式に係る期末の純資産額(百万円) 37,231 1,708

１株当たり純資産額の算定に用いられた
期末の普通株式の数(千株)

25,893 25,890

　
２　１株当たり当期純損失金額

　
前連結会計年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

１株当たり当期純損失金額 　 　 　

　当期純損失 百万円 54,968 37,453

　普通株主に帰属しない金額 百万円 ― ―

　普通株式に係る当期純損失 百万円 54,968 37,453

　普通株式の期中平均株式数 千株 25,894 25,892

　 　 　 　

希薄化効果を有しないため、潜在株式調
整後１株当たり当期純利益金額の算定
に含めなかった潜在株式の概要

　

第３回劣後特約付無担保
転換社債型新株予約権付
社債（額面金額5,342百万
円）
この詳細については、第５
経理の状況　１連結財務諸
表等　(1)連結財務諸表　⑤
連結附属明細表の社債明
細表に記載のとおりであ
ります。

同左

　　　　　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、前連結会計年度及び当連結会計年度は純損
　　　　失が計上されているので、記載しておりません。
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(重要な後発事象)

　
前連結会計年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当行は、平成20年５月30日に、株式会社泉州銀行（本店：大阪府岸和田市　頭取：吉田憲正、以下「泉州銀行」とい

う。）と平成21年４月１日を目処に共同して持株会社を設立する方式により経営統合を進めていくことについて基

本合意いたしました。その内容等につきましては以下のとおりであります。

(1) 経営統合の目的
当行及び泉州銀行の経営統合は、関西地域における代表的な独立系の金融グループとして最良の地域金融機関

となることを目的としております。新金融グループは、地域金融機関としての公共性に鑑み、経営基盤の拡大、発展

を通じて地域金融の安定化と地域経済の健全な発展を図るとともに、経営の独立性を確保しつつ、株式会社三菱東

京ＵＦＪ銀行との資本関係の有効活用を通じて、地域顧客の利便性、サービス及び内部管理体制の質的向上を目指

します。

(2) 統合形態

当行及び泉州銀行は、平成21年４月１日を目処に、共同株式移転による持株会社を設立することに向けて、検討

・協議を進めてまいります。

(3) 経営統合後の方針

①　当行及び泉州銀行は、経営統合の目的に鑑み、両者の統合効果を最大化するために、持株会社設立後、将来的に両

行が合併することを含めて、検討・協議を進めてまいります。

②　当行及び泉州銀行は、両行の傘下の事業子会社を機能別組織とした持株会社の事業子会社とする可能性を含め

て検討してまいります。

③　当行及び泉州銀行は、両行の基幹システム等について、経営統合の目的に鑑み、その効果、コストを総合的に考慮

の上、一本化する可能性を含めて検討してまいります。

(4) 持株会社の概要

商号 公募による方法も含めて、今後両行にて協議して決定いたします。

事業内容
銀行、その他銀行法により子会社とすることのできる会社の経営管理及び附帯
する業務を行います。

本社所在地
大阪府大阪市北区茶屋町18番14号
（大阪梅田池銀ビル）

代表取締役候補者

代表取締役会長
　吉田　憲正（現：泉州銀行取締役頭取）
代表取締役社長兼ＣＥＯ(最高経営責任者)
　服部　盛隆（現：当行取締役頭取）

取締役
取締役候補者の選定方法については、両行の誠実な協議の上、最終契約締結まで
に決定いたします。

持株会社の組織
持株会社の組織については、本部組織の共同化も含めて今後両行で検討し、最終
契約の締結時点を目処に決定いたします。

決算期 毎年３月末日を決算期末とします。
 

(5) 株式移転比率

デューディリジェンス等の結果を踏まえて、両行の誠実な協議の上、最終契約締結までに決定いたします。

(6) 今後のスケジュール（予定）

最終契約締結 平成20年11月28日まで

株式移転に関する
臨時株主総会

平成21年２月末まで

新会社設立登記日 平成21年４月１日

(7) 小委員会

当行及び泉州銀行は、両行が平成20年４月１日に共同で設置した統合推進委員会の傘下に、経営統合のための具

体的施策を検討する小委員会を設置し、協議してまいります。小委員会では、経営統合以前に両行で共同して実施

が可能な施策についても併せて検討を行ってまいります。
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当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

（重要な資本金の額の減少）
当行は、平成21年６月26日開催の第87期定時株主総会において、平成21年５月15日開催の取締役会決議に基づく

「資本金の額の減少」議案を承認可決いたしました。
１．資本金の額の減少の目的
　　第87期決算において計上した37,234百万円の欠損金を解消して財務体質の改善を図るとともに、機動的な資本政
策に備えるものであります。 
２．資本金の額の減少の方法
　　発行済株式総数の変更は行わず、会社法第447条の規定に基づき、減少する資本金の額37,234百万円の全額をその
他資本剰余金に振り替えいたします。
３．資本金の額の減少のスケジュール
　　① 取締役会決議日　　　　　　　　　平成21年５月15日 
　　② 株主総会決議日　　　　　　　　　平成21年６月26日
　　③ 債権者異議申述最終期日　　　　　平成21年８月３日（予定） 
　　④ 効力発生日　　　　　　　　　　　平成21年８月14日（予定） 
４．資本金の額の減少の条件
　　本件は、銀行法に基づく当局の認可を条件といたします。
 
（重要な株式移転）
当行と株式会社泉州銀行（本店：大阪府岸和田市　頭取：吉田憲正、以下「泉州銀行」という。）（以下当行と総

称して「両行」という。）は、両行の株主総会の承認及び関係当局の認可を前提として、共同株式移転の方式により
平成21年10月１日（予定）に持株会社（以下「共同持株会社」という。）を設立すること（以下「本件株式移転」
という。）、並びに持株会社の概要及び株式移転の条件等について決議し、関係当事者の間で「経営統合契約書」
（以下「統合契約」という。）を締結し、株式移転計画書を作成いたしました。
なお、当行は、平成21年６月26日開催の第87期定時株主総会ならびに種類株主総会において、上記取締役会決議に

基づく「株式移転による完全親会社設立」議案を承認可決いたしました。議案の内容及び今後の方針等については、
以下のとおりであります。
 
１．株式移転による経営統合の概要
(１)経営統合の目的
　当行及び泉州銀行は、関西地域における代表的な独立系の金融グループとして最良の地域金融機関となることを
目的に、本件経営統合（以下「本経営統合」という。）を行います。当行、泉州銀行及び共同持株会社で構成される
新金融グループ（以下「新金融グループ」という。）は、地域金融機関としての公共性に鑑み、経営基盤の拡大、発
展を通じて地域金融の安定化と地域経済の健全な発展を図るとともに、経営の独立性を確保し、地域顧客の利便性、
サービス及び内部管理体制の質的向上を目指します。
(２)経営統合の形態
　本件株式移転により新設される共同持株会社が、当行及び泉州銀行の株式を100％保有する形態を予定しておりま
す。
２．経営統合後の方針
(１)当行及び泉州銀行は、グループとしての総合力と一体感を高め、関西地域を代表する独立系の金融グループとし
て地域社会に貢献することを目指して、経営理念と経営方針を策定いたしました。

　　■ 経営理念 
「幅広いご縁」と「進取の精神」を大切に、お客様のニーズに合ったサービスを提供し、地域の皆様に「愛さ
れる」金融グループを目指します。

　　■ 経営方針
 ① 人と人とのふれあいを大切にし、誠実で親しみやすく、お客様から最も「信頼される」金融グループを
創ります。

 ② 情報収集と時代の先取りに励み、先進的で高品質なサービスの提供によって、地域での存在感が最も高
い金融グループを創ります。 

 ③ 健全な財務体質、高い収益力、経営効率の優位性を持つとともに、透明性の高い経営を行い、株主の信頼
に応えます。 

 ④ 産・学・官のネットワークを活用し、様々なマッチングを通して、「地域との共生」を進めます。 
 ⑤ 法令やルールを厳守し、環境に配慮した企業活動を行うことによって、社会からの信頼向上に努めます。
 ⑥ グループ行員に、自由闊達に能力を発揮しまた能力向上を図れる職場を提供するとともに、よき市民と
しての成長を支援していきます。 

(２)当行及び泉州銀行は、経営統合の目的に鑑み、両者の統合効果を最大化するために、持株会社設立後６カ月程度
を目途に、池田銀行を存続会社として合併いたします。そのため、本契約後すみやかに統合準備室を設置します。

(３)当行及び泉州銀行は、両行の基幹システムの統合等について、勘定系、情報系（サブシステムを除く。）とも、平
成24年１月を目途に、池田銀行が使用しているシステムをベースに、顧客利便性などを踏まえ一本化します。

(４)当行及び泉州銀行は、両行の傘下の事業子会社を、機能別組織とした共同持株会社の事業子会社とすることの可
能性を本件経営統合後も引き続き検討してまいります。
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当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

(５)新金融グループの経営の独立性について 
新金融グループは、株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行（以下「ＢＴＭＵ」という。）及び三菱ＵＦＪフィナンシャル
グループ（以下、「ＭＵＦＧ」といい、ＢＴＭＵ及びＢＴＭＵ以外のＭＵＦＧの子会社並びにその緊密者と併せ
て「ＭＵＦＧグループ」という。）との親密な関係を今後も継続して参りますが、新金融グループの議決権につ
いて、地域金融機関としての経営の独立性を高めるため、ＢＴＭＵと以下の通り合意しております。 
■ 本件株式移転によりＢＴＭＵ が保有する共同持株会社の普通株式持分は36％程度となり、共同持株会社は
ＢＴＭＵの持分法適用会社となる予定ですが、ＢＴＭＵ は、その保有する普通株式持分のうち、発行済普通
株式総数の３分の１に相当する持分を超える部分について本件株式移転後可及的速やかに、また20％に相当
する持分を超える部分についても、平成22年３月31日までに設定する株式処分信託に加えその他手法も活用
しながら可及的速やかに、株式の処分を進めることを予定しております。

■ ＢＴＭＵは、上記20％部分について、ＢＴＭＵのみならずＭＵＦＧグループの各社にて一定程度分散して保
有することを計画しております。 

■ 上記に加えて、ＢＴＭＵは、平成24年９月末まで、遅くとも平成26年９月末までの可能な限り早い機会にＭＵ
ＦＧ、ＢＴＭＵ 及びＢＴＭＵ以外のＭＵＦＧの子会社の保有する普通株式持分を発行済普通株式総数の
10％未満、その緊密者の保有する持分を含めても発行済普通株式総数の15％未満まで引き下げることを確約
しており、これにより共同持株会社がＭＵＦＧグループ各社の持分法適用会社から外れることを想定してお
ります。

３．株式移転の要旨
(１)株式移転の日程
株式移転基本合意承認取締役会（両行）
株式移転基本合意書締結（両行）
定時株主総会基準日（両行）
統合契約及び株式移転計画書承認取締役会（両行）
統合契約締結及び株式移転計画書作成（両行）
株式移転計画承認定時株主総会（両行）
東京証券取引所上場廃止日（当行）
大阪証券取引所上場廃止日（両行）
共同持株会社設立登記日（効力発生日）
共同持株会社上場日

 
 
平成20年５月30日
平成20年５月30日
平成21年３月31日
平成21年５月25日
平成21年５月25日
平成21年６月26日
平成21年９月25日（予定）
平成21年９月25日（予定）
平成21年10月１日（予定）
平成21年10月１日（予定）

 
(２)株式移転に係る割当ての内容（株式移転比率）

会社名 当行 泉州銀行

株式移転比率 18.5 1

(注１)株式の割当比率
１．当行の普通株式１株に対して、共同持株会社の普通株式18.5株を割当交付いたします。
２．泉州銀行の普通株式１株に対して、共同持株会社の普通株式１株を割当交付いたします。
３．当行の第一種優先株式１株に対して、共同持株会社の第一種優先株式18.5株を割当交付いたします。
４．当行の第二種優先株式１株に対して、共同持株会社の第二種優先株式18.5株を割当交付いたします。
５．泉州銀行の第一回優先株式は、本件株式移転の効力発生日までに、泉州銀行の普通株式へ転換されること
が見込まれているため、割当比率を記載しておりません。

　なお、本件株式移転により、当行又は泉州銀行の株主に交付しなければならない共同持株会社の普通株式及び第一
種優先株式、第二種優先株式の数に１株に満たない端数が生じた場合には、会社法第234条その他関連法令の規定に
従い、当該株主に対し１株に満たない端数部分に応じた金額をお支払いたします。
　上記株式移転比率は、算定の基礎となる諸条件に重大な変更が生じた場合は、両行協議のうえ、変更することがあ
ります。
(注２)共同持株会社が交付する新株式数（予定）
　　普通株式：940,231,599株に、平成21年４月１日から平成21年８月１日までに、泉州銀行が泉州銀行の第一回優

先株式を取得するのと引換えに交付した泉州銀行の普通株式の数に１を乗じた数（但し、１株未
満の端数については切り捨てるものとする。）を加えた数

    　第一種優先株式：111,000,000株
    　第二種優先株式：115,625,000株　
　 上記は平成21年３月31日現在における当行及び泉州銀行の発行済株式総数を前提として算定した株式数であり、
共同持株会社の設立までに、当行及び泉州銀行が自己株式を消却した場合や当行の新株予約権付社債に付された
新株予約権が行使された場合は、共同持株会社が発行する新株式数は変動することがあります。
(注３)共同持株会社の単元株式数
　　　普通株式　100株
　　　優先株式　100株
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(３)株式移転に係る割当ての内容の算定根拠等
①普通株式
　ア　算定の基礎
　当行及び泉州銀行は、本件株式移転に用いられる株式移転比率の算定にあたって公正性を期すため、当行は野村證
券株式会社（以下「野村證券」という。）に対し、また泉州銀行はモルガン・スタンレー証券株式会社（以下「モル
ガン・スタンレー証券」という。）及びアメリカン・アプレーザル・ジャパン株式会社（以下「アメリカン・アプ
レーザル」という。）に対し、それぞれ株式移転比率の算定を依頼しました。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　野村證券は、両行普通株式それぞれについて市場株価が存在していることから市場株価平均法による算定を行うと
ともに、両行と類似した事業を営む他の上場企業との財務的観点での比較を行うために類似会社比較法と、両行の将
来の事業活動の状況を反映するために配当割引モデル分析法（以下「ＤＤＭ法」という。）による算定も行いまし
た。各手法における算定結果は以下のとおりです。なお、下記の株式移転比率の算定レンジは、泉州銀行の普通株式１
株に対して共同持株会社の普通株式を１株割り当てる場合に、当行の普通株式１株に割り当てる共同持株会社の普
通株式数の算定レンジを記載したものです。

　 採用手法 株式移転比率の算定レンジ

① 市場株価平均法 16.0～17.4

② 類似会社比較法 8.1～24.9

③ ＤＤＭ法 17.6～21.1

　なお、市場株価平均法については、平成21年５月22日を算定基準日として、算定基準日の株価、算定基準日から遡る
５営業日の終値平均株価、並びに平成21年５月11日に公表された泉州銀行の「平成21年３月期通期の業績予想の修
正に関するお知らせ」による影響を加味するため、公表日の翌営業日から算定基準日までの終値平均株価を採用い
たしました。
　野村證券は、株式移転比率の算定に際して、両行から提供を受けた情報、一般に公開された情報等を使用し、それら
の資料、情報等が全て正確かつ完全なものであることを前提としており、独自にそれらの正確性及び完全性の検証を
行っておりません。また、両行及びその関係会社の資産又は負債（偶発債務を含みます。）について、個別の資産及び
負債の分析及び評価を含め、独自に評価、鑑定又は査定を行っておらず、第三者機関への鑑定又は査定の依頼も行っ
ておりません。野村證券の比率算定は、平成21年５月22日現在までの情報及び経済条件を反映したものであり、また、
両行の財務予測（利益計画その他の情報を含みます。）については、両行の経営陣により現時点で得られる最善の予
測及び判断に基づき合理的に作成されたことを前提としております。
 
　モルガン・スタンレー証券は、両行の市場株価や将来収益力等を多角的に分析するため、両行について市場株価法、
類似企業比較法、配当割引分析法（ＤＤＭ法）等に基づく分析結果を総合的に勘案して当該株式移転比率の算定を
行いました。
　モルガン・スタンレー証券による株式移転比率の算定結果は以下のとおりです（以下の株式移転比率の算定レン
ジは、泉州銀行の普通株式１株に対して共同持株会社の普通株式を１株割り当てる場合に、当行の普通株式１株に割
り当てる共同持株会社の普通株式数の算定レンジを記載したものです。）。

　 採用手法 株式移転比率の算定レンジ

① 市場株価法 16.0～20.3

② 類似企業比較法 3.3～21.9

③ ＤＤＭ法 7.2～22.8

　モルガン・スタンレー証券は、上記株式移転比率の算定を行うに際し、両行から提供を受けた情報及び一般に公開
された情報等を原則としてそのまま採用し、それらの資料及び情報等が、全て正確かつ完全なものであることを前提
としており、独自にそれらの正確性及び完全性の検証を行っておりません。また、両行とその関係会社の資産又は負
債（簿外資産及び負債、その他偶発債務を含みます。）について、独自に評価、鑑定又は査定を行っておらず、第三者
機関への鑑定又は査定の依頼も行っておりません。加えて、両行の財務予測及び本件株式移転から生じることが予想
されるシナジー効果に関する情報については、現時点で得られる最善の予測と判断を反映するものとして、両行の経
営陣により合理的に作成されたものであることを前提としております。モルガン・スタンレー証券による上記株式
移転比率の算定は、平成21年５月24日現在までの上記情報等を反映したものであります。
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　また、アメリカン・アプレーザルは、両行の市場株価や将来収益力等を多角的に分析するため、両行について市場株
価法、類似企業比較法、ディスカウント・キャッシュ・フロー法（ＤＣＦ法）等に基づく分析結果を総合的に勘案し
て当該株式移転比率の算定を行いました。
　アメリカン・アプレーザルによる株式移転比率の算定結果は以下のとおりです（以下の株式移転比率の算定レン
ジは、泉州銀行の普通株式１株に対して共同持株会社の普通株式を１株割り当てる場合に、当行の普通株式１株に割
り当てる共同持株会社の普通株式数の算定レンジを記載したものです。）

　 採用手法 株式移転比率の算定レンジ

① 市場株価法 16.0～20.3

② 類似企業比較法 12.6～28.0

③ ＤＣＦ法 13.4～21.9

　アメリカン・アプレーザルは、上記株式移転比率の算定を行うに際し、両行から提供を受けた情報及び一般に公開
された情報等を原則としてそのまま採用し、それらの資料及び情報等が、全て正確かつ完全なものであることを前提
としており、独自にそれらの正確性及び完全性の検証を行っておりません。また、両行とその関係会社の資産又は負
債（簿外資産及び負債、その他偶発債務を含みます。）について、独自に評価、鑑定又は査定を行っておらず、第三者
機関への鑑定又は査定の依頼も行っておりません。加えて、両行の財務予測及び本件株式移転から生じることが予想
されるシナジー効果等に関する情報については、両行の経営陣により、現時点で合理的に予測し得る最善の見積りに
基づいて作成されたものであることを前提としております。アメリカン・アプレーザルによる上記株式移転比率の
算定は、平成21年５月22日現在までの上記情報等を反映したものであります。
 
イ　算定の経緯
　上記のとおり、当行は野村證券による株式移転比率の算定結果を参考に、泉州銀行はモルガン・スタンレー証券及
びアメリカン・アプレーザルによる株式移転比率の算定結果を参考に、それぞれ両行の財務の状況、資産の状況、将
来の見通し等の要因を総合的に勘案し、両行で株式移転比率について慎重に交渉・協議を重ねた結果、平成21年５月
25日付にて、最終的に上記株式移転比率が妥当であるとの判断に至り、上記株式移転比率を合意・決定いたしまし
た。
　なお、当行は、野村證券より平成21年５月25日付にて、上記の前提条件その他一定の前提条件のもとに合意された株
式移転比率が当行の普通株主にとって財務的見地から妥当である旨の意見書を取得し、泉州銀行は、アメリカン・ア
プレーザルより、平成21年５月25日付にて、一定の条件のもとに、合意された株式移転比率が泉州銀行普通株主の立
場に即し、財務的見地から経済合理性がある旨の意見書を取得いたしました。
 
　ウ　算定機関との関係
　野村證券及びアメリカン・アプレーザルは、いずれも当行及び泉州銀行の連結財務諸表規則第15条の４に定める関
連当事者（連結子会社を含む。）または財務諸表等規則第８条第17項に定める関連当事者（以下、総称して「関連当
事者」という。）には該当いたしません。
　また、泉州銀行の算定機関であるモルガン・スタンレー証券については、(1)モルガン・スタンレー証券の親会社で
ある米国Morgan Stanley（以下「Morgan Stanley」という。）と泉州銀行の親会社である株式会社三菱ＵＦＪフィ
ナンシャル・グループ（以下「ＭＵＦＧ」という。）が、平成20年９月29日付で戦略的資本提携（以下「本資本提
携」という。）を合意し、(2)本資本提携に基づき、ＭＵＦＧは、平成20年10月13日に、Morgan Stanleyが発行する総額
90億米ドル相当の転換型及び償還型優先株式を取得し、さらに、(3)ＭＵＦＧは、Morgan Stanleyが平成21年５月７日
（ニューヨーク時間）に発表した公募増資に応募し、既に保有している償還型優先株式の一部について償還を受け
るのと引き換えに、平成21年５月22日（ニューヨーク時間）にMorgan Stanley普通株式29,375,000株を取得してお
ります。ＭＵＦＧは、Morgan Stanleyに対する一連の出資により、既に保有するMorgan Stanleyの転換型優先株式を
普通株式に転換することにより、Morgan Stanleyの議決権の20％超を取得することが可能となっています。また、
(4)Morgan Stanleyには、本資本提携に基づきＭＵＦＧが指名した取締役１名が取締役として就任しています。さら
に、(5)Morgan StanleyとＭＵＦＧは、平成21年３月26日に、モルガン・スタンレー証券とＭＵＦＧの連結子会社であ
る三菱ＵＦＪ証券株式会社とを統合して新会社を設立する旨の覚書を締結しており、またその他、両行間ではグロー
バルなアライアンス戦略の検討・協議が行われています。泉州銀行は、上記モルガン・スタンレー証券との関係に鑑
み、モルガン・スタンレー証券に対して上記株式移転比率の算定を依頼するのとは別に、アメリカン・アプレーザル
にも上記株式移転比率の算定を依頼し、かつ同社から上記の意見書を取得しています。
　なお、モルガン・スタンレー証券は当行の関連当事者には該当いたしません。
 
②優先株式
　当行及び泉州銀行は、当行が発行している第一種優先株式及び第二種優先株式（以下「対象優先株式」という。）
については、普通株式のように市場価格が存在しないため、普通株式の株式移転比率を考慮した上で、共同持株会社
にて新たに交付する優先株式を対象優先株式のそれぞれの発行要項と割当比率を通じて同一の条件を発行要項に定
めることとし、当行の発行する第一種優先株式１株につき共同持株会社の第一種優先株式18.5株を割当交付し、ま
た、当行の発行する第二種優先株式１株につき共同持株会社の第二種優先株式18.5株を割当交付することで合意し
ております。
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(４)完全子会社の新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い
　当行が発行している第３回劣後特約付無担保転換社債型新株予約権付社債については、同社債要項第９条(２)項に
基づき、共同持株会社成立の日の前日までに全額繰上償還する予定です。
　なお、泉州銀行は、新株予約権及び新株予約権付社債を発行しておりません。
(５)完全子会社の自己株式に関する取扱い
　当行及び泉州銀行は、本件株式移転効力発生日の前日までに、保有する自己株式のうち実務上消却可能な範囲の株
式を消却する予定です。
(６)共同持株会社の上場申請に関する事項
　当行及び泉州銀行は、新たに設立する共同持株会社の株式について、東京証券取引所及び大阪証券取引所に新規上
場申請を行う予定です。上場日は、平成21年10月１日を予定しております。また、当行及び泉州銀行は本件株式移転に
より共同持株会社の完全子会社となりますので、共同持株会社の上場に伴い、当行につきましては平成21年９月25日
に東京証券取引所及び大阪証券取引所を、泉州銀行につきましては平成21年９月25日に大阪証券取引所を上場廃止
となる予定です。なお、上場廃止の期日につきましては、当行は東京証券取引所及び大阪証券取引所、泉州銀行は大阪
証券取引所の規則により規定されます。
 
４．株式移転の当事会社の概要
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成21年３月31日時点）

(１)商号 株式会社　池田銀行 株式会社　泉州銀行

(２)事業内容 普通銀行業務 普通銀行業務

(３)設立年月日 昭和26年９月１日 昭和26年１月25日

(４)本店所在地 大阪府池田市城南２丁目１番11号 大阪府岸和田市宮本町26番15号

(５)代表者の役職・氏名 取締役頭取　服部　盛隆 取締役頭取　吉田　憲正

(６)資本金 768億65百万円 445億75百万円

(７)発行済株式数
普通株式       25,927,437株
第一種優先株式  6,000,000株
第二種優先株式  6,250,000株

普通株式       460,574,015株
第一回優先株式   7,530,000株

(８)純資産（連結） 575億円 740億円

(９)総資産（連結） ２兆5,500億円 ２兆2,211億円

(10)預金残高 ２兆2,537億円 １兆8,449億円

(11)貸出金残高 １兆6,656億円 １兆7,299億円

(12)決算期 ３月31日 ３月31日

(13)従業員数（連結） 1,294名 1,430名

(14)店舗数（出張所含む）76ヶ店 64ヶ店

(15)店舗外ＡＴＭ
（うちPatsat）

102ヶ所（46駅61ヶ所） 74ヶ所

(16)大株主及び持株比率

日本トラスティ・サービス
信託銀行㈱　　　　　　　7.40％
㈱みずほコーポレート銀行
                        3.51％
阪急阪神ホールディングス㈱
                        3.45％

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行　67.26％
日本興亜損害保険㈱　　 2.01％
泉州銀行職員持株会　   1.28％

(17)当事会社間の関係等 資本関係 該当事項はありません。

　 人的関係 該当事項はありません。

　 取引関係

ＡＴＭ提携、外貨両替提携、ビジネ
スマッチングフェア・ビジネス商
談会への相互参加等を行っており
ます。

　 関連当事者への該当状況 該当事項はありません。
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当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

５．株式移転により新たに設立する会社の状況

(１)商号
株式会社　池田泉州ホールディングス
（英文名称：Senshu Ikeda Holdings,Inc.）

(２)事業内容
銀行、その他銀行法により子会社とすることができる会社の経営管理及びこ
れに付帯する業務を行います。

(３)本店所在地 大阪府大阪市北区茶屋町18番14号（大阪梅田池銀ビル）

(４)代表者及び役員の就任予
定

代表取締役会長 吉田　憲正 （現：泉州銀行取締役頭取）

　
代表取締役社長兼ＣＥＯ
（最高経営責任者）

服部　盛隆 （現：当行取締役頭取）

　 取締役 小川　昭一 （現：当行取締役副頭取）

　 取締役 豊永　喬 （現：泉州銀行取締役副頭取）

　 取締役 小宮　昇 （現：当行専務取締役）

　 取締役 伊藤　清継 （現：泉州銀行専務取締役）

　 取締役 昌尾　一弘 （現：当行専務取締役）

　 取締役 瀧川　明秀 （現：泉州銀行専務取締役）

　 取締役 藤田　博久 （現：当行常務取締役）

　 取締役 片岡　和行 （現：泉州銀行専務取締役）

　 取締役（社外） 畔柳　信雄
（現：㈱三菱東京ＵＦJ銀行
　　　取締役会長

　 監査役 堀井　勝利 （現：当行監査役）

　 監査役 辻　太保 （現：泉州銀行監査役）

　 監査役（社外） 今中　利昭(※) （現：当行監査役(社外)）

　 監査役（社外） 佐々木　敏昭(※)（現：泉州銀行監査役(社外)）

　 補欠監査役（社外）

久保井　一匡
（社外監査役
　佐々木　敏昭の
　補欠監査役）

（現：泉州銀行補欠監査役）

　 補欠監査役（社外）

大橋　太朗
（社外監査役
　今中　利昭の
　補欠監査役）

（現：当行監査役（社外））

　 (※)会社法第２条第16号に定める「社外監査役」です。

(５)資本金 500億円

(６)資本準備金 125億円

(７)純資産（連結） 未定

(８)総資産（連結） 未定

(９)決算期 ３月31日

(10)上場証券取引所 東京証券取引所、大阪証券取引所

(11)会計監査人 新日本有限責任監査法人

(12)株主名簿管理人 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社
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当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

（多額の社債の繰上償還）
　当行は、平成21年５月25日開催の取締役会において、株式会社池田銀行第３回劣後特約付無担保転換社債型新株予
約権付社債（「以下「本新株予約権付社債」といいます。）の繰上償還を決議いたしました。
１．繰上償還を行う理由
　　当行と株式会社泉州銀行（以下、「両行」という。）は、株式移転の方法により共同持株会社を設立することにつ
いて合意し、株式移転計画を作成すること、並びに当該株式移転計画の承認を求める議案を平成21年６月26日開催
予定の当行の定時株主総会に付議することを決議いたしました。両行は、株主総会の承認決議等所要の手続きを経
た上で、平成21年10月１日を効力発生日（予定）として、株式移転の方法により共同持株会社である株式会社池田
泉州ホールディングスを設立し、その完全子会社となる予定です。これに伴い、現在証券取引所に上場されている
本新株予約権付社債については、上場廃止となる予定であることから、本新株予約権付社債の社債要項に基づき、
繰上償還を実施いたします。 
　なお、当行は、かかる繰上償還の結果取得する本新株予約権付社債に付された新株予約権を、同時に無償にて消却
いたします。 
２．繰上償還する銘柄
　　株式会社池田銀行第３回劣後特約付無担保転換社債型新株予約権付社債
３．繰上償還金額
　　額面100円につき金101円
４．繰上償還期日
　　平成21年９月11日（金）（予定）
５．繰上償還の方法
　　未償還残高の全額繰上償還によります。（平成21年５月31日付未償還残高：5,342百万円）
６．償還資金の調達方法
　　全額自己資金により償還いたします。
７．償還による支払利息の減少見込額
　　58百万円
８．繰上償還の条件
　　平成21年６月26日開催予定の当行の定時株主総会ならびに種類株主総会、株式会社泉州銀行の定時株主総会にお
いて、上記株式移転計画の承認を求める議案が承認されることを条件といたします。

　　なお、平成21年６月26日開催の当行の定時株主総会ならびに種類株主総会、株式会社泉州銀行の定時株主総会にお
いて、上記株式移転計画は承認可決されました。
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⑤ 【連結附属明細表】

【社債明細表】
　

会社名 銘柄 発行年月日
前期末残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

利率
(％)

担保 償還期限

当行

第３回劣後特約付
無担保転換社債型
新株予約権付社債
(注１)（注２）

平成16年
１月22日

5,342 5,3421.100無担保社債
平成23年
３月31日

第５回国内劣後
特約付無担保社債

平成16年
９月24日

2,000 2,0002.290無担保社債
平成26年
９月24日

第６回国内劣後
特約付無担保社債

平成17年
２月23日

15,00015,0001.170無担保社債
平成27年
２月23日

第７回国内劣後
特約付無担保社債

平成18年
９月29日

15,00015,0001.780無担保社債
平成28年
９月29日

第８回国内劣後
特約付無担保社債

平成19年
３月20日

5,000 5,0001.790無担保社債
平成29年
３月17日

第９回国内劣後
特約付無担保社債

平成19年
12月28日

3,000 3,0003.060無担保社債 ―

合計 ― 45,34245,342― ― ―

(注) １　新株予約権付社債に関する記載は次のとおりであります。

　

発行
すべき株式

新株予約権
の発行価額
(円)

株式の
発行価格
(円)

発行価額
の総額
(百万円)

新株予約権の
行使により発行
した株式の発行
価額の総額
(百万円)

新株予約権
の付与割合
(％)

新株予約権
の行使期間

代用払込
に関する
事項

普通株式 無償 5,04310,000 4,658 100
平成16.2.9
～23.3.30

(注)

(注)　本新株予約権付社債の社債権者が本新株予約権を行使したときは、本社債の金額の償還に代えて当該

本新株予約権の行使に際して払込をなすべき額の全額の払込とする請求があったものとみなすことと

しております。

２　重要な後発事象に記載のとおり、当行は、平成21年５月25日開催の取締役会において、株式会社池田銀行第３回

劣後特約付無担保転換社債型新株予約権付社債の繰上償還を決議いたしました。

３　連結決算日後５年以内における償還予定額は次のとおりであります。

　
１年以内
(百万円)

１年超２年以内
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内
(百万円)

― 5,342 ― ― ―
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【借入金等明細表】
　

区分
前期末残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率(％) 返済期限

借用金 28,121 21,017 2.18 ―

　再割引手形 ― ― ― ―

　借入金 28,121 21,017 2.18
平成21年６月～
平成29年10月

１年以内に返済予定のリース
債務

― ― ― ―

リース債務(１年以内に返済予
定のものを除く。)

― ― ― ―

(注) １　「平均利率」は、期末日現在の「利率」及び「当期末残高」により算出(加重平均)しております。

２　借入金の連結決算日後５年以内における返済額は次のとおりであります。

　

　
１年以内
(百万円)

１年超２年以内
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内
(百万円)

借入金 2,255 1,382 769 442 118

　
銀行業は、預金の受入れ、コール・手形市場からの資金の調達・運用等を営業活動として行って

いるため、借入金等明細表については連結貸借対照表中「負債の部」の「借用金」勘定の内訳を

記載しております。

(参考)　営業活動として資金調達を行っている約束手形方式によるコマーシャル・ペーパーの

発行状況

　　　　該当ありません。
　
(2) 【その他】
　

当連結会計年度における四半期情報

　

　 　 　

第１四半期
(自 平成20年
    ４月１日
至 平成20年
    ６月30日)

第２四半期
(自 平成20年
    ７月１日
至 平成20年
    ９月30日)

第３四半期
(自 平成20年
    10月１日
至 平成20年
    12月31日)

第４四半期
(自 平成21年
    １月１日
至 平成21年
    ３月31日)

経常収益 （百万円） 21,081 22,034 25,511 18,415

税金等調整前四半期
純利益金額）
（△は税金等調整前
四半期純損失金額）

（百万円） 2,047 △3,107 △20,098 △14,643

四半期純利益金額
（△は四半期純損失
金額）

（百万円） 2,006 △3,754 △20,031 △15,674

１株当たり四半期
純利益金額
（△は１株当たり四半期
純損失金額）

（円） 77.50 △145.00 △773.65 △605.40

(注)　一般企業の売上高に代えて、経常収益を記載しております。
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２【財務諸表等】
(1)【財務諸表】
①【貸借対照表】

（単位：百万円）

前事業年度
(平成20年３月31日)

当事業年度
(平成21年３月31日)

資産の部

現金預け金 44,680 70,925

現金 35,245 36,095

預け金 9,435 34,830

コールローン 205,000 30,000

買入金銭債権 1,429 1,350

商品有価証券 10 514

商品国債 5 514

商品地方債 4 －

金銭の信託 18,329 19,000

有価証券 ※1, ※7, ※14
 357,664

※1, ※7, ※14
 646,566

国債 178,778 298,599

地方債 9,079 51,454

社債 33,666 30,895

株式 66,299 45,584

その他の証券 69,841 220,033

貸出金 ※2, ※3, ※4, ※5, ※8
 1,599,491

※2, ※3, ※4, ※5, ※8
 1,665,625

割引手形 ※6
 26,765

※6
 18,157

手形貸付 115,022 89,963

証書貸付 1,300,838 1,399,887

当座貸越 156,865 157,617

外国為替 3,086 1,316

外国他店預け 2,790 1,217

買入外国為替 ※6
 145

※6
 22

取立外国為替 149 76

その他資産 421,825 48,476

前払費用 0 63

未収収益 4,535 3,499

先物取引差入証拠金 2,209 2,099

先物取引差金勘定 502 －

金融派生商品 713 63

未収入金 397,570 －

その他の資産 ※7
 16,293

※7
 42,749

有形固定資産 ※9, ※10
 23,324

※9, ※10
 22,666

建物 10,886 10,599

土地 8,592 8,592

リース資産 23

その他の有形固定資産 3,845 3,450

無形固定資産 4,108 3,493

ソフトウエア 3,475 2,871

リース資産 2

その他の無形固定資産 633 619

繰延税金資産 23,197 21,214

支払承諾見返 17,362 14,883

貸倒引当金 △14,596 △16,375

資産の部合計 2,704,912 2,529,655
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（単位：百万円）

前事業年度
(平成20年３月31日)

当事業年度
(平成21年３月31日)

負債の部

預金 ※7
 2,191,128

※7
 2,253,735

当座預金 62,209 59,693

普通預金 845,099 827,914

貯蓄預金 29,278 26,305

通知預金 9,783 8,169

定期預金 1,230,553 1,315,339

定期積金 843 274

その他の預金 13,360 16,038

譲渡性預金 100 －

債券貸借取引受入担保金 344,103 ※7
 107,039

借用金 ※11
 20,861

※11
 13,940

借入金 20,861 13,940

外国為替 152 80

売渡外国為替 129 80

未払外国為替 23 0

社債 ※12
 40,000

※12
 40,000

新株予約権付社債 ※13
 5,342

※13
 5,342

その他負債 18,083 37,053

未払法人税等 161 223

未払費用 4,833 6,098

前受収益 1,175 1,035

従業員預り金 511 485

給付補てん備金 1 0

金融派生商品 311 39

リース債務 24

その他の負債 11,087 29,144

退職給付引当金 453 413

役員退職慰労引当金 251 284

睡眠預金払戻損失引当金 119 48

偶発損失引当金 71 266

支払承諾 17,362 14,883

負債の部合計 2,638,030 2,473,088

純資産の部

資本金 64,365 76,865

資本剰余金 48,126 22,771

資本準備金 － 2

その他資本剰余金 48,126 22,769

利益剰余金 △37,840 △37,234

その他利益剰余金 △37,840 △37,234

別途積立金 10,000 －

繰越利益剰余金 △47,840 △37,234

自己株式 △185 △196

株主資本合計 74,465 62,205

その他有価証券評価差額金 △7,570 △5,637

繰延ヘッジ損益 △13 △0

評価・換算差額等合計 △7,583 △5,638

純資産の部合計 66,882 56,567

負債及び純資産の部合計 2,704,912 2,529,655
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②【損益計算書】
（単位：百万円）

前事業年度
(自 平成19年４月１日
　至 平成20年３月31日)

当事業年度
(自 平成20年４月１日
　至 平成21年３月31日)

経常収益 81,966 76,682

資金運用収益 54,434 54,608

貸出金利息 30,837 31,392

有価証券利息配当金 23,057 22,837

コールローン利息 424 267

買入手形利息 0 －

預け金利息 13 8

その他の受入利息 100 102

役務取引等収益 8,341 7,078

受入為替手数料 1,599 1,517

その他の役務収益 6,741 5,560

その他業務収益 6,985 9,555

外国為替売買益 18 253

商品有価証券売買益 3 4

国債等債券売却益 6,953 9,296

金融派生商品収益 8 －

その他の業務収益 1 0

その他経常収益 12,205 5,439

株式等売却益 10,523 4,422

金銭の信託運用益 471 244

その他の経常収益 1,210 772

経常費用 146,285 110,832

資金調達費用 23,325 12,890

預金利息 7,584 8,177

譲渡性預金利息 0 4

コールマネー利息 578 105

債券貸借取引支払利息 13,019 3,089

借用金利息 351 526

社債利息 696 669

新株予約権付社債利息 58 58

金利スワップ支払利息 1,030 252

その他の支払利息 4 6

役務取引等費用 3,660 3,784

支払為替手数料 331 383

その他の役務費用 3,329 3,401

その他業務費用 69,008 25,089

国債等債券売却損 27,797 6,258

国債等債券償還損 25,706 734

国債等債券償却 15,504 18,073

金融派生商品費用 － 22

営業経費 26,385 28,069

その他経常費用 23,905 40,998

貸倒引当金繰入額 743 5,808

貸出金償却 9,710 6,888

株式等売却損 4,937 807

株式等償却 7,052 17,276

金銭の信託運用損 1,052 939

その他の経常費用 409 ※1
 9,279

経常損失（△） △64,319 △34,150
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（単位：百万円）

前事業年度
(自 平成19年４月１日
　至 平成20年３月31日)

当事業年度
(自 平成20年４月１日
　至 平成21年３月31日)

特別利益 737 571

償却債権取立益 705 500

睡眠預金払戻損失引当金戻入益 32 70

特別損失 198 1,624

固定資産処分損 46 142

減損損失 － 1

過年度睡眠預金払戻損失引当金繰入額 151 －

退職給付信託設定損 － 1,481

税引前当期純損失（△） △63,780 △35,203

法人税、住民税及び事業税 68 47

法人税等調整額 △8,834 1,983

法人税等合計 2,030

当期純損失（△） △55,015 △37,234
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③【株主資本等変動計算書】
（単位：百万円）

前事業年度
(自 平成19年４月１日
　至 平成20年３月31日)

当事業年度
(自 平成20年４月１日
　至 平成21年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 49,364 64,365

当期変動額

新株の発行（新株予約権の行使） 0 －

新株の発行 15,000 12,500

当期変動額合計 15,000 12,500

当期末残高 64,365 76,865

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 33,126 －

当期変動額

新株の発行（新株予約権の行使） 0 －

新株の発行 15,000 12,500

準備金から剰余金への振替 △48,126 △12,500

剰余金（その他資本剰余金）の配当 － 2

当期変動額合計 △33,126 2

当期末残高 － 2

その他資本剰余金

前期末残高 0 48,126

当期変動額

準備金から剰余金への振替 48,126 12,500

その他資本剰余金の繰越利益剰余金へ
の振替

－ △37,840

剰余金（その他資本剰余金）の配当 － △15

自己株式の処分 △0 △1

当期変動額合計 48,125 △25,356

当期末残高 48,126 22,769

資本剰余金合計

前期末残高 33,126 48,126

当期変動額

新株の発行（新株予約権の行使） 0 －

新株の発行 15,000 12,500

準備金から剰余金への振替 － －

その他資本剰余金の繰越利益剰余金へ
の振替

－ △37,840

剰余金（その他資本剰余金）の配当 － △12

自己株式の処分 △0 △1

当期変動額合計 14,999 △25,354

当期末残高 48,126 22,771
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（単位：百万円）

前事業年度
(自 平成19年４月１日
　至 平成20年３月31日)

当事業年度
(自 平成20年４月１日
　至 平成21年３月31日)

利益剰余金

利益準備金

前期末残高 682 －

当期変動額

剰余金の配当 336 －

利益準備金の繰越利益剰余金への振替 △1,018 －

当期変動額合計 △682 －

当期末残高 － －

その他利益剰余金

別途積立金

前期末残高 10,000 10,000

当期変動額

別途積立金の繰越利益剰余金への
振替

－ △10,000

当期変動額合計 － △10,000

当期末残高 10,000 －

繰越利益剰余金

前期末残高 8,175 △47,840

当期変動額

利益準備金の繰越利益剰余金への
振替

1,018 －

別途積立金の繰越利益剰余金への
振替

－ 10,000

その他資本剰余金の繰越利益剰余
金への振替

－ 37,840

剰余金の配当 △2,019 －

当期純損失（△） △55,015 △37,234

当期変動額合計 △56,016 10,605

当期末残高 △47,840 △37,234

利益剰余金合計

前期末残高 18,857 △37,840

当期変動額

利益準備金の繰越利益剰余金への振替 － －

別途積立金の繰越利益剰余金への振替 － －

その他資本剰余金の繰越利益剰余金へ
の振替

－ 37,840

剰余金の配当 △1,683 －

当期純損失（△） △55,015 △37,234

当期変動額合計 △56,698 605

当期末残高 △37,840 △37,234
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（単位：百万円）

前事業年度
(自 平成19年４月１日
　至 平成20年３月31日)

当事業年度
(自 平成20年４月１日
　至 平成21年３月31日)

自己株式

前期末残高 △173 △185

当期変動額

自己株式の取得 △14 △14

自己株式の処分 3 3

当期変動額合計 △11 △11

当期末残高 △185 △196

株主資本合計

前期末残高 101,175 74,465

当期変動額

新株の発行（新株予約権の行使） 1 －

新株の発行 30,000 25,000

その他資本剰余金の繰越利益剰余金への
振替

－ －

剰余金の配当 △1,683 －

剰余金（その他資本剰余金）の配当 － △12

当期純損失（△） △55,015 △37,234

自己株式の取得 △14 △14

自己株式の処分 2 2

当期変動額合計 △26,709 △12,260

当期末残高 74,465 62,205

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 8,155 △7,570

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△15,726 1,933

当期変動額合計 △15,726 1,933

当期末残高 △7,570 △5,637

繰延ヘッジ損益

前期末残高 △41 △13

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

28 12

当期変動額合計 28 12

当期末残高 △13 △0

評価・換算差額等合計

前期末残高 8,114 △7,583

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△15,697 1,945

当期変動額合計 △15,697 1,945

当期末残高 △7,583 △5,638
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（単位：百万円）

前事業年度
(自 平成19年４月１日
　至 平成20年３月31日)

当事業年度
(自 平成20年４月１日
　至 平成21年３月31日)

純資産合計

前期末残高 109,289 66,882

当期変動額

新株の発行（新株予約権の行使） 1 －

新株の発行 30,000 25,000

剰余金の配当 △1,683 －

剰余金（その他資本剰余金）の配当 － △12

当期純損失（△） △55,015 △37,234

自己株式の取得 △14 △14

自己株式の処分 2 2

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △15,697 1,945

当期変動額合計 △42,407 △10,314

当期末残高 66,882 56,567
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【重要な会計方針】

　

区分
前事業年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

１　商品有価証券の評価基準

及び評価方法

　商品有価証券の評価は、時価法(売却

原価は移動平均法により算定)により

行っております。

同左

２　有価証券の評価基準及び

評価方法

(1) 有価証券の評価は、子会社株式及

び関連会社株式については移動平均

法による原価法、その他有価証券の

うち時価のあるものについては決算

日の市場価格等に基づく時価法（売

却原価は移動平均法により算定）、

時価のないものについては移動平均

法による原価法又は償却原価法（定

額法）により行っております。

　なお、その他有価証券の評価差額に

ついては、全部純資産直入法により

処理しております。

(1) 有価証券の評価は、子会社株式及

び関連会社株式については移動平均

法による原価法、その他有価証券の

うち時価のある株式及び投資信託に

ついては決算日前１カ月の市場価格

等の平均に基づく時価法(売却原価

は移動平均法により算定)、それ以外

については決算日の市場価格等に基

づく時価法（売却原価は移動平均法

により算定）、時価のないものにつ

いては移動平均法による原価法又は

償却原価法(定額法)により行ってお

ります。

　　なお、その他有価証券の評価差額に

ついては、全部純資産直入法により

処理しております。

　 　 　(会計方針の変更)

　　その他有価証券のうち時価のある株

式及び投資信託については、従来、決

算日の市場価格等に基づく時価法に

よっておりましたが、当事業年度よ

り決算日前１カ月の市場価格等の平

均に基づく時価法に変更しておりま

す。

　　この変更は、市況の短期的な変動に

よる純資産の部への影響を排除する

ことにより、財政状態をより適切に

表示するために行ったものでありま

す。

　　これにより、従来と同一の方法を採

用した場合に比べ、経常損失及び税

引前当期純損失は4,486百万円増加

し、当期純損失は2,647百万円増加し

ており、また、「有価証券」中の株式

は1,082百万円、その他の証券は

1,107百万円それぞれ減少し、その他

有価証券評価差額金は2,296百万円

増加しております。

　 (2) 有価証券運用を主目的とする単独

運用の金銭の信託において信託財産

として運用されている有価証券の評

価は、時価法により行っております。

(2)

同左

３　デリバティブ取引の評価

基準及び評価方法

　デリバティブ取引の評価は、時価法に

より行っております。
同左
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区分
前事業年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

４　固定資産の減価償却の方

法

(1) 有形固定資産

　　有形固定資産は、定額法を採用して

おります。

　　なお、主な耐用年数は次のとおりで

あります。

　　建物　　６年～50年

　　動産　　２年～15年

(1) 有形固定資産(リース資産を除く)

　　有形固定資産は、定額法を採用して

おります。

　　また、主な耐用年数は次のとおりで

あります。

　　建物　　６年～50年

　　その他　２年～15年

　 　(会計方針の変更)

　　平成19年度税制改正に伴い、平成19

年４月１日以後に取得した有形固定

資産については、改正後の法人税法

に基づく償却方法により減価償却費

を計上しております。なお、これによ

る貸借対照表等に与える影響は軽微

であります。

　

　 　(追加情報)

　　当事業年度より、平成19年３月31日

以前に取得した有形固定資産につい

ては、償却可能限度額に達した事業

年度の翌事業年度以後、残存簿価を

５年間で均等償却しております。な

お、これにより、経常損失及び税引前

当期純損失は54百万円増加し、当期

純損失は32百万円増加しておりま

す。

　

　 (2) 無形固定資産 (2) 無形固定資産(リース資産を除く)

　 　　無形固定資産は、定額法により償却

しております。なお、自社利用のソフ

トウェアについては、行内における

利用可能期間(５年)に基づいて償却

しております。

同左

　

―――

(3) リース資産

　　所有権移転外ファイナンス・リース

取引に係る「有形固定資産」及び

「無形固定資産」中のリース資産

は、リース期間を耐用年数とした定

額法によっております。なお、残存価

額については、リース契約上に残価

保証の取決めがあるものは当該残価

保証額とし、それ以外のものは零と

しております。
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区分
前事業年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

５　繰延資産の処理方法 　社債発行費及び株式交付費は、支出時

に全額費用として処理しております。

　株式交付費は、支出時に全額費用とし

て処理しております。

６　外貨建資産及び負債の本

邦通貨への換算基準

　外貨建資産・負債は、決算日の為替相

場による円換算額を付しております。
同左

７　引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

　　貸倒引当金は、予め定めている償却

・引当基準に則り、次のとおり計上

しております。

　　破産、特別清算等法的に経営破綻の

事実が発生している債務者(以下

「破綻先」という。)に係る債権及び

それと同等の状況にある債務者(以

下「実質破綻先」という。)に係る債

権については、以下のなお書きに記

載されている直接減額後の帳簿価額

から、担保の処分可能見込額及び保

証による回収可能見込額を控除し、

その残額を計上しております。また、

現在は経営破綻の状況にないが、今

後経営破綻に陥る可能性が大きいと

認められる債務者に係る債権につい

ては、債権額から、担保の処分可能見

込額及び保証による回収可能見込額

を控除し、その残額のうち、債務者の

支払能力を総合的に判断し必要と認

める額を計上しております。

　上記以外の債権については、過去の

一定期間における貸倒実績から算出

した貸倒実績率等に基づき計上して

おります。

　　すべての債権は、資産の自己査定基

準に基づき、営業関連部署が資産査

定を実施し、当該部署から独立した

資産監査部署が査定結果を監査して

おり、その査定結果に基づいて上記

の引当を行っております。

　　なお、破綻先及び実質破綻先に対す

る担保・保証付債権等については、

債権額から担保の評価額及び保証に

よる回収が可能と認められる額を控

除した残額を取立不能見込額として

債権額から直接減額しており、その

金額は20,502百万円であります。

(1) 貸倒引当金

　　貸倒引当金は、予め定めている償却

・引当基準に則り、次のとおり計上

しております。

　　破産、特別清算等法的に経営破綻の

事実が発生している債務者(以下

「破綻先」という。)に係る債権及び

それと同等の状況にある債務者(以

下「実質破綻先」という。)に係る債

権については、以下のなお書きに記

載されている直接減額後の帳簿価額

から、担保の処分可能見込額及び保

証による回収可能見込額を控除し、

その残額を計上しております。また、

現在は経営破綻の状況にないが、今

後経営破綻に陥る可能性が大きいと

認められる債務者に係る債権につい

ては、債権額から、担保の処分可能見

込額及び保証による回収可能見込額

を控除し、その残額のうち、債務者の

支払能力を総合的に判断し必要と認

める額を計上しております。

　上記以外の債権については、過去の

一定期間における貸倒実績から算出

した貸倒実績率等に基づき計上して

おります。

　　すべての債権は、資産の自己査定基

準に基づき、営業関連部署が資産査

定を実施し、当該部署から独立した

資産監査部署が査定結果を監査して

おり、その査定結果に基づいて上記

の引当を行っております。

　　なお、破綻先及び実質破綻先に対す

る担保・保証付債権等については、

債権額から担保の評価額及び保証に

よる回収が可能と認められる額を控

除した残額を取立不能見込額として

債権額から直接減額しており、その

金額は30,516百万円であります。
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区分
前事業年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

　 (2) 退職給付引当金

　　退職給付引当金は、従業員の退職給

付に備えるため、当事業年度末にお

ける退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、必要額を計上してお

ります。また、過去勤務債務及び数理

計算上の差異の費用処理方法は以下

のとおりであります。

　　過去勤務債務：その発生年度の従業

員の平均残存勤務期間内の一定の年

数(13年)による定額法により損益処

理

　　数理計算上の差異：各発生年度の従

業員の平均残存勤務期間内の一定の

年数(13年)による定額法により按分

した額を、それぞれ発生の翌事業年

度から損益処理

　　なお、会計基準変更時差異(7,389百

万円)については、15年による按分額

を費用処理しております。

　　また、厚生年金基金の代行部分に係

る会計基準変更時差異は返上時に全

額費用処理しております。

(2) 退職給付引当金

　　退職給付引当金は、従業員の退職給

付に備えるため、当事業年度末にお

ける退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、必要額を計上してお

ります。また、過去勤務債務及び数理

計算上の差異の費用処理方法は以下

のとおりであります。

　　過去勤務債務：その発生年度の従業

員の平均残存勤務期間内の一定の年

数(13年)による定額法により損益処

理

　　数理計算上の差異：各発生年度の従

業員の平均残存勤務期間内の一定の

年数(13年)による定額法により按分

した額を、それぞれ発生の翌事業年

度から損益処理

　　なお、会計基準変更時差異(7,389百

万円)については、15年による按分額

を費用処理しております。

　　また、厚生年金基金の代行部分に係

る会計基準変更時差異は返上時に全

額費用処理しております。

　 　 　(会計方針の変更)

　　「「退職給付に係る会計基準」の一

部改正(その３)」(企業会計基準第

19号平成20年７月31日)が平成21年

３月31日以前に開始する事業年度の

年度末に係る財務諸表から早期適用

できることになったことに伴い、当

事業年度末から同会計基準を適用し

ております。

　これにより、従来の方法に比べ、未

認識数理計算上の差異は2,091百万

円増加しておりますが、未認識数理

計算上の差異は発生の翌事業年度か

ら費用処理することとしているた

め、当事業年度の財務諸表に与える

影響はありません。

　 (3) 役員退職慰労引当金

役員退職慰労引当金は、役員への退

職慰労金の支出に備えるため、当行内

規に基づき、当事業年度末支給見積額

を計上しております。

(3) 役員退職慰労引当金

同左
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区分
前事業年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

　 (4) 睡眠預金払戻損失引当金

　睡眠預金払戻損失引当金は、負債計

上を中止した預金について、将来の払

戻により発生する損失に備えるため、

過去の払戻実績に基づき、将来の払戻

請求見積額を計上しております。 

　(会計方針の変更) 

　従来、負債計上を中止した預金の預

金者からの払戻請求に対しては、払戻

時に費用処理しておりましたが、将来

の払戻請求見積額を睡眠預金払戻損

失引当金として計上する方法に変更

いたしました。 

　この変更は、「租税特別措置法上の

準備金及び特別法上の引当金又は準

備金並びに役員退職慰労引当金等に

関する監査上の取扱い」（日本公認

会計士協会監査・保証実務委員会報

告第42号）が平成19年４月１日以後

開始する事業年度から適用されるこ

とになったことに伴うものでありま

す。 

(4) 睡眠預金払戻損失引当金

　睡眠預金払戻損失引当金は、負債計

上を中止した預金について、将来の払

戻により発生する損失に備えるため、

過去の払戻実績に基づき、将来の払戻

請求見積額を計上しております。 

　

　この変更により、過年度発生額151百

万円については、「過年度睡眠預金払

戻損失引当金繰入額」として特別損

失に計上し、当事業年度取崩額32百万

円については、「睡眠預金払戻損失引

当金戻入益」として特別利益に計上

しております。これにより、従来と同

一の方法を採用した場合に比べ、税引

前当期純損失は119百万円増加し、当

期純損失は70百万円増加しておりま

す。 

　なお、当該会計方針の変更が当下半

期に行われたのは、当下半期において

過去の払戻実績に基づく引当金の算

定が可能となったことによるもので

あります。 

　従って、当中間会計期間は従来の方

法によっており、変更後の方法によっ

た場合に比べ、税引前中間純利益は

107百万円多く計上され、中間純利益

は63百万円多く計上されております。
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区分
前事業年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

　 (5) 偶発損失引当金

　偶発損失引当金は、信用保証協会へ

の負担金の支払に備えるため、予め定

めている基準に基づき、将来の負担金

支払見積額を計上しております。

　(会計方針の変更) 

　従来、信用保証協会に対する負担金

の支払については、支払時に費用処理

しておりましたが、平成19年10月１日

より信用保証協会との責任共有制度

が開始されたことを契機に、将来の負

担金支払見積額を偶発損失引当金と

して計上する方法に変更いたしまし

た。 

　この変更により、経常損失及び税引

前当期純損失は71百万円増加し、当期

純損失は42百万円増加しております。

　なお、当中間会計期間は従来の方法

によっており、変更後の方法によった

場合に比べ、経常利益及び税引前中間

純利益は９百万円多く計上され、中間

純利益は５百万円多く計上されてお

ります。

(5) 偶発損失引当金

　偶発損失引当金は、信用保証協会へ

の負担金の支払に備えるため、予め定

めている基準に基づき、将来の負担金

支払見積額を計上しております。

　

８　リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に準じた会計処理によってお

ります。

　所有権移転外ファイナンス・リース

取引のうち、リース取引開始日が平成

20年４月１日前に開始する事業年度に

属するものについては、通常の賃貸借

取引に準じた会計処理によっておりま

す。

９　ヘッジ会計の方法 為替変動リスク・ヘッジ

　外貨建金融資産・負債から生じる為

替変動リスクに対するヘッジ会計の方

法は、「銀行業における外貨建取引等

の会計処理に関する会計上及び監査上

の取扱い」(日本公認会計士協会業種

別監査委員会報告第25号)に規定する

繰延ヘッジによっております。ヘッジ

有効性評価の方法については、外貨建

金銭債権債務等の為替変動リスクを減

殺する目的で行う通貨スワップ取引を

ヘッジ手段とし、ヘッジ対象である外

貨建金銭債権債務等に見合うヘッジ手

段の外貨ポジション相当額が存在する

ことを確認することによりヘッジの有

効性を評価しております。

為替変動リスク・ヘッジ

同左

10　消費税等の会計処理

 

　消費税及び地方消費税(以下、消費税

等という。)の会計処理は、税抜方式に

よっております。ただし、有形固定資産

に係る控除対象外消費税等は当事業年

度の費用に計上しております。

同左
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【会計方針の変更】
　

前事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

(金融商品に関する会計基準)

　「金融商品に関する会計基準」(企業会計基準第10号)

及び「金融商品会計に関する実務指針」(日本公認会計

士協会会計制度委員会報告第14号)等における有価証券

の範囲に関する規定が一部改正され(平成19年６月15日

付及び同７月４日付)、金融商品取引法の施行日以後に終

了する事業年度から適用されることになったことに伴

い、当事業年度から改正会計基準及び実務指針を適用し

ております。なお、これによる影響はありません。

―――

―――

(リース取引に関する会計基準)
　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、
従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって
おりましたが、「リース取引に関する会計基準」(企業
会計基準第13号平成19年３月30日)及び「リース取引に
関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第
16号同前)が平成20年４月１日以後開始する事業年度か
ら適用されることになったことに伴い、当事業年度から
同会計基準及び適用指針を適用しております。
　これにより、従来の方法に比べ、「有形固定資産」中の
リース資産は23百万円、「無形固定資産」中のリース資
産は２百万円、「その他負債」中のリース債務は24百万
円増加しております。なお、損益への影響はありません。

―――

(配当金等の収益計上方法の変更)
　市場価格等のある株式及び投資信託（以下、「株式
等」という。）の配当金等については、従来、配当金等の
支払を受けた日の属する事業年度に収益計上しており
ましたが、当事業年度から、各銘柄の配当落ち日（配当
権利付き最終売買日の翌日）をもって、前回の配当実績
又は公表されている１株当たり予想配当額に基づいて
未収配当金等を見積もり計上する方法に変更しており
ます。
　この変更は、配当金等の収益計上の時期を当該株式等
の保有期間に対応させることにより、経営成績をより適
切に表示するために行ったものであります。
　これにより、従来と同一の方法を採用した場合に比べ、
経常損失及び税引前当期純損失は887百万円減少し、当
期純損失は524百万円減少しております。
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【表示方法の変更】

　
前事業年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

(貸借対照表関係)

　前事業年度において「その他資産」中の「その他の資

産」に含めて表示しておりました「未収入金」について

は、総資産額の１/100を超えたため、当事業年度において

は区分掲記することといたしました。

　なお、前事業年度の「未収入金」は8,657百万円であり

ます。

(貸借対照表関係)

　前事業年度において区分掲記しておりました「未収入

金」（当事業年度末21,556百万円）については、総資産

額の１/100以下となったため、当事業年度においては

「その他の資産」に含めて表示しております。

　

【追加情報】
　

前事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

―――

(金融資産の時価の算定)　

　買手と売手の希望する価格差が著しく大きい変動利付

国債は市場価格を時価とみなすことができないことか

ら、経営陣の合理的な見積りに基づく合理的に算定され

た価額を時価としております。 

　なお、市場価格を時価とした場合に比べ、「国債」並び

に「その他有価証券評価差額金」はそれぞれ4,223百万

円増加しております。

　変動利付国債の合理的に算定された価額については、客

観的に信頼性があり独立した第三者であるブローカーか

ら入手した価額としております。当該合理的に算定され

た価額は固定利付国債の価格に整合的な割引率と市場で

評価されるスワップション・ボラティリティにフィット

する金利の分散をもとに将来の金利推移をモデル化した

上で、将来キャッシュ・フローを想定し、算出した現在価

値に基づき算定しております。 

　なお、上記計算における主たる価格決定変数は、割引率

については割引短期国債、10年国債、20年国債及び30年国

債、スワップションのボラティリティ期間については１

カ月から10年、スワップ期間については１年から10年を

それぞれ採用しております。 
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【注記事項】

(貸借対照表関係)

　
前事業年度

(平成20年３月31日)
当事業年度

(平成21年３月31日)

※１　関係会社の株式及び出資総額 2,191百万円
　

※１　関係会社の株式及び出資総額 2,250百万円

※２　貸出金のうち、破綻先債権額は1,489百万円、延滞債

権額は30,434百万円であります。

　　　なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が

相当期間継続していることその他の事由により元本

又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとし

て未収利息を計上しなかった貸出金(貸倒償却を

行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」

という。)のうち、法人税法施行令(昭和40年政令第97

号)第96条第１項第３号のイからホまでに掲げる事

由又は同項第４号に規定する事由が生じている貸出

金であります。

　　　また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、

破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図るこ

とを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の

貸出金であります。

※２　貸出金のうち、破綻先債権額は3,349百万円、延滞債

権額は34,963百万円であります。

　　　なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が

相当期間継続していることその他の事由により元本

又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとし

て未収利息を計上しなかった貸出金(貸倒償却を

行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」

という。)のうち、法人税法施行令(昭和40年政令第97

号)第96条第１項第３号のイからホまでに掲げる事

由又は同項第４号に規定する事由が生じている貸出

金であります。

　　　また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、

破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図るこ

とを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の

貸出金であります。

※３　貸出金のうち、３カ月以上延滞債権額は1,262百万

円であります。

　　　なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払

が、約定支払日の翌日から３月以上遅延している貸

出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないもので

あります。

※３　貸出金のうち、３カ月以上延滞債権額は703百万円

であります。

　　　なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払

が、約定支払日の翌日から３月以上遅延している貸

出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないもので

あります。

※４　貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は5,840百万円

であります。

　　　なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は

支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支

払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に

有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延

滞債権及び３カ月以上延滞債権に該当しないもので

あります。

※４　貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は3,807百万円

であります。

　　　なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は

支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支

払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に

有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延

滞債権及び３カ月以上延滞債権に該当しないもので

あります。

※５　破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権額

及び貸出条件緩和債権額の合計額は39,026百万円で

あります。

　　　なお、上記２から５に掲げた債権額は、貸倒引当金控

除前の金額であります。

※５　破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権額

及び貸出条件緩和債権額の合計額は42,823百万円で

あります。

　　　なお、上記２から５に掲げた債権額は、貸倒引当金控

除前の金額であります。

※６　手形割引は、「銀行業における金融商品会計基準適

用に関する会計上及び監査上の取扱い」(日本公認

会計士協会業種別監査委員会報告第24号)に基づき

金融取引として処理しております。これにより受け

入れた銀行引受手形、商業手形、荷付為替手形及び買

入外国為替は、売却又は(再)担保という方法で自由

に処分できる権利を有しておりますが、その額面金

額は、27,010百万円であります。

※６　手形割引は、「銀行業における金融商品会計基準適

用に関する会計上及び監査上の取扱い」(日本公認

会計士協会業種別監査委員会報告第24号)に基づき

金融取引として処理しております。これにより受け

入れた銀行引受手形、商業手形、荷付為替手形及び買

入外国為替は、売却又は(再)担保という方法で自由

に処分できる権利を有しておりますが、その額面金

額は、18,310百万円であります。
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　 前事業年度
(平成20年３月31日)

当事業年度
(平成21年３月31日)

※７　担保に供している資産は次のとおりであります。
　　　担保に供している資産

有価証券 23,714百万円
　　　担保資産に対応する債務

預金 2,292百万円
　　　上記のほか、為替決済等の取引の担保あるいは先物取
引証拠金等の代用として、有価証券28,617百万円を
差し入れております。

　　　また、その他の資産のうち保証金は4,343百万円及び
デリバティブ取引担保金は500百万円であります。

※７　担保に供している資産は次のとおりであります。
　　　担保に供している資産

有価証券 136,023百万円
　　　担保資産に対応する債務

預金 1,640百万円
債券貸借取引受入担保金 107,039百万円

　　　上記のほか、為替決済等の取引の担保あるいは先物取
引証拠金等の代用として、有価証券46,015百万円を
差し入れております。

　　　また、その他の資産のうち保証金は4,208百万円、先物
取引負担金は503百万円及びデリバティブ取引担保
金は500百万円であります。

※８　当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントラ
イン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた
場合に、契約上規定された条件について違反がない
限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約す
る契約であります。これらの契約に係る融資未実行
残高は、303,291百万円であり、すべて原契約期間が
１年以内のもの又は任意の時期に無条件で取消可能
なものであります。

　　　なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了
するものであるため、融資未実行残高そのものが必
ずしも当行の将来のキャッシュ・フローに影響を与
えるものではありません。これらの契約の多くには、
金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由
があるときは、当行が実行申し込みを受けた融資の
拒絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の
条項が付けられております。また、契約時において必
要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほ
か、契約後も定期的に予め定めている行内手続に基
づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見
直し、与信保全上の措置等を講じております。

※８　当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントラ
イン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた
場合に、契約上規定された条件について違反がない
限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約す
る契約であります。これらの契約に係る融資未実行
残高は、340,651百万円であり、すべて原契約期間が
１年以内のもの又は任意の時期に無条件で取消可能
なものであります。

　　　なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了
するものであるため、融資未実行残高そのものが必
ずしも当行の将来のキャッシュ・フローに影響を与
えるものではありません。これらの契約の多くには、
金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由
があるときは、当行が実行申し込みを受けた融資の
拒絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の
条項が付けられております。また、契約時において必
要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほ
か、契約後も定期的に予め定めている行内手続に基
づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見
直し、与信保全上の措置等を講じております。

※９　有形固定資産の減価償却累計額 18,481百万円
　

※９　有形固定資産の減価償却累計額 19,015百万円
※10　有形固定資産の圧縮記帳額 245百万円※10　有形固定資産の圧縮記帳額 245百万円
※11　借入金には、他の債務よりも債務の履行が後順位で
ある旨の特約が付された劣後特約付借入金20,500百
万円が含まれております。

※11　借入金には、他の債務よりも債務の履行が後順位で
ある旨の特約が付された劣後特約付借入金13,500百
万円が含まれております。

※12　社債は、劣後特約付無担保社債であります。 ※12　　　　　　　　　 同左
※13　新株予約権付社債は、劣後特約付無担保新株予約権
付社債であります。

※13　　　　　　　　　 同左

※14　有価証券中の社債のうち、有価証券の私募(金融商
品取引法第２条第３項)による社債に対する当行の
保証債務の額は2,380百万円であります。

※14　有価証券中の社債のうち、有価証券の私募(金融商
品取引法第２条第３項)による社債に対する当行の
保証債務の額は1,830百万円であります。

　15　銀行法第18条の定めにより剰余金の配当に制限を受
けております。

　　　剰余金の配当をする場合には、会社法第445条第４項
(資本金の額及び準備金の額)の規定にかかわらず、
当該剰余金の配当により減少する剰余金の額に５分
の１を乗じて得た額を資本準備金又は利益準備金と
して計上しております。

　　　当事業年度における当該剰余金の配当に係る利益準
備金の計上額は、336百万円であります。

　15　銀行法第18条の定めにより剰余金の配当に制限を受
けております。

　　　剰余金の配当をする場合には、会社法第445条第４項
(資本金の額及び準備金の額)の規定にかかわらず、
当該剰余金の配当により減少する剰余金の額に５分
の１を乗じて得た額を資本準備金又は利益準備金と
して計上しております。

　　　当事業年度における当該剰余金の配当に係る資本準
備金の計上額は、２百万円であります。
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(損益計算書関係)

　
前事業年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

───
※１　その他の経常費用には、株式関連派生商品費用

7,449百万円を含んでおります。

　

(株主資本等変動計算書関係)

Ⅰ　前事業年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　　自己株式の種類及び株式数に関する事項

(単位：千株)

　
前事業年度末
株式数

当事業年度
増加株式数

当事業年度
減少株式数

当事業年度末
株式数

摘要

自己株式 　 　 　 　 　

　普通株式 31 3 0 33注１、２

合計 31 3 0 33 　

(注) １　普通株式の自己株式の株式数の増加３千株は、単元未満株式の買取による取得であります。

２　普通株式の自己株式の株式数の減少０千株は、単元未満株式の買増請求による処分であります。

　

Ⅱ　当事業年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

　　自己株式の種類及び株式数に関する事項

(単位：千株)

　
前事業年度末
株式数

当事業年度
増加株式数

当事業年度
減少株式数

当事業年度末
株式数

摘要

自己株式 　 　 　 　 　

　普通株式 33 3 0 37注１、２

合計 33 3 0 37 　

(注) １　普通株式の自己株式の株式数の増加３千株は、単元未満株式の買取による取得であります。

２　普通株式の自己株式の株式数の減少０千株は、単元未満株式の買増請求による処分であります。
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(リース取引関係)

　
前事業年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

 

 

 
―――

 

１　ファイナンス・リース取引

(1) 所有権移転外ファイナンス・リース取引

①リース資産の内容

(ア)有形固定資産

主として、事務機器であります。

(イ)無形固定資産

ソフトウェアであります。

②リース資産の減価償却の方法

重要な会計方針「４　固定資産の減価償却の方

法」に記載のとおりであります。

１　リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

(2) 通常の賃貸借取引に係る方法に準じて会計処理を

行っている所有権移転外ファイナンス・リース取引

　・リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

　・リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

　 　
有形固定
資産
(百万円)

　
無形固定
資産
(百万円)

　
合計
(百万円)

取得価額
相当額

　 3,351　 313　 3,664

減価償却
累計額
相当額

　 2,620　 231　 2,852

減損損失
累計額
相当額

　 ― 　 ― 　 ―

期末残高
相当額

　 730　 81　 811

　

　 　
有形固定
資産
(百万円)

　
無形固定
資産
(百万円)

　
合計
(百万円)

取得価額
相当額

　 3,030　 313　 3,344

減価償却
累計額
相当額

　 2,633　 274　 2,908

減損損失
累計額
相当額

　 ― 　 ― 　 ―

期末残高
相当額

　 396　 38　 435

　
　　(注)　取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法によっております。

　　(注)　取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法によっております。

　・未経過リース料期末残高相当額

１年内 434百万円

１年超 377百万円

合計 811百万円

　　(注)　未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占め

るその割合が低いため、支払利子込み法によっ

ております。

　・未経過リース料期末残高相当額

１年内 222百万円

１年超 213百万円

合計 435百万円

　　(注)　未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占め

るその割合が低いため、支払利子込み法によっ

ております。

　・リース資産減損勘定の期末残高 ―百万円

　・支払リース料 658百万円

　・リース資産減損勘定の取崩高 ―百万円

　・減価償却費相当額 658百万円

　・減損損失 ―百万円

　・リース資産減損勘定の期末残高 ―百万円

　・支払リース料 441百万円

　・リース資産減損勘定の取崩額 ―百万円

　・減価償却費相当額 441百万円

　・減損損失 ―百万円
　

　・減価償却費相当額の算定方法

　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

　・減価償却費相当額の算定方法

　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

―――

２　オペレーティング・リース取引

　・オペレーティング・リース取引のうち解約不能のも

のに係る未経過リース料

１年内 219百万円

１年超 3,398百万円

合計 3,618百万円
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(有価証券関係)

○　子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの

Ⅰ　前事業年度(平成20年３月31日現在)

該当ありません。

Ⅱ　当事業年度(平成21年３月31日現在)

該当ありません。

　

次へ
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(税効果会計関係)

　
前事業年度

(平成20年３月31日)
当事業年度

(平成21年３月31日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産 　

　貸倒引当金 11,183百万円

　有価証券評価損 10,265百万円

　繰越欠損金 19,281百万円

　減価償却費 623百万円

　その他有価証券評価差額金 3,080百万円

　その他 1,374百万円

繰延税金資産小計 45,809百万円

評価性引当額 △22,528百万円

繰延税金資産合計 23,280百万円

繰延税金負債 　

　前払年金費用 △83百万円

繰延税金負債合計 △83百万円

繰延税金資産の純額 23,197百万円
 

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産 　

　貸倒引当金 16,674百万円

　有価証券評価損 10,395百万円

　繰越欠損金 27,939百万円

　減価償却費 521百万円

　その他有価証券評価差額金 2,310百万円

　その他 2,143百万円

繰延税金資産小計 59,984百万円

評価性引当額 △38,406百万円

繰延税金資産合計 21,577百万円

繰延税金負債 　

　未収配当金益金不算入 △363百万円

繰延税金負債合計 △363百万円

繰延税金資産の純額 21,214百万円
 

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主な項目別の内訳

当事業年度は税引前当期純損失となったため、記載

しておりません。

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主な項目別の内訳

同左
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(１株当たり情報)

　

　
前事業年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

１株当たり純資産額 円 1,423.87 60.54

１株当たり当期純損失金額 円 2,124.56 1,438.05

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益金額

円 ― ―

(注)　算定上の基礎

１　１株当たり純資産額

　
前事業年度末

(平成20年３月31日)
当事業年度末

(平成21年３月31日)

純資産の部の合計額(百万円) 66,882 56,567

純資産の部の合計額から控除する金額(百万円) 30,012 55,000

(うち第一種優先株式払込金額) 30,000 30,000

(うち第一種優先株式配当額) 12 ―

(うち第二種優先株式払込金額) ― 25,000

普通株式に係る期末の純資産額(百万円) 36,869 1,567

１株当たり純資産額の算定に用いられた
期末の普通株式の数(千株)

25,893 25,890

　
２　１株当たり当期純損失金額

　
前事業年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

１株当たり当期純損失金額 　 　 　

　当期純損失 百万円 55,015 37,234

　普通株主に帰属しない金額 百万円 ― ―

　普通株式に係る当期純損失 百万円 55,015 37,234

　普通株式の期中平均株式数 千株 25,894 25,892

　 　 　 　

希薄化効果を有しないため、潜在株式調
整後１株当たり当期純利益金額の算定
に含めなかった潜在株式の概要

　

第３回劣後特約付無担保
転換社債型新株予約権付
社債（額面金額5,342百万
円）
この詳細については、第５
経理の状況　１連結財務諸
表等　(1)連結財務諸表　⑤
連結附属明細表の社債明
細表に記載のとおりであ
ります。

同左

　　　　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、前事業年度及び当事業年度は純損失が計上されて

いるので、記載しておりません。
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(重要な後発事象)

　
前事業年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当行は、平成20年５月30日に、株式会社泉州銀行（本店：大阪府岸和田市　頭取：吉田憲正、以下「泉州銀行」とい

う。）と平成21年４月１日を目処に共同して持株会社を設立する方式により経営統合を進めていくことについて基

本合意いたしました。その内容等につきましては以下のとおりであります。

(1) 経営統合の目的
当行及び泉州銀行の経営統合は、関西地域における代表的な独立系の金融グループとして最良の地域金融機関

となることを目的としております。新金融グループは、地域金融機関としての公共性に鑑み、経営基盤の拡大、発展

を通じて地域金融の安定化と地域経済の健全な発展を図るとともに、経営の独立性を確保しつつ、株式会社三菱東

京ＵＦＪ銀行との資本関係の有効活用を通じて、地域顧客の利便性、サービス及び内部管理体制の質的向上を目指

します。

(2) 統合形態

当行及び泉州銀行は、平成21年４月１日を目処に、共同株式移転による持株会社を設立することに向けて、検討

・協議を進めてまいります。

(3) 経営統合後の方針

①　当行及び泉州銀行は、経営統合の目的に鑑み、両者の統合効果を最大化するために、持株会社設立後、将来的に両

行が合併することを含めて、検討・協議を進めてまいります。

②　当行及び泉州銀行は、両行の傘下の事業子会社を機能別組織とした持株会社の事業子会社とする可能性を含め

て検討してまいります。

③　当行及び泉州銀行は、両行の基幹システム等について、経営統合の目的に鑑み、その効果、コストを総合的に考慮

の上、一本化する可能性を含めて検討してまいります。

(4) 持株会社の概要

商号 公募による方法も含めて、今後両行にて協議して決定いたします。

事業内容
銀行、その他銀行法により子会社とすることのできる会社の経営管理及び附帯
する業務を行います。

本社所在地
大阪府大阪市北区茶屋町18番14号
（大阪梅田池銀ビル）

代表取締役候補者

代表取締役会長
　吉田　憲正（現：泉州銀行取締役頭取）
代表取締役社長兼ＣＥＯ(最高経営責任者)
　服部　盛隆（現：当行取締役頭取）

取締役
取締役候補者の選定方法については、両行の誠実な協議の上、最終契約締結まで
に決定いたします。

持株会社の組織
持株会社の組織については、本部組織の共同化も含めて今後両行で検討し、最終
契約の締結時点を目処に決定いたします。

決算期 毎年３月末日を決算期末とします。
 

(5) 株式移転比率

デューディリジェンス等の結果を踏まえて、両行の誠実な協議の上、最終契約締結までに決定いたします。

(6) 今後のスケジュール（予定）

最終契約締結 平成20年11月28日まで

株式移転に関する
臨時株主総会

平成21年２月末まで

新会社設立登記日 平成21年４月１日

(7) 小委員会

当行及び泉州銀行は、両行が平成20年４月１日に共同で設置した統合推進委員会の傘下に、経営統合のための具

体的施策を検討する小委員会を設置し、協議してまいります。小委員会では、経営統合以前に両行で共同して実施

が可能な施策についても併せて検討を行ってまいります。
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当事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

（重要な資本金の額の減少）
当行は、平成21年６月26日開催の第87期定時株主総会において、平成21年５月15日開催の取締役会決議に基づく

「資本金の額の減少」議案を承認可決いたしました。
１．資本金の額の減少の目的
　　第87期決算において計上した37,234百万円の欠損金を解消して財務体質の改善を図るとともに、機動的な資本政
策に備えるものであります。 
２．資本金の額の減少の方法
　　発行済株式総数の変更は行わず、会社法第447条の規定に基づき、減少する資本金の額37,234百万円の全額をその
他資本剰余金に振り替えいたします。
３．資本金の額の減少のスケジュール
　　① 取締役会決議日　　　　　　　　　平成21年５月15日 
　　② 株主総会決議日　　　　　　　　　平成21年６月26日
　　③ 債権者異議申述最終期日　　　　　平成21年８月３日（予定） 
　　④ 効力発生日　　　　　　　　　　　平成21年８月14日（予定） 
４．資本金の額の減少の条件
　　本件は、銀行法に基づく当局の認可を条件といたします。
 
（重要な株式移転）
当行と株式会社泉州銀行（本店：大阪府岸和田市　頭取：吉田憲正、以下「泉州銀行」という。）（以下当行と総

称して「両行」という。）は、両行の株主総会の承認及び関係当局の認可を前提として、共同株式移転の方式により
平成21年10月１日（予定）に持株会社（以下「共同持株会社」という。）を設立すること（以下「本件株式移転」
という。）、並びに持株会社の概要及び株式移転の条件等について決議し、関係当事者の間で「経営統合契約書」
（以下「統合契約」という。）を締結し、株式移転計画書を作成いたしました。
なお、当行は、平成21年６月26日開催の第87期定時株主総会ならびに種類株主総会において、上記取締役会決議に

基づく「株式移転による完全親会社設立」議案を承認可決いたしました。議案の内容及び今後の方針等については、
以下のとおりであります。
 
１．株式移転による経営統合の概要
(１)経営統合の目的
　当行及び泉州銀行は、関西地域における代表的な独立系の金融グループとして最良の地域金融機関となることを
目的に、本件経営統合（以下「本経営統合」という。）を行います。当行、泉州銀行及び共同持株会社で構成される
新金融グループ（以下「新金融グループ」という。）は、地域金融機関としての公共性に鑑み、経営基盤の拡大、発
展を通じて地域金融の安定化と地域経済の健全な発展を図るとともに、経営の独立性を確保し、地域顧客の利便性、
サービス及び内部管理体制の質的向上を目指します。
(２)経営統合の形態
　本件株式移転により新設される共同持株会社が、当行及び泉州銀行の株式を100％保有する形態を予定しておりま
す。
２．経営統合後の方針
(１)当行及び泉州銀行は、グループとしての総合力と一体感を高め、関西地域を代表する独立系の金融グループとし
て地域社会に貢献することを目指して、経営理念と経営方針を策定いたしました。

　　■ 経営理念 
「幅広いご縁」と「進取の精神」を大切に、お客様のニーズに合ったサービスを提供し、地域の皆様に「愛さ
れる」金融グループを目指します。

　　■ 経営方針
 ① 人と人とのふれあいを大切にし、誠実で親しみやすく、お客様から最も「信頼される」金融グループを
創ります。

 ② 情報収集と時代の先取りに励み、先進的で高品質なサービスの提供によって、地域での存在感が最も高
い金融グループを創ります。 

 ③ 健全な財務体質、高い収益力、経営効率の優位性を持つとともに、透明性の高い経営を行い、株主の信頼
に応えます。 

 ④ 産・学・官のネットワークを活用し、様々なマッチングを通して、「地域との共生」を進めます。 
 ⑤ 法令やルールを厳守し、環境に配慮した企業活動を行うことによって、社会からの信頼向上に努めます。
 ⑥ グループ行員に、自由闊達に能力を発揮しまた能力向上を図れる職場を提供するとともに、よき市民と
しての成長を支援していきます。 

(２)当行及び泉州銀行は、経営統合の目的に鑑み、両者の統合効果を最大化するために、持株会社設立後６カ月程度
を目途に、池田銀行を存続会社として合併いたします。そのため、本契約後すみやかに統合準備室を設置します。

(３)当行及び泉州銀行は、両行の基幹システムの統合等について、勘定系、情報系（サブシステムを除く。）とも、平
成24年１月を目途に、池田銀行が使用しているシステムをベースに、顧客利便性などを踏まえ一本化します。

(４)当行及び泉州銀行は、両行の傘下の事業子会社を、機能別組織とした共同持株会社の事業子会社とすることの可
能性を本件経営統合後も引き続き検討してまいります。
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当事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

(５)新金融グループの経営の独立性について 
新金融グループは、株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行（以下「ＢＴＭＵ」という。）及び三菱ＵＦＪフィナンシャル
グループ（以下、「ＭＵＦＧ」といい、ＢＴＭＵ及びＢＴＭＵ以外のＭＵＦＧの子会社並びにその緊密者と併せ
て「ＭＵＦＧグループ」という。）との親密な関係を今後も継続して参りますが、新金融グループの議決権につ
いて、地域金融機関としての経営の独立性を高めるため、ＢＴＭＵと以下の通り合意しております。 
■ 本件株式移転によりＢＴＭＵ が保有する共同持株会社の普通株式持分は36％程度となり、共同持株会社は
ＢＴＭＵの持分法適用会社となる予定ですが、ＢＴＭＵ は、その保有する普通株式持分のうち、発行済普通
株式総数の３分の１に相当する持分を超える部分について本件株式移転後可及的速やかに、また20％に相当
する持分を超える部分についても、平成22年３月31日までに設定する株式処分信託に加えその他手法も活用
しながら可及的速やかに、株式の処分を進めることを予定しております。

■ ＢＴＭＵは、上記20％部分について、ＢＴＭＵのみならずＭＵＦＧグループの各社にて一定程度分散して保
有することを計画しております。 

■ 上記に加えて、ＢＴＭＵは、平成24年９月末まで、遅くとも平成26年９月末までの可能な限り早い機会にＭＵ
ＦＧ、ＢＴＭＵ 及びＢＴＭＵ以外のＭＵＦＧの子会社の保有する普通株式持分を発行済普通株式総数の
10％未満、その緊密者の保有する持分を含めても発行済普通株式総数の15％未満まで引き下げることを確約
しており、これにより共同持株会社がＭＵＦＧグループ各社の持分法適用会社から外れることを想定してお
ります。

３．株式移転の要旨
(１)株式移転の日程
株式移転基本合意承認取締役会（両行）
株式移転基本合意書締結（両行）
定時株主総会基準日（両行）
統合契約及び株式移転計画書承認取締役会（両行）
統合契約締結及び株式移転計画書作成（両行）
株式移転計画承認定時株主総会（両行）
東京証券取引所上場廃止日（当行）
大阪証券取引所上場廃止日（両行）
共同持株会社設立登記日（効力発生日）
共同持株会社上場日

 
 
平成20年５月30日
平成20年５月30日
平成21年３月31日
平成21年５月25日
平成21年５月25日
平成21年６月26日
平成21年９月25日（予定）
平成21年９月25日（予定）
平成21年10月１日（予定）
平成21年10月１日（予定）

 
(２)株式移転に係る割当ての内容（株式移転比率）

会社名 当行 泉州銀行

株式移転比率 18.5 1

(注１)株式の割当比率
１．当行の普通株式１株に対して、共同持株会社の普通株式18.5株を割当交付いたします。
２．泉州銀行の普通株式１株に対して、共同持株会社の普通株式１株を割当交付いたします。
３．当行の第一種優先株式１株に対して、共同持株会社の第一種優先株式18.5株を割当交付いたします。
４．当行の第二種優先株式１株に対して、共同持株会社の第二種優先株式18.5株を割当交付いたします。
５．泉州銀行の第一回優先株式は、本件株式移転の効力発生日までに、泉州銀行の普通株式へ転換されること
が見込まれているため、割当比率を記載しておりません。

　なお、本件株式移転により、当行又は泉州銀行の株主に交付しなければならない共同持株会社の普通株式及び第一
種優先株式、第二種優先株式の数に１株に満たない端数が生じた場合には、会社法第234条その他関連法令の規定に
従い、当該株主に対し１株に満たない端数部分に応じた金額をお支払いたします。
　上記株式移転比率は、算定の基礎となる諸条件に重大な変更が生じた場合は、両行協議のうえ、変更することがあ
ります。
(注２)共同持株会社が交付する新株式数（予定）
　　普通株式：940,231,599株に、平成21年４月１日から平成21年８月１日までに、泉州銀行が泉州銀行の第一回優

先株式を取得するのと引換えに交付した泉州銀行の普通株式の数に１を乗じた数（但し、１株未
満の端数については切り捨てるものとする。）を加えた数

    　第一種優先株式：111,000,000株
    　第二種優先株式：115,625,000株　
　 上記は平成21年３月31日現在における当行及び泉州銀行の発行済株式総数を前提として算定した株式数であり、
共同持株会社の設立までに、当行及び泉州銀行が自己株式を消却した場合や当行の新株予約権付社債に付された
新株予約権が行使された場合は、共同持株会社が発行する新株式数は変動することがあります。
(注３)共同持株会社の単元株式数
　　　普通株式　100株
　　　優先株式　100株
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当事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

(３)株式移転に係る割当ての内容の算定根拠等
①普通株式
　ア　算定の基礎
　当行及び泉州銀行は、本件株式移転に用いられる株式移転比率の算定にあたって公正性を期すため、当行は野村證
券株式会社（以下「野村證券」という。）に対し、また泉州銀行はモルガン・スタンレー証券株式会社（以下「モル
ガン・スタンレー証券」という。）及びアメリカン・アプレーザル・ジャパン株式会社（以下「アメリカン・アプ
レーザル」という。）に対し、それぞれ株式移転比率の算定を依頼しました。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　野村證券は、両行普通株式それぞれについて市場株価が存在していることから市場株価平均法による算定を行うと
ともに、両行と類似した事業を営む他の上場企業との財務的観点での比較を行うために類似会社比較法と、両行の将
来の事業活動の状況を反映するために配当割引モデル分析法（以下「ＤＤＭ法」という。）による算定も行いまし
た。各手法における算定結果は以下のとおりです。なお、下記の株式移転比率の算定レンジは、泉州銀行の普通株式１
株に対して共同持株会社の普通株式を１株割り当てる場合に、当行の普通株式１株に割り当てる共同持株会社の普
通株式数の算定レンジを記載したものです。

　 採用手法 株式移転比率の算定レンジ

① 市場株価平均法 16.0～17.4

② 類似会社比較法 8.1～24.9

③ ＤＤＭ法 17.6～21.1

　なお、市場株価平均法については、平成21年５月22日を算定基準日として、算定基準日の株価、算定基準日から遡る
５営業日の終値平均株価、並びに平成21年５月11日に公表された泉州銀行の「平成21年３月期通期の業績予想の修
正に関するお知らせ」による影響を加味するため、公表日の翌営業日から算定基準日までの終値平均株価を採用い
たしました。
　野村證券は、株式移転比率の算定に際して、両行から提供を受けた情報、一般に公開された情報等を使用し、それら
の資料、情報等が全て正確かつ完全なものであることを前提としており、独自にそれらの正確性及び完全性の検証を
行っておりません。また、両行及びその関係会社の資産又は負債（偶発債務を含みます。）について、個別の資産及び
負債の分析及び評価を含め、独自に評価、鑑定又は査定を行っておらず、第三者機関への鑑定又は査定の依頼も行っ
ておりません。野村證券の比率算定は、平成21年５月22日現在までの情報及び経済条件を反映したものであり、また、
両行の財務予測（利益計画その他の情報を含みます。）については、両行の経営陣により現時点で得られる最善の予
測及び判断に基づき合理的に作成されたことを前提としております。
 
　モルガン・スタンレー証券は、両行の市場株価や将来収益力等を多角的に分析するため、両行について市場株価法、
類似企業比較法、配当割引分析法（ＤＤＭ法）等に基づく分析結果を総合的に勘案して当該株式移転比率の算定を
行いました。
　モルガン・スタンレー証券による株式移転比率の算定結果は以下のとおりです（以下の株式移転比率の算定レン
ジは、泉州銀行の普通株式１株に対して共同持株会社の普通株式を１株割り当てる場合に、当行の普通株式１株に割
り当てる共同持株会社の普通株式数の算定レンジを記載したものです。）。

　 採用手法 株式移転比率の算定レンジ

① 市場株価法 16.0～20.3

② 類似企業比較法 3.3～21.9

③ ＤＤＭ法 7.2～22.8

　モルガン・スタンレー証券は、上記株式移転比率の算定を行うに際し、両行から提供を受けた情報及び一般に公開
された情報等を原則としてそのまま採用し、それらの資料及び情報等が、全て正確かつ完全なものであることを前提
としており、独自にそれらの正確性及び完全性の検証を行っておりません。また、両行とその関係会社の資産又は負
債（簿外資産及び負債、その他偶発債務を含みます。）について、独自に評価、鑑定又は査定を行っておらず、第三者
機関への鑑定又は査定の依頼も行っておりません。加えて、両行の財務予測及び本件株式移転から生じることが予想
されるシナジー効果に関する情報については、現時点で得られる最善の予測と判断を反映するものとして、両行の経
営陣により合理的に作成されたものであることを前提としております。モルガン・スタンレー証券による上記株式
移転比率の算定は、平成21年５月24日現在までの上記情報等を反映したものであります。
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　また、アメリカン・アプレーザルは、両行の市場株価や将来収益力等を多角的に分析するため、両行について市場株
価法、類似企業比較法、ディスカウント・キャッシュ・フロー法（ＤＣＦ法）等に基づく分析結果を総合的に勘案し
て当該株式移転比率の算定を行いました。
　アメリカン・アプレーザルによる株式移転比率の算定結果は以下のとおりです（以下の株式移転比率の算定レン
ジは、泉州銀行の普通株式１株に対して共同持株会社の普通株式を１株割り当てる場合に、当行の普通株式１株に割
り当てる共同持株会社の普通株式数の算定レンジを記載したものです。）

　 採用手法 株式移転比率の算定レンジ

① 市場株価法 16.0～20.3

② 類似企業比較法 12.6～28.0

③ ＤＣＦ法 13.4～21.9

　アメリカン・アプレーザルは、上記株式移転比率の算定を行うに際し、両行から提供を受けた情報及び一般に公開
された情報等を原則としてそのまま採用し、それらの資料及び情報等が、全て正確かつ完全なものであることを前提
としており、独自にそれらの正確性及び完全性の検証を行っておりません。また、両行とその関係会社の資産又は負
債（簿外資産及び負債、その他偶発債務を含みます。）について、独自に評価、鑑定又は査定を行っておらず、第三者
機関への鑑定又は査定の依頼も行っておりません。加えて、両行の財務予測及び本件株式移転から生じることが予想
されるシナジー効果等に関する情報については、両行の経営陣により、現時点で合理的に予測し得る最善の見積りに
基づいて作成されたものであることを前提としております。アメリカン・アプレーザルによる上記株式移転比率の
算定は、平成21年５月22日現在までの上記情報等を反映したものであります。
 
イ　算定の経緯
　上記のとおり、当行は野村證券による株式移転比率の算定結果を参考に、泉州銀行はモルガン・スタンレー証券及
びアメリカン・アプレーザルによる株式移転比率の算定結果を参考に、それぞれ両行の財務の状況、資産の状況、将
来の見通し等の要因を総合的に勘案し、両行で株式移転比率について慎重に交渉・協議を重ねた結果、平成21年５月
25日付にて、最終的に上記株式移転比率が妥当であるとの判断に至り、上記株式移転比率を合意・決定いたしまし
た。
　なお、当行は、野村證券より平成21年５月25日付にて、上記の前提条件その他一定の前提条件のもとに合意された株
式移転比率が当行の普通株主にとって財務的見地から妥当である旨の意見書を取得し、泉州銀行は、アメリカン・ア
プレーザルより、平成21年５月25日付にて、一定の条件のもとに、合意された株式移転比率が泉州銀行普通株主の立
場に即し、財務的見地から経済合理性がある旨の意見書を取得いたしました。
 
　ウ　算定機関との関係
　野村證券及びアメリカン・アプレーザルは、いずれも当行及び泉州銀行の連結財務諸表規則第15条の４に定める関
連当事者（連結子会社を含む。）または財務諸表等規則第８条第17項に定める関連当事者（以下、総称して「関連当
事者」という。）には該当いたしません。
　また、泉州銀行の算定機関であるモルガン・スタンレー証券については、(1)モルガン・スタンレー証券の親会社で
ある米国Morgan Stanley（以下「Morgan Stanley」という。）と泉州銀行の親会社である株式会社三菱ＵＦＪフィ
ナンシャル・グループ（以下「ＭＵＦＧ」という。）が、平成20年９月29日付で戦略的資本提携（以下「本資本提
携」という。）を合意し、(2)本資本提携に基づき、ＭＵＦＧは、平成20年10月13日に、Morgan Stanleyが発行する総額
90億米ドル相当の転換型及び償還型優先株式を取得し、さらに、(3)ＭＵＦＧは、Morgan Stanleyが平成21年５月７日
（ニューヨーク時間）に発表した公募増資に応募し、既に保有している償還型優先株式の一部について償還を受け
るのと引き換えに、平成21年５月22日（ニューヨーク時間）にMorgan Stanley普通株式29,375,000株を取得してお
ります。ＭＵＦＧは、Morgan Stanleyに対する一連の出資により、既に保有するMorgan Stanleyの転換型優先株式を
普通株式に転換することにより、Morgan Stanleyの議決権の20％超を取得することが可能となっています。また、
(4)Morgan Stanleyには、本資本提携に基づきＭＵＦＧが指名した取締役１名が取締役として就任しています。さら
に、(5)Morgan StanleyとＭＵＦＧは、平成21年３月26日に、モルガン・スタンレー証券とＭＵＦＧの連結子会社であ
る三菱ＵＦＪ証券株式会社とを統合して新会社を設立する旨の覚書を締結しており、またその他、両行間ではグロー
バルなアライアンス戦略の検討・協議が行われています。泉州銀行は、上記モルガン・スタンレー証券との関係に鑑
み、モルガン・スタンレー証券に対して上記株式移転比率の算定を依頼するのとは別に、アメリカン・アプレーザル
にも上記株式移転比率の算定を依頼し、かつ同社から上記の意見書を取得しています。
　なお、モルガン・スタンレー証券は当行の関連当事者には該当いたしません。
 
②優先株式
　当行及び泉州銀行は、当行が発行している第一種優先株式及び第二種優先株式（以下「対象優先株式」という。）
については、普通株式のように市場価格が存在しないため、普通株式の株式移転比率を考慮した上で、共同持株会社
にて新たに交付する優先株式を対象優先株式のそれぞれの発行要項と割当比率を通じて同一の条件を発行要項に定
めることとし、当行の発行する第一種優先株式１株につき共同持株会社の第一種優先株式18.5株を割当交付し、ま
た、当行の発行する第二種優先株式１株につき共同持株会社の第二種優先株式18.5株を割当交付することで合意し
ております。
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(４)完全子会社の新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い
　当行が発行している第３回劣後特約付無担保転換社債型新株予約権付社債については、同社債要項第９条(２)項に
基づき、共同持株会社成立の日の前日までに全額繰上償還する予定です。
　なお、泉州銀行は、新株予約権及び新株予約権付社債を発行しておりません。
(５)完全子会社の自己株式に関する取扱い
　当行及び泉州銀行は、本件株式移転効力発生日の前日までに、保有する自己株式のうち実務上消却可能な範囲の株
式を消却する予定です。
(６)共同持株会社の上場申請に関する事項
　当行及び泉州銀行は、新たに設立する共同持株会社の株式について、東京証券取引所及び大阪証券取引所に新規上
場申請を行う予定です。上場日は、平成21年10月１日を予定しております。また、当行及び泉州銀行は本件株式移転に
より共同持株会社の完全子会社となりますので、共同持株会社の上場に伴い、当行につきましては平成21年９月25日
に東京証券取引所及び大阪証券取引所を、泉州銀行につきましては平成21年９月25日に大阪証券取引所を上場廃止
となる予定です。なお、上場廃止の期日につきましては、当行は東京証券取引所及び大阪証券取引所、泉州銀行は大阪
証券取引所の規則により規定されます。
 
４．株式移転の当事会社の概要
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成21年３月31日時点）

(１)商号 株式会社　池田銀行 株式会社　泉州銀行

(２)事業内容 普通銀行業務 普通銀行業務

(３)設立年月日 昭和26年９月１日 昭和26年１月25日

(４)本店所在地 大阪府池田市城南２丁目１番11号 大阪府岸和田市宮本町26番15号

(５)代表者の役職・氏名 取締役頭取　服部　盛隆 取締役頭取　吉田　憲正

(６)資本金 768億65百万円 445億75百万円

(７)発行済株式数
普通株式       25,927,437株
第一種優先株式  6,000,000株
第二種優先株式  6,250,000株

普通株式       460,574,015株
第一回優先株式   7,530,000株

(８)純資産（連結） 575億円 740億円

(９)総資産（連結） ２兆5,500億円 ２兆2,211億円

(10)預金残高 ２兆2,537億円 １兆8,449億円

(11)貸出金残高 １兆6,656億円 １兆7,299億円

(12)決算期 ３月31日 ３月31日

(13)従業員数（連結） 1,294名 1,430名

(14)店舗数（出張所含む）76ヶ店 64ヶ店

(15)店舗外ＡＴＭ
（うちPatsat）

102ヶ所（46駅61ヶ所） 74ヶ所

(16)大株主及び持株比率

日本トラスティ・サービス
信託銀行㈱　　　　　　　7.40％
㈱みずほコーポレート銀行
                        3.51％
阪急阪神ホールディングス㈱
                        3.45％

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行　67.26％
日本興亜損害保険㈱　　 2.01％
泉州銀行職員持株会　   1.28％

(17)当事会社間の関係等 資本関係 該当事項はありません。

　 人的関係 該当事項はありません。

　 取引関係

ＡＴＭ提携、外貨両替提携、ビジネ
スマッチングフェア・ビジネス商
談会への相互参加等を行っており
ます。

　 関連当事者への該当状況 該当事項はありません。
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当事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

５．株式移転により新たに設立する会社の状況

(１)商号
株式会社　池田泉州ホールディングス
（英文名称：Senshu Ikeda Holdings,Inc.）

(２)事業内容
銀行、その他銀行法により子会社とすることができる会社の経営管理及びこ
れに付帯する業務を行います。

(３)本店所在地 大阪府大阪市北区茶屋町18番14号（大阪梅田池銀ビル）

(４)代表者及び役員の就任予
定

代表取締役会長 吉田　憲正 （現：泉州銀行取締役頭取）

　
代表取締役社長兼ＣＥＯ
（最高経営責任者）

服部　盛隆 （現：当行取締役頭取）

　 取締役 小川　昭一 （現：当行取締役副頭取）

　 取締役 豊永　喬 （現：泉州銀行取締役副頭取）

　 取締役 小宮　昇 （現：当行専務取締役）

　 取締役 伊藤　清継 （現：泉州銀行専務取締役）

　 取締役 昌尾　一弘 （現：当行専務取締役）

　 取締役 瀧川　明秀 （現：泉州銀行専務取締役）

　 取締役 藤田　博久 （現：当行常務取締役）

　 取締役 片岡　和行 （現：泉州銀行専務取締役）

　 取締役（社外） 畔柳　信雄
（現：㈱三菱東京ＵＦJ銀行
　　　取締役会長

　 監査役 堀井　勝利 （現：当行監査役）

　 監査役 辻　太保 （現：泉州銀行監査役）

　 監査役（社外） 今中　利昭(※) （現：当行監査役(社外)）

　 監査役（社外） 佐々木　敏昭(※)（現：泉州銀行監査役(社外)）

　 補欠監査役（社外）

久保井　一匡
（社外監査役
　佐々木　敏昭の
　補欠監査役）

（現：泉州銀行補欠監査役）

　 補欠監査役（社外）

大橋　太朗
（社外監査役
　今中　利昭の
　補欠監査役）

（現：当行監査役（社外））

　 (※)会社法第２条第16号に定める「社外監査役」です。

(５)資本金 500億円

(６)資本準備金 125億円

(７)純資産（連結） 未定

(８)総資産（連結） 未定

(９)決算期 ３月31日

(10)上場証券取引所 東京証券取引所、大阪証券取引所

(11)会計監査人 新日本有限責任監査法人

(12)株主名簿管理人 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社
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(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

（多額の社債の繰上償還）
　当行は、平成21年５月25日開催の取締役会において、株式会社池田銀行第３回劣後特約付無担保転換社債型新株予
約権付社債（「以下「本新株予約権付社債」といいます。）の繰上償還を決議いたしました。
１．繰上償還を行う理由
　　当行と株式会社泉州銀行（以下、「両行」という。）は、株式移転の方法により共同持株会社を設立することにつ
いて合意し、株式移転計画を作成すること、並びに当該株式移転計画の承認を求める議案を平成21年６月26日開催
予定の当行の定時株主総会に付議することを決議いたしました。両行は、株主総会の承認決議等所要の手続きを経
た上で、平成21年10月１日を効力発生日（予定）として、株式移転の方法により共同持株会社である株式会社池田
泉州ホールディングスを設立し、その完全子会社となる予定です。これに伴い、現在証券取引所に上場されている
本新株予約権付社債については、上場廃止となる予定であることから、本新株予約権付社債の社債要項に基づき、
繰上償還を実施いたします。 
　なお、当行は、かかる繰上償還の結果取得する本新株予約権付社債に付された新株予約権を、同時に無償にて消却
いたします。 
２．繰上償還する銘柄
　　株式会社池田銀行第３回劣後特約付無担保転換社債型新株予約権付社債
３．繰上償還金額
　　額面100円につき金101円
４．繰上償還期日
　　平成21年９月11日（金）（予定）
５．繰上償還の方法
　　未償還残高の全額繰上償還によります。（平成21年５月31日付未償還残高：5,342百万円）
６．償還資金の調達方法
　　全額自己資金により償還いたします。
７．償還による支払利息の減少見込額
　　58百万円
８．繰上償還の条件
　　平成21年６月26日開催予定の当行の定時株主総会ならびに種類株主総会、株式会社泉州銀行の定時株主総会にお
いて、上記株式移転計画の承認を求める議案が承認されることを条件といたします。

　　なお、平成21年６月26日開催の当行の定時株主総会ならびに種類株主総会、株式会社泉州銀行の定時株主総会にお
いて、上記株式移転計画は承認可決されました。
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④ 【附属明細表】

当事業年度（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）

【有形固定資産等明細表】

　

資産の種類
前期末残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額(百万円)

当期償却額
(百万円)

差引当期末
残高
(百万円)

有形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

　建物 24,872 343 405 24,810 14,210 605 10,599

　土地 8,592 ― ― 8,592 ― ― 8,592

　リース資産 ― 27 ― 27 3 3 23

　その他の
　有形固定資産

8,340 337
426
(1)

8,251 4,800 657 3,450

有形固定資産計 41,805 708
832
(1)

41,681 19,0151,266 22,666

無形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

　ソフトウェア ― ― ― 6,994 4,123 1,308 2,871

  リース資産 ― ― ― 2 0 0 2

　その他の
　無形固定資産

― ― ― 626 6 0 619

無形固定資産計 ― ― ― 7,623 4,130 1,309 3,493

(注)１　当期減少額欄における(　)内は、減損損失の計上額(内書き)であります。

　　２　無形固定資産の金額が、資産の総額の１％以下であるため「前期末残高」「当期増加額」及び「当期減少額」の

記載を省略しております。

　

【引当金明細表】

　

区分
前期末残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用)
(百万円)

当期減少額
(その他)
(百万円)

当期末残高
(百万円)

貸倒引当金 14,596 16,375 4,028 10,567 16,375

　一般貸倒引当金 7,440 12,053 ― 7,440 12,053

　個別貸倒引当金 7,155 4,322 4,028 3,127 4,322

　　うち非居住者向け
　　債権分

― ― ― ― ―

　特定海外債権
　引当勘定

― ― ― ― ―

役員退職慰労引当金 251 45 13 ― 284

睡眠預金払戻損失
引当金

119 ― ― 70 48

偶発損失引当金 71 266 56 15 266

計 15,038 16,688 4,098 10,653 16,974

(注)　当期減少額「その他」欄に記載の減少額はそれぞれ次の理由によるものであります。

一般貸倒引当金 ・・・・・・　洗替による取崩額

個別貸倒引当金 ・・・・・・　洗替による取崩額

睡眠預金払戻損失引当金 ・・・・・・　引当金減少による取崩額

偶発損失引当金 ・・・・・・　洗替による取崩額
　

EDINET提出書類

株式会社池田銀行(E03579)

有価証券報告書

133/142



○ 未払法人税等

　

区分
前期末残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用)
(百万円)

当期減少額
(その他)
(百万円)

当期末残高
(百万円)

未払法人税等 161 223 161 ― 223

　未払法人税等 40 45 40 ― 45

　未払事業税 121 178 121 ― 178

　

(2) 【主な資産及び負債の内容】

当事業年度末(平成21年３月31日現在)の主な資産及び負債の内容は、次のとおりであります。

①　資産の部

預け金 日本銀行への預け金34,172百万円、他の銀行への預け金658百万円であります。

その他の証券 外国証券123,525百万円、投資信託91,195百万円、投資事業組合出資金5,311百

万円であります。

前払費用 機械賃借料63百万円であります。

未収収益 有価証券利息1,807百万円、貸出金利息1,436百万円その他であります。

その他の資産 未収入金21,556百万円、前払年金費用8,843百万円、仮払金5,623百万円（為替

関係未決済資金等）、保証金4,208百万円、金融安定化のための拠出金1,134百

万円その他であります。

　

②　負債の部

その他の預金 別段預金9,308百万円、外貨預金5,915百万円その他であります。

未払費用 預金利息4,370百万円、手当1,031百万円その他であります。

前受収益 貸出金利息885百万円その他であります。

その他の負債 未払金23,802百万円、仮受金(為替関係未決済資金等)4,356百万円、ファクタリ

ング債務728百万円その他であります。

　

(3) 【その他】

該当事項なし
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日 ３月31日、９月30日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り・
買増し

　

　　取扱場所
（特別口座）
大阪市北区堂島浜一丁目１番５号
　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　大阪証券代行部

　　株主名簿管理人
（特別口座）
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

　　取次所 ――

　　買取・買増手数料

 
100株×買取・買増価格 100株当たり手数料

100万円以下の部分　　　　　　Ａ Ａ　×　1.150％　＝　①

100万円超500万円以下の部分　 Ｂ Ｂ　×　0.900％　＝　②

買取・買増手数料の金額 　 (①＋②) ×
買取・買増株数

　
100

 
 ただし、・円未満の端数は切り捨てる。
　　　　 ・①が2,500円に満たない場合は、2,500円とする。

公告掲載方法 大阪市において発行する産業経済新聞

株主に対する特典 ありません。

(注) １　決算公告については、貸借対照表及び損益計算書並びに連結貸借対照表及び連結損益計算書を当行ホーム

ページに掲載しております。

(ホームページアドレス　http://www.ikedabank.co.jp/t/t0801.html)

２　当会社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使することができない。

会社法第189条第２項各号に掲げる権利

会社法第166条第１項の規定による請求をする権利

株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利

株主の有する単元未満株式の数と併せて単元株式数となる数の株式を売り渡すことを請求する権利
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第７ 【提出会社の参考情報】

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当行は、法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

　

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

　

(1)
有価証券報告書
及びその添付書類

事業年度
(第86期)

自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日

　
平成20年６月30日
関東財務局長に提出

　

(2)四半期報告書
(第87期
第１四半期)

自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日

　
平成20年８月13日
関東財務局長に提出

　

(3)確認書
(第87期
第１四半期)

自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日

　
平成20年８月13日
関東財務局長に提出

　

(4)四半期報告書
(第87期
第２四半期)

自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日

　
平成20年11月28日
関東財務局長に提出

　

(5)確認書
(第87期
第２四半期)

自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日

　
平成20年11月28日
関東財務局長に提出

　

(6)臨時報告書 　 　 　
平成21年２月２日
関東財務局長に提出

　金融商品取引法第24条の５第４項並びに企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第１項及び同条第２
項第２号（新株式の発行）の規定に基づく臨時報告書であります。

　

(7)四半期報告書
(第87期
第３四半期)

自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日

　
平成21年２月10日
関東財務局長に提出

　

(8)確認書
(第87期
第３四半期)

自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日

　
平成21年２月10日
関東財務局長に提出

　

(9)臨時報告書の訂正報告書 　 　
平成21年２月12日
関東財務局長に提出

　平成21年２月２日提出上記(6)の臨時報告書の訂正報告書であります。
　

(10)臨時報告書の訂正報告書 　 　
平成21年３月16日
関東財務局長に提出

　平成21年２月２日提出上記(6)の臨時報告書の訂正報告書であります。
　

(11)臨時報告書の訂正報告書 　 　
平成21年３月27日
関東財務局長に提出

　平成21年２月２日提出上記(6)の臨時報告書の訂正報告書であります。
　

(12)臨時報告書 　 　
平成21年５月15日
関東財務局長に提出

　金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号（主要株
主の異動）の規定に基づく臨時報告書であります。

　

(13)臨時報告書 　 　
平成21年５月25日
関東財務局長に提出

　金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第６号の３（株
式移転）の規定に基づく臨時報告書であります。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項なし
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独立監査人の監査報告書
　

　

平成20年６月16日

株式会社　池田銀行

取締役会　御中

　

新日本監査法人

　

指定社員
業務執行社員

　公認会計士　　重　　松　　孝　　司　　印

　

指定社員
業務執行社員

　公認会計士　　前　　川　　英　　樹　　印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている株式会社池田銀行の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の連結財務

諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算

書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責

任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行

われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、株式会社池田銀行及び連結子会社の平成20年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連

結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているもの

と認める。

　

追記情報

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成20年５月30日に、株式会社泉州銀行と平成21年４月１

日を目処に共同して持株会社を設立する方式により経営統合を進めることについて基本合意した。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 ※１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当行(有価証券報告書提出会社)

が別途保管しております。

２　連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
　

　

平成21年６月26日

株式会社　池田銀行

取締役会　御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　公認会計士　　重　　松　　孝　　司　　印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　公認会計士　　津　　田　　多　　聞　　印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　公認会計士　　平　　井　　啓　　仁　　印

　

＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている株式会社池田銀行の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の連結財務

諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算

書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責

任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行

われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、株式会社池田銀行及び連結子会社の平成21年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連

結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているもの

と認める。

　

追記情報

１．連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項に記載されているとおり、会社はその他有価証券の

うち時価のある株式及び投資信託の評価基準を変更している。

２．連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は市場価格等

のある株式及び投資信託の配当金等の収益計上基準を変更している。

３．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成21年６月26日開催の定時株主総会において資本

金の額の減少を決議している。

４．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成21年６月26日開催の定時株主総会及び種類株主

総会において株式会社泉州銀行と共同株式移転の方式により平成21年10月１日に持株会社を設立するこ

とについて決議している。

５．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成21年５月25日開催の取締役会において新株予約

権付社債の繰上償還を決議している。
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＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社池田銀行

の平成21年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用

並びに内部統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告

書に対する意見を表明することにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全に

は防止又は発見することができない可能性がある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠

して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な

虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行わ

れ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体

としての内部統制報告書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、株式会社池田銀行が平成21年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示

した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価

の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示している

ものと認める。

　

追記情報

１．内部統制報告書に記載のとおり、会社は平成21年６月26日開催の定時株主総会及び種類株主総会にお

いて株式会社泉州銀行と共同株式移転の方式により平成21年10月１日に持株会社を設立することについ

て決議している。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 ※１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当行(有価証券報告書提出会社)

が別途保管しております。

２　連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書
　

　

平成20年６月16日

株式会社　池田銀行

取締役会　御中

　

新日本監査法人

　

指定社員
業務執行社員

　公認会計士　　重　　松　　孝　　司　　印

　

指定社員
業務執行社員

　公認会計士　　前　　川　　英　　樹　　印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている株式会社池田銀行の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第86期事業年度の財務諸

表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財

務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社池田銀行の平成20年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を

すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

追記情報

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成20年５月30日に、株式会社泉州銀行と平成21年４月１

日を目処に共同して持株会社を設立する方式により経営統合を進めることについて基本合意した。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
　
 ※１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当行(有価証券報告書提出会社)

が別途保管しております。

２　財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書
　

　

平成21年６月26日

株式会社　池田銀行

取締役会　御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　公認会計士　　重　　松　　孝　　司　　印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　公認会計士　　津　　田　　多　　聞　　印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　公認会計士　　平　　井　　啓　　仁　　印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている株式会社池田銀行の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの第87期事業年度の財務諸

表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財

務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社池田銀行の平成21年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を

すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

追記情報

１．重要な会計方針に記載のとおり、会社はその他有価証券のうち時価のある株式及び投資信託の評価基

準を変更している。

２．会計方針の変更に記載のとおり、会社は市場価格等のある株式及び投資信託の配当金等の収益計上基

準を変更している。

３．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成21年６月26日開催の定時株主総会において資本

金の額の減少を決議している。

４．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成21年６月26に開催の定時株主総会及び種類株主

総会において株式会社泉州銀行と共同株式移転の方式により平成21年10月１日に持株会社を設立するこ

とについて決議している。

５．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成21年５月25日開催の取締役会において新株予約

権付社債の繰上償還を決議している。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上
　
 ※１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当行(有価証券報告書提出会社)

が別途保管しております。

２　財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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